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様式２ 

事 業 計 画 書 

 

１ 運営ビジョン 

(1) 地域における地域ケアプラザの役割について 

地域包括ケアシステムの推進や高齢者、子ども、障害者支援の視点を含めて地域ケアプラザの指定

管理者として行うべき取組みを具体的に記載してください。 

 

 地域ケアプラザは、市民の誰もが地域において健康で安心して生活が営むことができ

るように、地域における福祉活動、保健活動等の振興を図るとともに、福祉サービス、保

健サービス等を身近な場所で総合的に提供する役割を担っています。この地域ケアプラザ

の管理運営に関わることは、社会福祉法人秀峰会（以下、「当法人」）の理念である「地域

社会との交流を通じて、あらゆる人が支え合って共に生きる地域連帯の実現」のためにも

重要であると考えています。 

 

 【地域包括ケアシステム】 

地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の生活機能の維持、向上及び地域活動

の参加促進を目的に、自らの意思に基づく自分らしい生活を実現する為の手段として介

護予防事業を含めた地域包括ケアシステムの構築という重要な役割を果たせるよう努め

ます。 

他職種協働による支援活動は、地域のサービス提供事業所や施設と研修その他の活動

による地域包括ネットワークを構築して地域包括ケアシステムを推進し地域の中で個別

に選定した個別地域ケア会議を開催し個別支援に対する充実を図るとともに、そこから

地域全体での課題抽出を行い、地域住民や医療機関、サービス事業所等と連携して課題

解決を進められる環境を整備していきます。 

これを踏まえ地域ケア会議は個別レベル、包括レベル地域ケア会議を年間６回以上開

催し、地域支援に関わる医療、施設、サービス事業所、企業等が地域支援の連携の輪に入

るよう図りながら実施します。 

特に包括レベル地域ケア会議では、地域の介護サービス事業所にも参加を依頼し、地

域の町内会自治会や福祉保健関係者との橋渡しを行うとともに、様々な立場の人が関わ

る事により広い視点で地域課題の把握・検討を行います。 

また、地域の実情・課題に対して協議体を活用し、NPO、民間企業、ボランティアな

ど地域の多種多様な機関と連携した地域に必要となる資源開発を推進します。 
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【高齢者支援】 

高齢者の介護予防・認知症予防・生きがいづくりを身近な地域で取り組める事業展開

を進めます。施設内事業として定期開催事業である「やすらぎの時間～古典を読む～（高

齢者支援事業）」「ピアノサロンうたごえ（高齢者支援事業）」「脳トレ♪クラシック（高齢

障がい者支援）」等の活動を継続して支援します。 

より身近な地域へ出向き出張講座(介護予防講座、認知症サポーター養成講座、成年後

見制度など)に取り組みます。 

また、とりやまの郷（高齢者サロン）、ホッとカフェ：クローバー会（地域の居場所）、

元気づくりステーション（健康づくりの場）、老人クラブ等といった地域の居場所作り活

動の活性化への支援を進めます。 

高齢者が安心して暮らせるまちづくりを推進するために、生活支援体制整備事業、地

域包括支援センター運営事業、地域活動交流事業の各部門が持つ情報と専門分野の知識

を活かして、地域における支えあい体制の確立の展開と支援者が必要としている支援を

得られるための情報収集を行います。 

地域内全域で支えあい活動が行われるよう城郷地区連合会、城郷地区社会福祉協議会

（地区社協）、民生委員児童委員協議会（民児協）等の地域活動団体と連携協力し活動を

地域全体に広げます。 

 

【子ども支援】 

地域及び区内の子育て団体と連携しサークル活

動の支援や紹介活動に努め、「土曜両親教室（子育

て支援事業）」、「パパと遊ぼう（自主事業・子育て支

援事業）」「おも城チャッチャひろば（子育て支援）」

「たまり BA こづくえ（自主事業・こどもの居場

所）」等の活動を継続支援します。 

子育て支援事業は担い手と参加者が子供の成長

に合わせて毎年変わる傾向があり、担当エリアにお

いても同様のケースが多く活動の継続に支障をき

たす原因となることが懸念されます。 

このような事態にならないように人材確保と地域

子育て支援者の発掘と育成を目的に毎月、子育て関

連の自主事業を企画・実施し参加者の意見を基に今

後の企画に反映し人材確保と子育て支援に努め地

域主体の子育て活動ができるよう支援します。 

地域の一部ではマンション等の集合住宅が増え

ていることもあり、子育て中の世帯の流入も増え地

土曜両親教室 

パパと遊ぼう 
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域になじみの無い母親も多く、生活や子育てに不安を感じているとの意見もあります。 

現状でも事業実施に際して、保育士・幼稚園教諭経験のある地域住民が積極的に関わ

ってくださり、親子の成長も見守ってくださっているところが多分にあります。ケアプ

ラザではそれらの子育て支援事業及び活動の関連情報をできるだけ多く発信し地域活動

につなぐことで、新たに転入された住民も安心して子育てができるように城郷地区社祉

協、民生委員児童委員、地域の子育て支援者と連携協力をして活動支援に努めます。 

 

【障がい児者支援】 

定期開催事業である「ひなたぼっこ（精神保健サロン）」や「しろさと地区放課後プラ

ザ（軽度発達障がい児余暇事業）」などの支援を継続し

ます。 

特に「しろさと地区放課後プラザ」は地域住民による

問題提起に始まり、地区社会協議会や自立支援協議会、

近隣小中学校等と連携して、立ち上げからケアプラザが

関わってきた経緯があり、常に細やかな支援を行ってい

ます。 

「ごぼうハウス」（作業所型地域活動支援センター）

「楠木学園」（フリースクール）「ともだちの丘スマイル」

（障がい者地域活動ホーム）「横浜健育高等学院」（福祉

型高等学院）など近隣にある施設・学校との連携、支援

を行っています。 

また、障がいの理解啓発を地域支えあい連絡会ととも

に推進しています。 

さらに市立盲特別支援学校との情報共有をする中で、

港北区内のケアプラザ情報の提供や、理療科学生の実習

の受け入れ先として実際に地域カフェでの活動をコー

ディネートするなど、活動支援を行っています。 

障がい児・者、子育て支援等の情報や社会資源の把握

に努め、障がい児・者の相談機関や行政等関係機関と連

携し適切な支援につなげられるように窓口だけではな

く、自主事業や会議など地域における様々な場面での相

談及び情報提供を行い気軽にご相談いただける環境と関

係作りに努めます。 

また、港北区障害児訓練会・サークル定例会「ななつから」への積極的な参加により区

内の障がい児活動グループからの直接相談や、そこから事業支援等の支援につながりも

模索していきます。 

 

 

横浜健育高等学院 

ひなたぼっこ 

（精神保健サロン） 
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(2) 担当地域の特色、課題及び将来像並びにそれに係る取組みについて 

  地域住民や関係者と連携・協働して地域の魅力と課題を把握し、地域ケアプラザとして課題解決に

向けた活動を行っていくために関係団体等との連携方法を具体的に記載してください。 

 

【地域の魅力】 

 城郷地区は全国規模の大型スタジアムや横浜労災病院、横浜ラポー

ルのような社会資源を擁していながら、小机城址に代表されるような

歴史のある地域でもあります。小机城の歴史は古く、室町時代にまで

さかのぼります。巨大な空堀などが遺構として現存しており、２０１

７年には「続日本１００名城」に選定され、多くの方が訪れます。 

 農家や古くから地域に根差した方々が多いエリアである一方で、住

宅開発等により若い世代の増加もある地域です。より良い地域作りに

積極的な住民の方が多く、活発な活動団体が多いところとしても特徴

的です。 

 

近年、高齢者支援活動「とりやまの郷」に取り組んだり、町づくり・

地域活性化を目指し多世代の住民が主体となり「小机城のあるまちを

愛する会」が活躍したりと、若い世代が新たな視点を持つ活動も行われ

ています。 

 

【地域の課題と取組みについて】 

城郷地区は総人口約２４，０００人、６５歳以上約５，０００人、高齢化率２０．８％

（令和元年９月時点）で、高齢化率が市内でも比較的低い港北区においてはやや高齢化率

の高い地域です。介護保険認定率は少ない(区内９位)ですが、一方で過去２年間の伸び率

は高くなっています(区内４位)。今後、支援が必要となる高齢者が増えてくると考えられ

ます。 

このような実情を踏まえつつ城郷地区において、生活体制整備事業を重点施策のひとつ

として進めていきます。現在、地区内に３つの横浜市介護予防・生活支援サービス補助事

業（サービスＢ）事業所立ち上げ支援を行っていきます。 

 

令和元年１０月時点で横浜市全域のサービスＢ事業５８か所（うち、任意団体によるも

の８事業）という状況において、城郷地区単独で３事業を任意団体が担っていることは誇

れることだと思います。横浜市が主催する令和元年度のサービスＢ説明会ではすべての事

例紹介を城郷小机地域ケアプラザで市内のケアプラザ職員向けに説明しました。 

 

 

 

小机城 秋の陣 
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課題としては、高齢者支援(ボランティア活動)及

び活動団体の多くが１０年を超える活動となり、担

い手や参加者の高齢化により、継続に問題を抱えて

います。 

地域を支える資源として次世代にどう継承して

いくか、多世代へのヒアリングや協議体での検討な

ど地域の実情に合わせた体制作りを進めています。

また、城郷地区ボランティア連絡会と継続して連携

し、地域の現状を踏まえ次世代が取り組める体制づ

くりを行います。 

高齢化した福祉保健グループに代わり、「ともとも

ランチ会（多世代交流の昼食会）」や通信制高校の部

活動団体との連携により、若年層のボランテイア啓

発もしていきます。 

 

地域住民や関係者との連携・協働の取り組みとして城

郷地区地域福祉保健計画「たすけあうまち城郷（ひっ

とプラン）」が掲げられています。 

第３期地域福祉計画の策定において、「子育て」「見

守り」「地域活性化」の３つの分科会を設け、ケアプラ

ザ職員(五職種)がそれぞれの分科会に所属し、全体の

取り組みがケアプラザ内においても共有できる体制

を作っています。 

各分科会の具体的な取り組みと城郷地区の全体の動

向を把握することで、ケアプラザの特性を生かした支

援や他機関とのコーディネートを行っています。 

 

例えば、子育て支援の分野においては、子どもの居

場所づくりを目的に「たまりＢＡこづくえ」がありま

す。平成３０年から地域と学校、関係機関と地域の現

状・課題を共有し検討会を踏まえ、地域の理解協力を

得ながら立ち上げ、月１回の定期開催が定着するとこ

ろまでこぎつけました。 

現在は、地区社協会長を中心に実行委員会として運

営し地域住民主体とした活動につなげています。最近

は不登校児童の参加なども見られ、新たな使命も帯び

てきているような面もあります。私たちは、この活動

ひっとプラン 

たまり BA こづくえ 

ともともランチ 
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をさらに発展できるよう地域住民の方々とは勿論の事、地区小中学校や近隣の地域ケアプ

ラザ、区こども家庭支援課、区福祉保健センター等と連携して事業を進めて参ります。 

 

「横浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた港北区行動指針」推進の取り組みとし

て、地域ケア会議を通じて、地域住民と多種多様な機関(警察、コンビニ、銀行、郵便局、

配食サービス事業所など)との地域課題の共有、新たなネットワークの構築が進められて

います。 

また、サービスＢ通所型支援２か所(とりやまの郷、クローバー会)においては、協議体

を重ね地域と課題や取り組みを共有しながら、活動支援を行っています。 

 地域包括システムの構築において、多種多様な機関・業種との情報を共有することで、

地域資源の開発・地域支援が幅広く展開できるよう取り組みと地域の方々への発信を強化

すると共に、さらなる発展を願い、支援の網を巡らせていく事を常に念頭においた活動を

していきます。 

 

 【まとめ】 

城郷小机地域ケアプラザにおいては、城郷地区で行われている活動について、担当地域

だけでなく区内全域へ広く周知し、ケアプラザの機能を十分に発揮しつつ地域包括ケアシ

ステムを実現する為、様々な地域の福祉保健活動を支援してまいります。 

地域の課題として、地域活動を担う人の高齢化が進み、担い手が不足していること、お

隣同士の近所付き合いが少なくなってきていること、これらに加え子どもが周囲を気にせ

ずに遊ぶことができる場所の減少や、子どもが地域住民と交流する機会が少なくなってき

ていることが挙げられます。そこで閑静な住宅街の立地を生かし、老若男女問わず誰もが

参加しやすい、「多世代コミュニティカフェ」や、学校地域コーディネーター、小中学校等

との繋がりを深めていくことにより「地域の歴史や福祉についても学べる学習の場」のよ

うな活動拠点づくりの支援、また同時に、区役所閉庁後の福祉・保健の総合相談窓口とし

ての役割を果たしていきたいと考えます。 

地域を支える活動(ボランティア活動)を次世代にどう継承していくか、多世代へのヒヤ

リングや協議体での検討を踏まえ、地域の実情・これからの担い手が活動可能となる仕組

みづくりを進めていきます。 

城郷小机地域ケアプラザは、郷土愛を最大限尊重しつつ、地域住民の視点に立った身

近な存在として、気軽に相談できるケアプラザを目指します。 

 

 

(3) 担当地区における関係団体等との連携について 

  地域、行政、区社会福祉協議会、関係機関及びその他様々な団体に加えて他の地域ケアプラザとの

連携について、具体的に記載してください。 

 

 行政や区社協、地区社協はもちろんのこと、民生委員や様々な支援団体、ボランティア団
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体や近隣学校や地域のボーイスカウト等とも日常的な関係性を維持することによって、連携

を確保することが肝要と考えてります。 

 

＜地区社会福祉協議会＞ 

 城郷小机地域ケアプラザ所長を理事に加えていただいていることもあり、年 1 回の総会出

席はもとより、常日頃から連絡・相談できる関係性を維持します。 

 喫緊の課題を「地区社協」に対する地域の方々の認知度や理解度の向上であるということ

がケアプラザと共有出来ており、今後の取組み課題のひとつと認識しています。 

 

＜他区を含む近隣ケアプラザとの連携＞ 

 城郷小机地域ケアプラザの現状としては、岸根公園を挟

んで神奈川区の六角橋地域ケアプラザと子育て事業『オハ

ナの遊び場』で共催活動、中学生ボランティア活動『ちょ

いボラサポーターズ club』で港北区東本郷地域ケアプラ

ザや神奈川区菅田地域ケアプラザ、緑区鴨居地域ケアプラ

ザとも連携して活動し次世代、のボランティア活動の担い

手育成にも取り組んでいます。 

 

 令和元年度は港北区大豆戸地域ケアプラザとも認知症支

援活動『RUN 伴』で共催を探り、令和２年度には本格的な

取組みを実施する予定もあります。 

 また、地域のみんなの居場所「ホッとカフェ」を活動拠点

としている介護予防・生活支援補助事業（サービスＢ）とそ

れに対するケアプラザの関わり方を学ぼうと、神奈川区の

菅田や三ツ沢、六角橋、片倉三枚といった地域ケアプラザ

の生活支援コーディネーターが見学に訪れたりもします。 

 今後は逆に、フードバンク関連におけるケアプラザの関わ

り方を菅田地域ケアプラザなどから学んでいきたいとも考

えています。 

 

＜各支援団体との連携＞ 

 現状において、約２００の支援団体との連携で様々な事業展開をしています。 

 さらに令和２年からの第４期横浜市地域福祉保健計画に先んじて、令和元年から地域ネッ

トワーク構築支援事業（生活困窮者自立支援制度）を港北区からの受託という形で活動して

きました。その活動を通して、それまでケアプラザとの関わりが少なかった支援団体ともつ

ながることも目的のひとつとしています。今後のケアプラザとしての活動の幅が広がること

を期待しています。 

RUN 伴 

オハナの遊び場 
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 具体的には、今まではケアプラザとして関わりの少なかった障がいのある人の相談窓口「港

北基幹相談支援センター海」や障がい者支援「大倉山相談室」、若者支援「サポートステーシ

ョン」や「よこはま北部ユースプラザ」といった支援団体との新たなつながりを模索してい

きます。 

 

 

＜近隣学校との連携＞ 

城郷小学校や小机小学校、城郷中学校といった近隣小中学校はもとより、神奈川県立みど

り養護学校や横浜労災看護専門学校等とも入学式や卒業証書授与式、体育祭・運動会等に参

加することで良好な関係性を築きつつ、「城郷中学校区学校・家庭・地域連携事業実行委員会」

「横浜市立小机小学校運営協議会」などに今後も継続的に参加することによって情報共有い

たします。 

 

城郷地区保護司との連携も徐々に深めていきたいと考えています。 

 

 港北区地域振興課や福祉保健課および港北区社協が運営事務局をになっている「港北区施

設間連携会議」等にも継続して参加することによって、常に新たな連携先を求める姿勢も維

持します。 

 

 

(4) 合築施設との連携について 

  同一敷地内に合築している市民利用施設との連携方法について、具体的に記載してください。 

 

【地区センターとの連携】 

城郷小机地域ケアプラザは同一敷地内に城郷小机地区センターが運営されており、地域の方

によってはケアプラザと地区センターを同一視してご利用されている方も少なからずいらっ

しゃいます。 

 

 地域ニーズに対応するためには、地域の方々に施設の違

いをご説明することよりケアプラザと地区センターが出

来る限り協働していくことが近道であると考えています。

その視点で様々な可能性を探った結果、令和元年度にはじ

めての大規模な共催イベント「福祉フェスタ・文化祭」が

実現し、双方の得意分野を生かし不得意分野を補うなどの

相乗効果が生まれました。具体的にはケアプラザは福祉保

健活動についてより効果的な発表や周知の場を得ることが

出来、地区センターは地域の社会資源と多くつながること

福祉フェスタ 
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が出来ました。 

今後は共催イベントに留まらず、定期的な情報交換の場を持つことで連携体制を深めていく

と同時に介護予防等の活動など、一体的に取り組める活動を探っていく予定です。 

 

地区センターでは日常から運動や音楽、趣味活動など、

多岐にわたるグループ活動や自主事業が行われており、地

域の方の活動の場になっています。自主事業については、

子どもから高齢者まで、様々な年齢層に合わせた事業が展

開され、特に運動に関する事業においては、高い運動強度

のものから軽いものまで、参加する方が自身の運動能力に

合わせたプログラムが選択できるよう構成されています。

そういった地区センターの取り組みについて定期的な情

報共有の場を設けて把握することで、認知症や疾患や障

害、加齢による機能低下等で、地区センターの活動に参加

しにくくなった方でも通い続けられるプログラムをケアプラザとして提供していきます。 

そうすることで、地域の方に対してケアプラザと地区センターで一体的な支援が提供でき、

障害があったり虚弱になっても通い続けることができる場を目指します。 

 

令和元年５月には合築している地区センターからの要望を受けて、地区センター職員向

けに「サポーター養成講座」を地域のキャラバンメイトの協力を得ながら実施しました。

ほぼ全員の職員さんにご参加いただき、関心の高さを感じました。今後もお互いの得意分

野を生かしながら連携していく予定です。 

 

 

 

２ 団体の状況 

 (1) 団体の理念、基本方針及び事業実績等について 

団体の理念や基本方針、業務実績等について、記載してください。 

地区センター館長と 

ミズキーダンス 
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昭和５９年４月に横浜市旭区で特別養護老人ホームを開設して以来、当法人は一貫して

地域福祉活動の向上のために活動を進めてまいりました。一人ひとりの限りある生命を大

切にすることでご高齢の方々が健やかで安心して暮らし続けられ、誰もがこの世に生まれ

てよかったと思えるホスピタリティー（おもてなし）を提供することが、当法人の行うべ

き福祉保健サービス業であると認識し、地域福祉の原点である地域に根ざした事業活動を

展開しています。 

 

【当法人の理念】 

当法人は以下の理念を掲げて高齢者を中心とした介護福祉の活動を展開しています。 

 １ 人間が主体である  

  子どもから高齢者まで、すべての方々が常により高い自己実現に向かって生活ができる

環境をつくります。すべての方々のお一人おひとりがご自身の人生の主役となって、

日々の生活を送られることを何よりも大切と考え、様々な側面からそのお手伝いをいた

します。 

 ２ 連帯の輪を無限に広げていく  

住み慣れた地域の中で、すべての方々が健やかで安心して暮らし続けるためには、行政

やさまざまな団体など多くの人々が地域ぐるみで連携・連帯することが不可欠です。 

当法人は地域社会での交流を通じて、あらゆる人が支えあって共に生きる地域連帯の実

現を目指します。 

 ３ 日に日に新たな今日を創造していく  

この世に生を受け人々は人生の旅路を歩んでいきます。歩みは誰とも代わることのでき

ないものであり、一歩一歩は真にその人固有の価値です。 

人生の一日一日がその人の心に叶うものであることを願い、私たちは共に歩みながら支

援活動を続けます。 

 

【活動テーマ】 

 天に星、地に花、人に愛  

これは明治時代の文芸評論家である高山樗牛の言葉「天にありては星、地にありては花、

人にありては愛、これ美しきもの最たらずや」からの引用で、私たちの世界の中にある

美しさ・調和･豊かさ･潤いを表現したものです。 

当法人が設立された昭和５８年当時、老人ホームは社会から暗いイメージを持たれがち

でした。そのイメージを払拭し、明るいホームのイメージを創っていきたいと言う思い

を込め、当法人はこの言葉を活動のテーマに掲げました。 

現在、当法人は施設･在宅介護および医療の各分野において、約３，０００名の職員（登

録ヘルパー含む。平成３１年３月時点）が日々働いています。その職員一人ひとりがこ

の美しさ・調和･豊かさ･潤いを表現するため、自らのサービスの質の向上に努めていま

す。 

 

【シンボルマーク】 

当法人のテーマである「人に愛」の、愛の象徴である「ハート」を

モチーフとしています。当法人が展開する様々な事業活動を愛で

つなぐシンボルです。 

 シンボルマーク 
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【“デス･エデュケーション”という考え方】 

現代社会は、身近に「死」を実感しない社会になったといわれています。日本において

は死の概念が希薄となり、死を得体の知れないものと考える漠然とした恐怖から、死その

ものを否定する傾向が生まれていると考えられます。そして、それは現代の介護現場にお

いても同様の現象が見られます。 

しかし、死の否定は暗に老いを否定することにも繋がると当法人は考えます。この為、

誰も避けて通ることできない死と言うものを根底から見つめ直す「デス･エデュケーショ

ン（Death Education 死の準備教育)」という考え方を大切にしています。 

  この「デス･エデュケーション」は 1960年代にアメリカで提唱された概念で、日本では

上智大学のアルフォンス・デーケン教授が、1982年頃から「死の準備教育」を提唱したの

が始まりとされています。「死を見つめることは、生を最後までどう大切に生きぬくか、

自分の生き方を問い直すことだ」とデーケン教授は唱えており、これを高齢者介護の中で

生かすべき死生観として、当法人は実践を重ねてきました。 

  デーケン教授は、「余命を宣告された人のケアの重要性」を訴えています。当法人は、

この「デス･エデュケーション」という考え方を特別養護老人ホームの中で「療育音楽」、

「語り部」、「ＣＡＰＰ(アニマルセラピー）」を通じて、また訪問看護ステーションや診療

所においては、在宅における看取り支援を通じて実践しています。 

老いを否定し、ネガティブにとらえることは、高齢者が主体性のない被保護者として扱

われる結果を招きます。死という人生の最後にして最大のイベントを前に、それを迎える

ご利用者の日々の生活が充実したものとなるようできる限りのサポートをすることこそ、

当法人が死と向き合う基本姿勢です。 

地域ケアプラザは、子どもから高齢者までが支援の対象ですが、高齢者を対象とした事

業においては「デス･エデュケーション」の考え方を活用していきます。 

 

【“羅針盤”】 

  “羅針盤”というのは、当法人の基本コンセプトをまとめたカードです。名刺サイズに

折りたたんで携帯できる形になっており、朝礼やイベントの際に用いれられ、職員が当法

人のコンセプトを再認識し、共有するためのツールです。 

  羅針盤には上記の理念･テーマの他、以下の行動指針等を掲げています。 

 

 

１ あたたかい心のこもったご挨拶で応対いたします。 

・明るい笑顔で自ら先に挨拶をします。 

・ご利用者をお名前（姓）でお呼びします。 

・立ち止まり、目を見て、声をはっきりと。 

２ 好感のもたれる身だしなみと態度で接します。 

・清潔な服装を心がけます。 

・背筋を伸ばした美しい立姿をします。 

・明るく親しみやすい態度で接します。 

３ 正しい言葉づかいをします。 

・敬語を正しく使います。 

・分かりやすい言葉を使います。 

４ 誠実な態度で電話応対をします。 

・明るく、ゆっくり、はっきりと、笑顔で。 

思いやりのこもったマナーで最高のサービスを提供します 

 

 

羅針盤 
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・呼び出し音は２回、保留は２０秒を限度とします。 

 

【ヒューマンケアネットワークと地域包括ケア】 

ヒューマンケアネットワーク（以下、「ＨＣＮＷ」といいます。）とは、当法人の事業

コンセプトを形作る土台となる考え方です。以下に挙げる４つの項目を基本としていま

す。 

①２４時間、３６５日サービスを提供する仕組みを作る。 

②横浜市内全域でサービスを提供できるよう、拠点を展開する。 

③単体ではなく、様々なサービスの組み合わせでご利用者の生活全体をサポートする。 

④重篤な方、サービス提供が困難な方にもサービスを提供する。 

 

このＨＣＮＷは先に述べた法人理念を法人全体の事業活動推進体系として事業を遂行

して行く仕組みです。ＨＣＮＷは「介護保険の指定事業所」として約２８２の指定事業所

（令和２年１月時点）を配置することで構成されており、法人本部が全体を統括していま

す。各々の事業所は人事、資金、情報、教育等あらゆる活動面で連携連動しています。 

一方、介護保険制度の中では平成２４年度より「地域包括ケア」という概念を打ち出し

ました。これは地域密着型サービスの拡充、人々の生活をより包括的に守るケア、介護と

医療の連携等のテーマを掲げている

ものですが、この地域包括ケアとＨＣ

ＮＷは、その方向性が合致します。 

現在、当法人ではＨＣＮＷに基づ

き、介護保険サービスのほか、障害者

福祉サービス、医療サービス（診療所

３事業所、訪問リハビリテーション２

事業所）、保育（保育所４事業所）と

様々な事業に取り組んでいます。特に

ケアマネジャー、ホームヘルパー、訪

問看護を一か所にまとめた「三位一体

型」事業所は当法人の在宅サービスを象徴する事業形態となっています。 
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 (2) 財務状況について 

予算の執行状況、法人税等の滞納の有無及び財政状況の健全性等、安定した経営ができる基盤等に

ついて記載してください。 

 

○予算については、理事会の承認を得た計画を適正に執行し、各事業所も予算に基づく運

営をしております。 

○法人税・消費税等については、毎期適正な申告・納付を行っております。 

○財務状況においては、金融機関に頼る事無く、自己資金で健全な運営を行っております。 

○また毎年、次の通り事業所の開設を計画的に行ってまいりましたが、そのうえで、一定

の資金確保を実績として残しております 

 

【平成 24年度～令和元年度の新設事業所】 

平成 24

年度 

 

○希望の大地(居宅介護支援･訪問介護･訪問看護) 、 

○つくし保育園東戸塚 

○楠の大樹(居宅介護支援･訪問介護･訪問看護) 

○横浜市笹野台地域ケアプラザ 

○花の生活館・銀の舞・磯風の謡・桜樹の森・豊穣の大地 

(定期巡回・随時対応型訪問介護看護・夜間対応型訪問介護) 

○りんどう・すいせん(小規模多機能型居宅介護) 

○さくら苑(訪問看護) 

○銀の舞(訪問介護) 

 

平成 25

年度 

 

○うの花(小規模多機能型居宅介護) 

○つくし保育園センター南 

○椚の大樹・陽光の大地・瑞穂の大地・欅の大樹・銀河の詩・希望の大地 

(定期巡回・随時対応型訪問介護看護) 

 

平成 26

年度 

 

○横浜市白根地域ケアプラザ 

○横浜市馬場地域ケアプラザ 

○こでまり・ひなげし・しょうぶ(小規模多機能型居宅介護) 

○椚の大樹・陽光の大地・瑞穂の大地・欅の大樹・銀河の詩・希望の大地 

(夜間対応型訪問介護) 

○銀杏の大樹・銀鈴の詩 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護） 

○水明の大地（居宅介護支援・訪問介護・訪問看護・訪問入浴） 

 

平成 27

年度 

 

○若草の丘(認知症対応型共同生活介護) 

○ひめゆり(小規模多機能型居宅介護) 

○つくし保育園上大岡 
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平成 28

年度 

 

○ナース２４港北(訪問看護) 

 

平成 29

年度 

 

○われもこう（小規模多機能型居宅介護） 

○つくし保育園 戸塚 

 

平成 30

年度 

 

○椿の大樹（居宅介護支援・訪問看護） 

○瑞穂の大地（認知症対応型通所介護） 

○横浜市二俣川地域ケアプラザ 

○相談支援センター銀の舞（特定相談支援） 

 

令和元

年度 

 

〇高津 山桜の森（特別養護老人ホーム・従来型/ユニット型） 

〇高津 山桜の森ショートステイセンター（短期入所生活介護） 

〇やまざくら（小規模多機能型居宅介護） 

〇高津 山桜の森介護保険センター（居宅介護支援） 

〇みずほクリニック緑園都市（診療所） 

〇翡翠の舞（定期巡回・臨時対応型訪問介護看護・夜間対応型訪問介護） 

 

○市内に施設・在宅サービスを広く展開しており、より多くのご利用者に関わることで、そ

れぞれが利益を確保し、安定した経営基盤の礎となっております(次のグラフを参照)。 
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直近5年間の流動資産推移

直近5年間の繰り越し活動収支差額

直近5年間の収入推移

H26 H27 H28 H29 H30
その他資産 1,671 1,809 1,814 1,942 2,530

現預金 2,394 2,736 2,997 2,371 2,366

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
単位:百万円

H26 H27 H28 H29 H30
繰越活動増減差額 3,925 4,197 3,939 3,625 3,935

3,000

4,000

5,000
単位:百万円

H26 H27 H28 H29 H30
収益 134 107 96 85 63

公益 320 359 604 648 828

社福 9,386 10,205 10,375 11,114 11,430

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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単位:百万円
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３ 職員配置及び育成 

(1) 地域ケアプラザ所長及び職員の確保、配置について 

地域ケアプラザを運営していく上で、地域ケアプラザ所長（予定者）及び職員の人員配置並びに勤

務体制、必要な有資格者・経験者の確保策について、その考え方を記載してください。 

 

 法人全体の職員を視野に、新規採用のみならず異動人事を含めて、適材適所の人員配置を遅滞

なく行っています。 

 

 現所長である武隈 評吾（たけくま ひょうご）の職歴概要は以下の通りです。 

【経歴】 

 平成２５年１０月 社会福祉法人秀峰会入職 短期入所生活介護施設 花の生活館 配属 

          副施設長として勤務 

 平成２６年 ４月 短期入所生活介護施設 花の生活館 施設長に就任 

 平成３０年１０月 横浜市城郷小机地域ケアプラザ配属 所長に就任 

 その他 

 平成３１年 ４月 城郷地区社会福祉協議会 理事就任 

 平成３１年 ４月 横浜市小机小学校 学校運営協議会委員就任 

 

  直接、ご利用者と関わるサービス事業所で管理者として５年勤務した経験を、ケアプラザの

円滑な運営にも生かして参りました。今後も地域に根差した福祉と保健の身近な拠点としての

体制を確立していきたいと考えます。 

  

【職員の適正配置】 

① 地域活動交流及び生活支援コーディネーター、地域包括支援センターに係る職員の確

保、配置 

地域活動交流及び包括支援センターの職員は、地域ケアプラザの設置目的を理解し、

地域に密着した身近なところで、地域福祉の向上のために積極的に課題にチャレンジし

ていく等の志を持った職員の確保が望まれると考えます。また、地域活動交流コーディ

ネーター・生活支援コーディネーターは、地域の方々の様々な福祉保健活動をコーディ

ネートする役割があり、地域包括支援センターにおいては、地域の方々の様々な相談に

的確に対応する等の役割があるので、それぞれに専門的な知識及び対人対応能力等が備

わっていることも必要です。 

特に、地域包括支援センターは、概ね中学校区程度（圏域高齢者人口６千人）に対し、

原則、社会福祉士、主任ケアマネジャー、保健師（経験のある看護師）３職種３人体制

で、総合相談･支援事業、包括的継続的ケアマネジメント支援事業、権利擁護事業、介護

予防ケアマネジメント事業等の事業を進めながら、圏域内で発生する支援困難ケースを

抱え、これを解決しなければなりません。このため、包括支援センターの職員には知識･

能力の他、心身ともに健康でタフさが必要です。このような状況を踏まえ、当法人では、
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法人全体の有資格者（令和２年１月３１日現在の在籍者：ケアマネジャー４０２人、主

任ケアマネジャー１００人、看護師（正・准）３５１人、社会福祉士８７人）から、そ

の任務にふさわしい人材を選抜し地域ケアプラザに配置しています。城郷小机地域ケア

プラザの職員配置にあたっても、このような考えに基づき必要な人員を確保し適正配置

をして参ります。具体的には、法人職員の異動と新しい人材の採用を組み合わせ、当法

人の理念・方向性をしっかりと受け継ぎつつ、区の運営方針、地域福祉計画に沿った事

業運営ができる職員組織を構築します。 

②居宅介護支援事業に係る職員の確保，配置 

   居宅介護支援事業に係る職員の確保，配置については、職員が、ケアプラザとは地域

福祉の拠点施設であることを認識するとともに個々の利用者の最大限の満足度を目指

す意識と行動が必要と考えます。このため、教育を受けた人材の定期的な採用を柱と考

え対応してまいります。 

 特に事業所を一元管理すべき管理者については、法人内で研修を受け適任と認められ

た人材を軸に選考し決定する予定です。この対策として、ケアマネジャー有資格者４０

２人より最適任者を選抜することができます。 

 

 

(2) 育成・研修について 

地域ケアプラザの機能を発揮するための人材育成及び研修計画について、記載してください。 

 

当法人では職員の定着と ES（従業員満足）向上を目的とした教育部を設置しており、

職員の自己研鑽を支援、もしくは業務上必要な知識・技術を習得してもらうための教育

を実施しています。 

１．職員教育 

１）職場における教育 

   前述にありますＨＣＮＷの考えの元、当法人の事業所は、ある一つのサービスが単独

で運営される事は極めて稀であり、通常は、異業種が一つの建物内に併設される複合事

業の形態を採用しています。これは、各サービスの垣根を越えた顔の見える関係を作る

と共に、異なるサービスの専門職同士で容易に事例検討等が可能な環境を提供する事も

意図しています。そして、この検討の場は、多様な専門職が多角的視点により様々な知

識・ノウハウを駆使して議論を行う場である為、職員相互に新たな気付きを与える教育

ツールでもあります。このように、当法人においては、複合事業という職場環境そのも

のが教育の場として機能しているのが特長です。 

  ２）改善に係る発表の機会の提供 
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当法人においては、年に１回、職場にお

ける課題の改善に係る発表の場として、

「研究改善発表大会」を開催しておりまし

た。これは、ＰＤＣＡサイクルに則り行わ

れる日常的な改善活動について法人全体

に向けて発表する事により、その事業所だ

けの財産にするのではなく法人全体の財

産とする事を目的としています。そして、

平成２９年度より、サービス単位での発表

を軸としていた本大会は、各地域全体での

改善活動を公表する為の「地域包括ケア発

表大会」へと昇華し、職員が地域課題をどう分析し改善に導くのかという点に重きを置

きました。変化していく地域課題に向き合い、乗り越えていく原動力となるだろうと考

えております。 

３）「羅針盤」の読み合わせによる理念の共有 

当法人では、毎日の朝礼にて前述の「羅針盤」の読み合わせを行っております。多忙

な日々を送る職員は、ともすると、法人としての支援に係る理念を失念し、主観的な支

援方針に基づいてサービス提供してしまう可能性はゼロではございません。そのため、

法人としての基本コンセプトをまとめた「羅針盤」を読み合わせる事により、客観的に

定められた方針を念頭に活動できるようにしております。 

   

２．人事考課の実施 

毎年度初めにおこなわれる出航の誓い（新年度開始における決意表明の会議）で事業所

の方針、目標が表明され、これに基づき職員が個人目標を設定します。半期後に目標に対

する振返りとして人事考課票を提出し、これを基に職員と上司が面談します。期間中にで

きたことできなかった事を確認しながら、今後伸ばしていくこと等について忠告や指導を

行い、次期につなげています。この繰り返しを通じて職員の育成を図っています。 

１）職員研修 

職員研修は、法人本部教育部および各部署で専門性向上を目指した年間研修計画作成し

研修を実施しています。教育部では法人全体に共通の階層教育を担当し、各事業部におい

てはそれぞれの業務に必要な専門教育を担当しています。 

【教育部を中心に実施している主な職員研修】 

○中途採用者研修（入職月受講を原則に１回／月開催） 

    ⇒法人理念・歴史、対人援助職の基本的考え方、接遇マナーを共有する。 

○管理/監督職研修（テーマにより実施 昨年実績 14回） 

発表大会の様子 
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   ⇒管理職、係長、主任級の指導者層を対

象とした研修。毎年テーマにより、指

導監督技法や組織運営に関する研修

を行う。 

    ・主な内容 苦情事故対応研修、ヘビ

ークレーム対応研修、接遇マナー研

修、現場力向上研修 

○新任管理職研修 

（任命時に適宜開催）    

    ⇒新たに管理者に就任した職員に心構

え、業務教育を行う 

・主な内容 管理職としての心構え、業務教育(労務、総務、経理) 

   〇新卒職員研修 

    ⇒入職時及びフォロー研修(Ⅰ・Ⅱ)を行い、育成をサポートする 

 

   ○事業所における研修 

⇒法人主体の研修以外にも城郷小机地域ケアプラザ独自で年間研修計画を立てて

居宅事業所や通所事業所も含め、合同での各種研修を実施します。 

 

なお、地域活動交流・生活支援職員についてはコーディネート能力、地域包括支援セン

ター職員については多岐にわたる技術・知識が要求されますので、市役所、区役所が主催

する研修には必ず参加、市・区社会福祉協議会等主催の研修に可能な限り参加し専門性を

養っています。 

 

４ 施設の管理運営 

(1) 施設及び設備の維持保全、管理及び小破修繕の取組みについて 

施設及び設備の安全確保及び長寿命化の観点から、適切な維持保全（施設・設備の点検等）計画及

び積極的な修繕計画について、具体的に記載してください。 

 

 【施設の快適・安全な利用】 

  横浜市の貴重な財産である城郷小机地域ケアプラザを預かる指定管理者として、利用

者が施設を快適・安全に利用していただくとともに施設や設備の価値をできるかぎり維

持できるよう、計画的かつ誠実に管理してまいります。 

  当法人が“羅針盤”（前述の２．団体の状況(１)「団体の理念・基本方針・業務実績等

について」参照）に掲げる当法人の５Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔、躾）１Ｕ（美し

い）運動を通じて、職員一人ひとりが施設管理への意識を高めていくとともに、利用者

の視点に立った設備の安全、快適な環境、性能性及び快適性に配慮しながら、きめ細か

管理職研修 
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いメンテナンス対策を進めます。 

 

【施設の維持保全】 

  施設（建築物、建築設備及び建築物の付帯設備）の管理については、施設の機能と耐久

性を長期にわたって確保するために、「維持保全の手引き」、「施設管理者点検マニュアル」

等に基づいて、清掃、点検、運転・監視及び保守を実施し、施設の状態を正しく把握する

とともに、適切な維持管理保全を行います。維持保全業務の遂行に当たっては、次の事項

を踏まえ、施設利用者の利便性･快適性の確保に努めることを基本とします。 

 ①関係法令を遵守します。 

②施設を安全、快適かつ衛生的に保ち、利用者の健康被害の未然防止に努めます。 

③施設の機能及び性能等を保つようにします。 

④合理的かつ効果的な維持保全の実施に努めます。 

⑤劣化等による危険･障害等の点検を行い、早期発見に努めます。 

⑥環境負荷を抑制し、環境汚染等の発生防止及び省エネルギーに努めます。 

  日常点検として、「施設管理者点検マニュアル」に沿って確実に行います。定期点検に

ついては、専門業者に委託して実施する予定ですが、点検結果等については、市の関係部

局や港北区役所に必要に応じて報告するとともに、年間計画を作成し、点検基準に基づき

管理します。 

  設備管理は、適正運転がなされるよう専門業者に委託し、各種点検・検査や測定・記

録を行うとともに、安全上、防災上、衛生上の設備基準等の法令に基づいた管理を徹底し

ます。また、運転等にあたっては、無駄を徹底的になくし、省エネやリサイクルに積極的

に取り組み、地球の温暖化の防止に努めます。  

城郷小机地域ケアプラザは２００４年８月の開所以来１５年が経過し、施設の様々なところ

で修繕が必要になっています。最近は給水管やトイレをいった水回り関連の修繕が目立ってき

ましたが、施設の修繕については小修繕を適切に実施し、大規模修繕等については、設置

者の市と協議して対応を図ってまいります。 

 

 また、建築局保全推進課で開催する「公共建築物の保全に関する研修」や水道局サービス推

進課で開催する「水まわり器具のメンテナンスセミナー」等にも今後とも積極的に参加し、最

新かつ適切な情報入手に努めるとともに、横浜市節電・省エネ対策基本方針を踏まえ、環境創

造局環境エネルギー課が実施する省エネ診断（令和元年７月４日受診）等も積極的に参加し、

省エネへの取り組みを確実に実施します。 

 

 

(2) 事件事故の防止体制及び緊急時の対応について 

事件事故の防止体制に関する意識の高さ・対応の適切性、事件事故発生時における緊急の対応につ

いて、具体的に記載してください。※急病時の対応など。 
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 【事故防止対策等】 

  ケアプラザ内のリーダー会議で、事故防止、感染症対策、労働安全衛生等をテーマに対

策を検討し、各部署会議で対策の徹底を図ります。また、過去に発生した事故や年間約２

００件程度報告されるヒヤリハットの内容をもとに原因分析を実施し、必要に応じて改善

するとともに、職員研修を実施し、事故防止の徹底を図ります。 

毎月、区役所経由でご連絡頂ける以下の情報についても会議で共有し、常に事故防止の

意識付けを継続しています。 

・【記者発表資料】事務処理ミス等の状況について 

・地域ケアプラザ等において発生した事故等の状況について（通知） 

 

ケアプラザの貸館利用者については、災害時の避難誘導の手順、利用者へ火器使用の際

の注意喚起、爆発物、危険物の持ち込み防止、使用後の清掃、電気ガスの消し忘れ等をチ

ェックリストにして点検を利用者に周知するととも

に、職員もチェックリストを用いて日常的に巡視点

検を行い事故発生防止に取組みます。 

 

また、万一事故または事件が発生した場合は当法人

で定められている「発生時緊急対応フロー」及び「事

故発生時の報告の流れ」に従って適切な緊急時対応

及び関係部署への遅滞ない報告を怠りません。 

 

【防犯対策】 

防犯活動が積極的に行われている城郷地区において、ケアプラザも地域防犯の取り組

みに参加し施設の安全はもちろん、安心で安全な地域づくりに貢献します。日々の業務

の中では会館前、開館時間内、閉館前に職員による施設回りの見回りを行い、未然に危険

察知できるよう努め、不審者や危険物等に注意し、城郷小机地区センターと連携しなが

ら施設を含む周辺地域の安全確認を行います。無人時の施設管理においては警備会社と

連携し防犯カメラ等の設置も含め遠隔機械警備にて安全管理を行い防犯に努めます。ヒ

ヤリハットなどの取り組みを積極的に行うことで、未然の事故防止に努めます。 

 また法人内他事業所で発生する事故事例を共有することで、具体的な事故防止の意識を高

めていきます。 

 

 

(3) 災害に対する取組みについて 

ア 福祉避難所の運営について 

  地域ケアプラザは、区防災計画に基づき福祉避難場所として開設及び運営を行うことが規定さ

れていますが、発災時に備えた事前準備や特別避難場所の運営方法（職員の参集方法や日ごろの訓

事故・事件発生時緊急対応フロー 
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練等）について、具体的に記載してください。 

 

【発災に備えた事前準備】 

事故発生後の対応については遅滞なく行政への報告をすることはもちろん、対応フロ

ー、連絡体制、報告・判断基準も明示した法人統一の事故対応マニュアルを用いています。 

また、職員間の連絡網を完備し、遅滞ない指示連絡系統を確保するとともに任意での職

員家族への連絡体制も確保しています。 

 

 【福祉避難場所】 

 横浜市の標準マニュアルを元に、城郷小机地域ケアプラザでの設置マニュアルを定めてい

ます。開設が必要になった際には区に設置される防災本部と連携し、適切に開設・運営でき

るよう、このマニュアルを職員間で情報共有しています。 

 

市内全域で活動を展開する法人の特色を生かし、法人職員が所属事業所に関わらず、横断

的に住居近隣の事業所に参集することにより、必ずしも交通機関に頼らずとも一定数の職員

参集が可能な体制づくりに努めます。 

 

また、健康福祉局地域福祉保健部福祉保健課が実施している「福祉避難所情報共有システ

ム」を活用し、発災時にも行政との遅滞ない情報共有と連携によって福祉避難所としての適

切な対応を行います。 

 

 

イ 災害に備えるための取組みについて 

  震災や風水害等といった災害に備えるための取組みについて、具体的に記載してください。 

 

 【地震対策】 

東日本大震災を受け、当法人では今後想定されている横浜市直下型地震等に備え地震

対策を見直し「地震防災対策（方針）」を策定しました。施設の安全対策、飲料水･非常

用食料等の備蓄、職員参集･活動計画･防災訓練、関係機関及び入所（利用）者家族との

連絡体制、地域との応援連携と施設内活動要領の作成などについて定めるとともに、各

施設において次の対策を実施しました。城郷小机地域ケアプラザにおいても、同様な対

策を行います。 

・備品／家具類の転倒防止、落下物対策 
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・飲料水、非常用食料等の備蓄 

 （福祉避難所応急備蓄物資に追加して、職

員全員分の１日分の食料を常備） 

・地震対策マニュアル作成（訪問系と施設

系の事業の違いに沿う、職場ごとのもの） 

  

発災時の対応としては、法人内全事業所

にて地震災害時参集訓練を実施しており、

法人職員が指定された自宅より最寄りの

事業所・施設に参集し、午前６時に震度６

の地震が発生した事を想定して非常時の

とるべき行動について確認、訓練を行い、

災害伝言ダイヤル等より災害対策本部の

指示確認、被害状況報告を行っております。 

 

また、地域ケアプラザの運営にあたっては、物理的な拠点だけでなく、非常災害情報

という観点においての拠点としても機能できるよう、横浜市が非常災害時の情報収集及

び発信手段の確保を目的として協定を結んでいる横浜市アマチュア無線非常通信協力

会との連携についても検討しております。 

 

年２回の災害時訓練を実施し、常日頃から発災時の対応確認を実施しています。 

 令和元年度は横浜市港北消防署小机出張所長からの協力を得ながら「AED の使用訓練」

と「ご利用者にも参加いただいた避難訓練」「水被害を想定した避難訓練」を実施して

います。 

 

なお、当法人では、東日本大震災（平成２３年）、熊本地震（平成２８年）に伴う災

害に対し、その被害が甚大である事から、当法人及び当法人職員は、被災地の早期復興

の一助となるべく、「被災地災害支援活動」を行って来ました。現地の状況については

ニュース等のメディア情報にて接する事がありましたが、現地の方々から直接お話しを

伺うと、その厳しさに胸を締めつけられる様な思いがありました。被災時には、被災地

にある施設に対して、被災していない県外施設から介護職員の応援を受ける事により、

被災地域の職員は地域の支援に集中して尽力できる災害時広域支援体制の整備に今後

も努めて参りたいと強く思っております。 

 

 

(4) 公正・中立性の確保について 

公の施設として、市民、団体及び介護保険サービス事業者等に対して、公正・中立な対応を図るた

めの取組について記載してください。 

 

地域包括支援センターにおいては、横浜市地域包括支援センター運営事業実施要綱に

て、職員の責務として「包括センターの職員は、公正中立性に十分留意して行動しなくて

はならない」とされており、また、居宅介護支援事業者においては、横浜市指定居宅介護

支援の事業の人員、運営等の基準に関する条例において、「指定居宅介護支援事業者は、

指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立

参集訓練 
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場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サ

ービス等事業者に不当に偏することのないよう公正中立に行わなければならない。」とさ

れており、これらの遵守は利用者による適切な自己決定権の確保という観点から最重要課

題の一つと考えています。 

  以上を前提として、次の点に留意しつつ対応致します。 

① 相談者の住所地、心身状況、世帯状況、経済状況、意向等を聞き取り、これらを踏ま

えつつ、相談者にとってより利益となるであろう介護保険サービス事業者等を含めた

社会資源、社会保障制度等を分かりやすく説明し、複数の選択肢を提示します。 

② 選択肢の提示の際には、市発行の情報誌「ハートページ」を活用し、さらに各事業者

パンフレットや公的機関による公開情報をくわえて、口頭だけでなく、書面（もしく

は、タブレット端末における画面上）による視覚情報も交え可能な限り分かり易い説

明を致します。利用者及び家族がご自身の希望に沿った事業所を選択するお手伝いを

します。 

利用者が自己決定にて選択したサービス提供事業者についても、利用者が望むサービ

スを受けられないと考えるときには、契約を解消し、新たなサービス提供事業者を選択

可能である事を説明致します。 

 

 

 

(5) 利用者のニーズ・要望・苦情への対応 

利用者の意見、要望及び苦情等の受付方法並びにこれらに対する改善方法について、具体的に記載

してください。 

 

城郷小机地域ケアプラザでは、満足度の高いサービスを提供するため、来所者に対して

笑顔で挨拶、そして日常的に声掛けを実施するなど、良好な接遇態度と来所者とのふれあ

いを基本として、深い信頼関係を築いています。常に地域の視点に立ち、来所者の声に耳

を傾け、施設を取り巻く社会環境の変化を感じながら利用者のニーズ把握に努めます。 

 

【利用者ニーズの把握】 

  １）利用者ニーズの整理 

   個別ニーズ、地域共通ニーズ、団体・機関活動ニーズに整理して対応いたします。 

  ２）利用者ニーズの把握方法 

   １．“待ち受け”のニーズ把握 

地域交流室の利用者、地域包括支援センターの総合相談窓口の利用等、城郷

小机地域ケアプラザに来所される利用者から持ち込まれる利用者ニーズを把

握していきます。 

   ２．毎年、利用者満足度アンケート（通所、居宅事業所は介護保険制度に基づくアン

ケート）を実施し、分析結果を業務改善に生かしています。 

   ３．“御用聞き”のニーズ把握 

自治会、民生委員・児童委員協議会、老人会クラブ等の会合に出席させてい
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ただき、広報紙やチラシを配布して、事業等の広報とあわせて地域ニーズの把

握を行います。また、港北区役所地区担当や港北区社協地区担当、近隣の関連

施設からの地域情報収集を積極的に行います。 

   ４．“アンテナ”のニーズ把握 

       文献、インターネット情報等を検索して城郷地区の社会資源の成り立ち等を

歴史的に振り返りながら地域活動の変遷、地域ニーズの変化を学び、現在のニ

ーズ把握に繋げていきます。 

  ３）利用者ニーズによる課題の解決、改善 

   地域ケアプラザの運営協議会は議題を審議する場であると共に、地域ニーズや課題解

決をすすめていくための話し合いの場でもあります。把握した課題を分析、分かりやす

く提示して地域の話し合いのなかで解決していけるように支援してまいります。 

ケアプラザの各室にもご意見箱を設置し、ご意見を自由に記入していただき、集まっ

たご意見には誠意を持って対応していきます。 

 

【利用者の苦情対応】 

  ご利用者及び地域住民の方から苦情をいただいた場合、内容は市役所・区役所に書面を

もって報告するとともに、真摯に受け止め誠意をもって対応する姿勢を職員一人ひとりに

教育します。所長を苦情解決の総括責任者とし、各部門の管理者を苦情受付・解決責任者

として、次の点に留意し心のこもった対応と速やかな解決を図るようにします。 

  ○苦情内容は記録として残し、関係者の会議で要因分析を行なって対策を検討すると共

に再発の防止につとめます。 

○当法人の設置している第三者委員会により、重要課題については連絡、相談をとり、

適切な対応・解決に結びつけられるよう取り計らいます。 

 

 

(6) 個人情報保護・情報公開、人権尊重について 

個人情報保護及び情報公開の取組、人権尊重など横浜市の施策を踏まえた取組について、具体的に

記載してください。 

 

 【個人情報の管理の方針】 

  地域ケアプラザにおいては、施設利用の方々の多くの個人情報を保有することになりま

す。このため、「個人情報の保護に関する法律」等の法令、厚労省のガイドライン、横浜市

の「個人情報保護条例」を遵守します。また当法人の「個人情報保護に関する規程」に従

って利用者の権利・利益を保護するために、個人情報の適切な取扱に関し必要な事項を「個

人情報保護に関するマニュアル」に定め、職員に対し研修を実施します。 

（「個人情報保護に関するマニュアル」概要】 

  ・「個人情報保護チェックリスト」を用いて、居宅介護支援事業職員は年２回以上、そ
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の他の職員は年 1回以上、セルフチェックを行う。 

  ・個人情報を業務上必要な関係者以外には伝えない。 

  ・個人情報を得るときは使用目的を明確に伝え、了解を得る。 

  ・個人情報は業務上必要性がない者が閲覧等出来ないよう厳重に保管管理する（夜間

等、不在時施錠、机上放置不可）。 

  ・情報の伝達などに当たっては複数回のチェックを行ない、個人情報の漏れやＦＡＸ

の誤送信等がないように留意する。 

  ・不要の持ち出しを禁ず。 

 

【職員研修等】 

 ○職員を採用した時には、「個人情報の保護に関

する誓約書」の提出を求める。 

○採用時研修で個人情報の保護について、全員が

受講する。配属後は、年 1回以上職場研修を行

う 

○他事業所等の個人情報の漏洩事例については、

所属別会議(欠席者には事例回覧）等で周知す

るとともに注意を喚起する。 

○個人情報の保護に関する法律等の法改正に速

やかに対応できるよう、所属別研修等で内容及

び留意点を周知する。 

 

【情報公開】 

 ○市の指定管理料等によって運営されている地域ケアプラザの事業は、広く住民に状況が

開示されることの重要性を理解し、「横浜市の保有する情報の公開に関する条例」に準

じ適正な対応を行います。 

 ○広報誌「城郷だより」（毎月 1 回発行）でケアプラザの運営状況等を公開しています。

また、法人公式ホームページ等で地域ケアプラザ事業の紹介などを行ってまいります。 

○運営状況等の情報公開については、内容を充実させ、アクセスし易いホームページを作

ってまいります。 

 職員研修 
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○介護サービス情報の公表では、神奈川

県の指定機関による確認を経て開示

します。 

 ○ケアプラザ窓口には、事業計画書、事

業報告書、予算決算書、第三者評価書

等をカウンターに常時備え付け、閲覧

に供します。 

 ○年に２回のケアプラザ運営協議会を

開催し、運営委員の方々への活動報告

を行うとともにご意見をお寄せいた

だき改善に努めます。 

 

 

【人権尊重】 

横浜市人権施策基本指針に沿った取り組みをしま

す。 

具体的な取組みとして、近隣の小机小学校と城郷小

学校の５年生を対象とした認知症学習として「認知症

サポーター養成講座」を実施しています。子ども達向け

に寸劇やクイズを取り入れ、わかりやすい講座を地域

のキャラバンメイトの方々と試行錯誤しながら進めて

います。また会場には、地域が一体的に協力し合う城郷

地区支えあい連絡会の方々にもご参加いただき、地域

全体で子ども達を見守る体制つくりもしています。 

令和２年度は城郷中学校の生徒に対しても認知症へ

の正しい理解を促す活動を模索し、学校長とともに協

議していきます。 

 

私たちは、個人情報だけでなく、プライバシーそのものを扱う事業であり、多大な責任

とリスクを負っています。地域住民の方に損害を与えず、信頼され続けてもらう為にも、

前項の個人情報保護の取組と一体的に、プライバシーの漏えい防止に努めて参ります。 

また、港北区役所をはじめとした行政だけでなく、民生委員・児童委員の皆様からの情

報も定期会合や随時の相談により積極的に収集し、地域住民の方々の人権侵害に係る早期

状況確認、速やかな関係機関への連絡、そして、対応実行に繋げて参ります。 

 

 

 

ケアプラザホームページ 

認知症サポーター講座 
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(7) 環境への配慮、市内中小企業優先発注など、本市の重要施策を踏まえた取組 

ヨコハマ３Ｒ夢（スリム）プラン、市内中小企業振興条例の趣旨及び男女共同参画推進等に対する

考え方について記載してください。 

 

 環境問題は、地球の温暖化が地球規模となり、ますます増大する廃棄物は時間的空間

的に広がる等、今や環境への配慮を欠いては、私たちの生活は成り立ちません。横浜市は

ISO14001に取組まれ、環境方針で理念及び基本方針が出されています。公の施設である地

域ケアプラザもこれに基づき取組みますが、職員一人ひとりが環境に配慮した行動を実践

することが肝要と考えます。 

 

【環境への配慮について】 

１）横浜市のごみゼロ「ヨコハマ３Ｒ夢プラン」の理解と実践 

横浜市のＧ30 に続く、｢ヨコハマ３Ｒ夢プラ

ン」の理解に努め、更なるごみの減量とリサ

イクルなどで発生するＣＯ2 などの温室効果

ガスの削減に努めます。 

①リデュース(Reduce） 

   ごみのモトになる無駄づかいを減らしま

す。出来るだけ物は購入しない。特に、ＯＡ

機器の普及に伴ってコピー用紙などが増え

る傾向がありますので、購入量をチェックするなど、紙の使用量の削減を図ります。

購入する場合は、中古品、リサイクル品、グリーン購入適合品を必要な分だけ購入す

るようにします。購入したものは出来るだけ長く使います。 

貸館業務では、ごみの発生抑制を会館利用者にお願いします。（例:使い捨ての割り

箸や容器は使わず備品の箸や容器を使う） 

③ リユース(Reuse) 

   物品を購入する場合は繰り返し使えるもの、不要紙の裏紙の利用、広告から屑かご

に利用等、小さなことでも徹底した取り組みによって、職員にゴミの減量化を意識づ

けます。法人では各事業所で不要になった什器、備品などについては、法人独自のリ

サイクルシステムを設置し、各事業所からの不要品をリスト化し、必要な事業所で再

利用を行っています。 

  ③リサイクル(Recycle) 

   廃棄する場合、全職員が分別を徹底すると共に収集等に携わることで事業の意味を

周知し、徹底を図ります。 

２）電気・ガス等エネルギーの使用の削減 

①電気等エネルギー使用に伴う温室効果ガスの排出量の削減に取り組みます。 

②空調設備の運転は、冷暖房の設定温度を夏季 28度、冬季 20 度を目安に設定して省エ
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ネ運転を行います。服装等はクールビズ、ウォームビズで対応します。 

③昼休みなどは使用していないＯＡ機器の電源を切ります。 

④不要な照明などはこまめに消灯する事を徹底します。 

⑤館内掲示等で、施設ご利用者へ向けて省エネ呼びかけを励行します。 

 

３）建物内外の整備 

①５Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔、躾）１Ｕ（美しい）運動を推進します。５Ｓの取り

組みによって、来訪者が気持よく活動できるようにします。 

②市民として、地域清掃に参加すると共に、ケアプラザ周辺の道路等の清掃を行います。 

 

【市内中小企業優先発注について】 

横浜市においては、横浜市中小企業振興基本条例において、「市内に立地する企業の大

多数を占める中小企業は、それぞれの業種・職種においてしない経済を根幹から支え、

地域のまちづくりや雇用、災害時の助け合いなど、地域社会へ貢献するとともに、大企

業を様々な面から補完する存在として横浜市の発展に大きく寄与してきた。」「市内経済

の持続可能な発展のためには、中小企業の意欲的で創造的な活動を支援する事が不可欠

である」との考えが示されています。 

こうした背景のある中小企業のさらなる発展に寄与するべく、市内、とりわけ城郷小机

地域ケアプラザ担当地区内にある中小企業に施設修繕や備品購入等の発注を優先的に行

います。具体的には、横浜市ホームページなどから得られる市内業者一覧の中から、特に

ケアプラザ近隣にある事業所等をリスト化し、日常的な物品調達、役務委託等を依頼でき

るようにいたします。 

また法人の経理規程に基づき、一定条件下においては相見積もりを採る事で、不要な経

費増額を抑制します。 

 

【男女共同参画推進について】 

横浜市においては、第４次横浜市男女共同参画行動計画にて「男女が、互いにその人権

を尊重しつつ、喜びも責任も分かち合い、性別にかかわりなく、それぞれの個性と能力を

十分に発揮し、あらゆる分野に対等に参画できる男女共同参画社会の実現」を目指してい

るとされており、私たちは当該行動計画の主旨に則り、性別によるあらゆる差別を排し、

機会の平等を推進します。 

具体的には、「横浜市男女共同参画推進条例」に準拠する方向性をもって、職員は市の

男女比目標を上回るよう採用、配置計画を進めます。当法人では看護師、ケアワーカー等

を中心に多くの職員が出産・育児休業を取得することから、ケアプラザにおいても（職種

にこだわらず）こうした休業を本人の希望に基づき取得できるよう支援します。また育児、

介護等の休業については男性も積極的に取得できるよう、人事管理を行う所長だけでなく

法人本部の人財部（＝人事部）においても相談を受けつけています。 
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その他、下記の各点に取り組みます。 

① 配属及び勤務時間、勤務日数において、育児、介護等の家庭の事情を考慮する。 

② 男女別による画一的な業務指示を排し、個々の人間としての能力を見極めつつこれ

を行う。 

③ 各種行政サービス、法人規則を活用し、就業困難な事由が発生しても、可能な限り

継続就業できるよう配慮する。 

 

【障害者就労施設等からの物品等の積極的な調達について】 

横浜市においては、「横浜市における障害者就労施設等からの優先調達方針」にて「本

市における障害者就労施設等からの優先調達の一層の推進を図る」とされており、更に、

「横浜市が障害者就労施設等からの物品及び役務の優先的な調達を推進することにより、

障害者就労施設等で就労する障害者の自立の促進に資する」としています。 

障害を持つ人とは、概論的に定義づけるならば、様々な理由から社会生活や日常生活を

送るのに支障がある方という事になると思われますが、そうではない健常者と言われる

我々も、後天的に今日にでも障害を負う可能性があり、「障害者の自立」は、まさに未来の

我々の人生にも大きく関与するものであります。障害者の方への自立支援に係る環境を整

える事は、横浜市民全体の将来的な課題への予防的施策と捉え、私たちは障害者就労施設

より積極的に物品調達を行います。 

 

  平成１６年度から城郷小机地域ケアプラザでは、地域の障

がい者作業所の方々の社会参加支援を目的に障がい者地域作業

型生活支援団体「こぼうハウス」と連携して、区からの承諾を

得た上で週に一度、ケアプラザのエントランスで手作りお菓子

販売「ごぼうハウス」を実施し、広報や PR という面でも支援

しています。 

 年間で４５回前後の活動実施で６００名程度の購入がありま

す。 

 

５ 事業 

(1) 全事業共通 

ア 施設の利用促進について 

施設の稼働率向上のための対策や効率的な施設貸出の方法、利用者のために有益な情報提供を

行う方法について、その効果も含め具体的に記載してください。 

ごぼうハウス 
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【貸館稼働率】 

貸館稼働率 H３０ H２９ H２８ 

多目的ホール ６５％ ６４％ ６６％ 

調理室 ２５％ ２６％ ２７％ 

ボランティアルーム ４９％ ４６％ ４２％ 

地域ケアルーム ３９％ ４１％ ３４％ 

 現状の稼働率は右表のような状

況にあります。駅から近い立地を生

かし、かつ交流センターとの連携に

よって、さらに稼働率を伸ばしてい

きたいと考えます。 

 以下のような様々な取組みによ

り、夜間の貸館をさらに伸ばすことによって多目的ホールの稼働率７０％を狙えると感じて

います。 

 

【周知活動】 

貸館の少ない曜日や時間帯のご利用を地域の各活動団体やサークル等におすすめし、で

きるだけ空き時間のない貸館室の有効利用を進めるよう努めます。 

登録団体説明会で、「ご利用の手引き」」を登録団体に配布し、ケアプラザの利用方法を

分かりやすくお知らせします。説明会に参加でき

なかった団体にはコーディネーターが個別にご説

明します。説明会では団体同士が互いに活動を紹

介したり、ボランティア活動を募集したりできる

ようなお知らせをする時間を設けます。また、地

域に向けて活動の周知を行いたい団体や関係機関

（子育て支援拠点など）の情報を提供していただ

き、サークル立ち上げ支援も含め、ニーズのある

活動が活性化するよう努め、活動場所を提供しま

す。 
 

【魅力ある自主事業を企画実施】 

魅力ある自主事業を企画実施することで、来館者の増加を目指します。年間３０程度を

目標として自主事業を企画し、更に自立化を促して定期利用につなげるなど、利用率の向

上を目指します。 

地域や利用者のニーズにあった魅力ある自主

事業を企画します。特に城郷地区は小机城址を

はじめとした歴史があり寺社、史跡など歴史的

資産が豊富な地区で、これらの歴史を伝え郷土

愛を育むことができる自主事業を企画します。 

春の城址まつり、７月の盆踊り、９月の神社

祭礼、敬老会、１０月の健民祭等、地域イベン

トに合わせた自主事業や、高齢化だけでなく若

登録団体説明会 

城址まつり 
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い世代も増加している地域の現状を踏まえ、世代間交流を図る事業も積極的に企画実施し

ます。 

 

【夜間や土・日曜日などの利用促進】 

これまでの運営支援で、「骨盤ヨガ（体操）」「小机ボーイズ（ウクレレ）」「小机ゴスペル

クラブ（音楽）」自主事業からグループ化となった「つばさ塾（ウクレレ）」などが夜間に

貸館を利用する自主運営のサークルとして活動しています。今後も自主運営サークルを立

ち上げる際の流れや内容を記載した資料を配布し、個別に相談をすすめて立上げ支援を行

います。 

夜間に参加しやすい方のご利用促進に努めています。引き続き夜間の利用が少ない状

況を考慮して自主事業を企画し、利用促進に取り

組みます。 

具体的には昼間就労している方々を対象とし

た企画等で、若い世代の健康増進の意識向上等に

も繋がるよう、有益な情報を伝える取組みを進め

ます。 

土・日や祝祭日には、小中学生等就学年齢層及

びその保護者が参加しやすく、かつ魅力ある企画

を実施して利用の拡大を図ります。 

様々な媒体を積極的に活用し、利用される方々

に情報を提供します。 

 

【ホームページの充実】 

  当法人７地域ケアプラザのホームページでは、施設の概要と催事の案内を中心に行って

きました。城郷小机地域ケアプラザにおいても、施設で活動されている状況や利用者の声

（感想やメンバーの募集等）、ケアプラザからのお知らせ等有益な情報提供等、魅力ある

ホームページの充実に努めます。 

 

【広報誌「城郷だより」の発行】 

魅力ある広報誌「城郷だより」を毎月発行し、ケアプラザの事業内容や各種講座・イベ

ントなどをＰＲ、紹介しながらご利用の促進を図ります。 

現在は８町内会と１自治会をはじめ区内ケアプラザや近隣区外ケアプラザ、養護学校を

含めた近隣小中学校や高校、病院や薬局、交番や駅にも掲示等の協力を呼び掛けています。 

 

【各種媒体の活用】 

利用促進に繋がる各種媒体の活用として、自治会町内会の掲示板に有益な情報として広

報誌の掲示をお願いするとともに、ケアプラザ館内に掲示、他施設・機関に送付等により

「つばさ塾（ウクレレ）」 
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 ＰＲしてまいります。地域内の民生委員、学校、ボランティア等へ直接訪問のうえ、情報

提供や利用促進を図ってまいります。 

 

【魅力ある自主事業を企画実施】 

  魅力ある自主事業を企画実施することで、集客を図ります。年間３０程度の自主事業を

企画し自立化を図り、これによって利用率の向上を図ります。地域や利用者のニーズにあ

った魅力ある自主事業を企画します。 

 

【障害児(者)の支援による利用の促進】 

障害を持つ児童、生徒を支援する自主事業は、小机小学校、城郷小学校、城郷中学校等

の小中学校の個別支援学級や私立盲特別支援学校や横浜健育高等学院等と連携して企画

し、実施します。また、余暇支援事業の運営については、地域住民のボランティアの方々

に関わって頂くなど、相互理解を深めひとりの人間として交流する場を提供する観点か

ら、企画を検討していきます。 

平成２２年に城郷地区社協と連携して立ち上げた障がい児余暇支援「しろさと放課後プ

ラザ」も継続して取り組んでいきます。 

 

【子育て支援による利用の促進】 

乳幼児の養育者ニーズを適切に把握・理解し、交流の場（子育てサロンなど）の提供、

子育てに関する相談（認可保育園から保育士を招いての子育て相談等）、子育てに関する

情報のホームページや広報誌等を通じた提供を実施します。また、養育者の育児不安の解

消や育児力の向上を図るため子育て中の親子を対象とした自主事業に取り組みます。 

 

子育て支援「おも城チャッチャひろば」 子育て支援「パパと遊ぼう」 
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イ 総合相談について（高齢者・子ども・障害者分野等の情報提供） 

高齢者・こども・障害者等の分野に関する情報提供の取組についての考え方、提供手法について

記載してください。 

 

 【考え方及び提供方法】 

晩婚化や女性の就業率上昇に伴い、高齢介護と育児は切り離す事が出来ない生活課題で

ありますが、これに障害などの要素が加わる事も決して珍しくなく、この場合における主

たる介助者の心身の負担は相当なものであります（当然、そのような介助者から支援を受

ける被介助者も同様に負担を負う事になります）。さらに、そのような状況下において、

地域から孤立した状態に陥れば、その発見が遅れれば遅れる程深刻な事態を招きかねない

のが実情です。このような認識である事を前提に、次のような情報提供・またより良い情

報提供が可能となるような取り組みを行います。 

① 公的サービスは当然の事、諸問題を抱えた者同士を繋ぎ、ピアカウンセリング（当

事者同士集まり、お互いの苦しさ、辛さを話しあうことにより、辛さを分かち合い、

助言しあっていく）効果を期待できる家族会等のインフォーマルサービスの情報につ

いても、行政等関係機関との連携により最新情報を取得しつつ速やかに情報更新を続

ける。 

② 民生委員、港北区役所担当ケースワーカーとの間で問題を抱える地域住民に関する

情報交換を定期に行い、コンタクトを取るべき方々について把握し、可能な限り早期

の訪問を開始する。 

③ 客観的に支援を必要とする状況だとしても、個々の世帯により異なる事情や長い年

月を積み重ねて育まれた生活様式や人生観、価値観があることから、拒否や反発を招

きやすい画一的な指導的対応は避け、共感的姿勢で接することで信頼関係の醸成を行

いつつ、それぞれの事情に応じた解決策を示していく。 

④ 上記③と同時並行で、各関係機関と情報共有しつつ多角的な視点で検証する。これ

により、より良い対応を常に追求し、独善的な対応とならないよう支援内容について

客観性を担保する体制を採る。 

⑤ 一つの事例について区役所内の複数部署を横断するような複合的課題を持つ場合

は、関係部署間を仲介する役割を担う。 

⑥ 介護・育児・障害のいずれか、又は複数の課題を抱える場合、これに付随して各種

の虐待や貧困等の課題をも併存している可能性があるため、介護・育児・障害だけで

なく、権利擁護や生活保護、消費者問題等にも可能な限り精通するべく、各職員への

研修受講を計画する。 

⑦上記①～⑥にある支援の積み重ねにより、地域に特徴的な課題の有無を分析し抽出す

る。これにより、地域課題を把握し、新たな支援モデルや行政サービスの開発に寄与

する。 

 

【地域ニーズの把握】 

城郷地区の一部ではマンション等の集合住宅が増えていることもあり、子育て中の世帯

の流入も増え地域になじみの無い母親も多く、生活や子育てに不安を感じているとの意見

もあります。したがって今後、高齢化率の上昇による高齢者支援だけでなく、子育て支援

のニーズも高まってくるものと考えられます。 
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上記の観点から、地域ケアプラザとし

ての取り組みとして、世代間交流の機会

提供、居場所の提供、各種行政サービス

等の情報提供を合わせて行うべく、子供

と高齢者の共同参加型自主事業（工作活

動、食事会、昔遊び等のレクリエーショ

ン）を企画しつつ、子供に同行する若い

世代の親に介護サービス、子育て支援サ

ービスの情報を提供すること等が考えら

れます。 

 

ウ 各事業の連携及び関連施設（地区センター等）との連携について 

地域ケアプラザの役割を果たすための、各事業担当間や関連施設との情報共有、円滑かつ効率的

な管理運営に対する考え方を記載してください。 

 

地域ケアプラザは、公の施設の管理者として横浜市から指定されたものであり、横浜市

基本構想、市、区、地区の地域福祉保健計画を実現するため、ケアプラザの役割を踏まえ、

関係機関の情報を把握し、連携して、地域ニーズに即した管理運営を行なう必要があると

考えます。 

 

【地区センターとの連携】 

城郷小机地域ケアプラザは同一敷地内に城郷小机地

区センターが合築しています。 

令和元年度は前述のとおり、１１月の「福祉フェス

タ・文化祭」を綿密な打ち合わせを重ねたうえで合同開

催しています。今後はそれにとどまらず、四半期ごとの

情報共有会議を実施し連携を深めていきます。 

地区センターでは運動や音楽、趣味活動など、多岐に

わたるグループ活動や自主事業が行われており、地域

の方の活動の場になっています。自主事業については、

子どもから高齢者まで、様々な年齢層に合わせた事業が展開され、特に運動に関する事業にお

いては、高い運動強度のものから軽いものまで、参加する人が自身の運動能力に合わせたプロ

グラムが選択できるよう構成されています。そういった地区センターの取り組みを定期的な情

報共有の場を設けて把握することで、認知症や疾患や障害、加齢による機能低下等で地区セン

ターの活動に参加しにくくなった方でも通い続けられるプログラムをケアプラザとして提供

していきます。 

そうすることで、地域の方にとってケアプラザと地区センターによる一体的な支援が提供で

き、障害があったり、虚弱になっても通い続けることができる場を目指します。 

たまり BA こづくえ 

福祉フェスタ 
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【行政機関との連携】 

 月１回の定例カンファレンスでの情報共有はもちろんのこと、所長会や各職種連絡会に

積極的に参加し、日頃より遅滞なく報告・連絡・相談を徹底します。 

 また、健康福祉局生活支援課からの「地域ネットワーク構築支援事業（生活困窮者自立

支援）」、環境創造局環境エネルギー課からの「省エネ診断」、政策局共創推進課からの「指

定管理者の管理運営状況に対する管理運営状況のモニタリング及び評価に関するヒヤリ

ング」など行政機関から協力要請があったものに関しては、他ケアプラザに先駆けて積極

的に協力していくことで、城郷小机地域ケアプラザのみならず区内ケアプラザや市域ケア

プラザ全体の円滑な運営への貢献にも微力ながら取組みます。 

 

【福祉・保健・医療機関等との連携】 

高齢者虐待等については社会福祉士が区役所その他関係機関と連携して取組み、対応し

ていきます。 

 医療保険制度改正による在院日数短縮や介護保険制度改正もさる事ながら、国全体で推

し進めている地域包括ケアシステム実現には、医療と介護の連携がさらに重要となるた

め、区医師会との連携のための情報交換等を行ってまいります。 

かかりつけ医、家族、区役所等との橋渡しをしてまいります。 

また、一人暮らしの高齢者の急変時の事態等も病院と連携して対応いたします。更に、

要介護状態の退院者の介護申請代行、受入場所の確保等、病院と連携して対応いたします。 

地域中核病院等は広域的位置にありますので、上記の取組は地域の介護/医療ネットワ

ークの一部として参画し、同様な「医療と介護の連携」を実践できるようにしたいと考え

ます。 

 

 今後、自宅で最期を迎えられる方々は増え、在宅看取りを支えるためニーズは増加する

と考えられます。 

 在宅看取りの場合、訪問診療医、訪問看護師、薬剤師、医療機器メーカー、訪問介護、

福祉用具貸与などの医療・介護事業者だけでなく、ご逝去後の段取りについて支援してく

れる葬儀屋や相続関係を取り仕切る司法書士などの法律職、残された家族を支える家族会

など、非常に多様な職種や立場の方が関わります。 

 これらの方々が一つのチームとして円滑にご本人やご家族を支援できるよう、顔の見え

る関係に代表されるネットワーク作りに努めます。港北区では医師会、歯科医師会、薬剤

師会、在宅医療相談室、ケアマネジャーが中心となり「高齢者支援ネットワーク」として

活動しており、区内包括の主任ケアマネジャーが中心に協働しています。また、「医師とケ

アマネジャーの意見交換会」を開催し、訪問診療医とケアマネジャーの連携促進に努めて

います。 
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エ 地域福祉保健のネットワークの構築について 

地域の関連団体や関連機関との情報共有やネットワーク構築に対する考え方について記載して

ください。 

 

 【自治会・町内会との連携】 

地域ケアプラザは地域の方々とともに自治会・町内会をはじめ地区青少年指導員、スポー

ツ推進員等と協働し連携した取組みは必須要件と考えています。 

 城郷小机地域ケアプラザの担当地域である城郷地区連合町内会は８町会と１自治会で

構成されています。この連合町内会と信頼関係を築き、地域に起こる様々な課題を見出し、

解決策を共に考えるなど、地域とともに歩んでいく地域ケアプラザを目指しています。こ

のためには、地域の会議や行事に積極的に参加しています。 

①  毎月行なわれる連合町内会定例会に適宜参加させていただき、地域ケアプラザ広

報誌等を持参し、毎月の自主事業実施予定、その他講演会等のお知らせを地域へ回覧

することや、掲示板へ掲示することをお願いしていきます。また、各自治会・町内会

より地域からの相談・要望を伺い、ケアプラザの運営に役立てていきます。 

②  春の城址まつり、７月の盆踊り、９月の敬老会や神社祭礼、１０月の健民祭等とい

った四季折々の地域行事には必ず出席し、顔の見える関係作りや情報交換等に努め

てまいります。 

③  地域ケアプラザの福祉フェスタ等の催しには、近隣の町内会自治会の役員等に広

くご参加をお願いし、催しを盛り上げていただくと共に情報交換等を行い連携して

いきたいと考えています。 

④  連合町内会とともに地域福祉保健地区計画推進に取り組みます。 

 

【地区社協との連携】 

地区社協は身近な福祉活動の担い手として活動し、｢自分達の暮らしている地域の福祉

課題は先ず自ら取り組み解決していこう」という理念から組織されています。 

地域ケアプラザと地区社協との密接な連携取り組みは、町内会と同様、必須要件だと考

えます。地域の担い手の発掘やボランテイア情報を共有し、助け合いのまちづくりを進め

ています。地区社協が事務局とし運営しているボランティア連絡会と共催し、ケアプラザ

内・地域のみんなの居場所ホッとカフェ内に「ボランティア紹介カード」を設置し、ボラ

ンティア活動のきっかけとなるよう取り組んでいます。また、福祉フェスタにおいて、地

区社協のパネル展示や共同募金など、地区社協の活動を地域へ周知等、協力し行っていま

す。 

 

【地区民生委員児童委員協議会（民児協）との連携】 

 民生委員は、厚生労働大臣の委嘱を受けて、それぞれの担当する区域内で、地域住民の
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見守りや必要な支援を行うことで、地域福祉の推進を担っています。また、行政機関の業

務に対する協力も職務の一つとなっています。児童委員(民生委員が兼務）は地域の子ども

の健全育成に関わる行事や児童相談所との連携、虐待通告の仲介、子どもとその親の相談

援助を担っています。このように民生委員･児童委員は地域福祉の最前線の担い手ですの

で、城郷小机地域ケアプラザとしては、密接に連携し取り組んでまいります。 

１． 日常的に情報を共有し、民生委員・児童委員の抱える諸課題に対しては、地域包括

支援センターが専門的な立場から支援します。また、困難ケース等については行政や関係機

関につないでいきます。 

① 災害時要援護者の見守りなどへの取り組みを支援してまいります。 

② 連携した取り組みの他、町内会別に民生委員・ケアプラザ５職種・行政と情報共有の

場を設けています。民生委員の役割の再認識と地域情報の共有化を図るとともに連携

を深め、協働した取り組みを重ねてまいります。 

 

【支えあい連絡会との連携】 

平成１７年度に発足した「城郷地区支えあい連絡会」は平成１６年開所の城郷小机地

域ケアプラザと並走しながら歴史を作ってきたような会議です。 

「隣近所の希薄な関係性」「住民同士の連携不足」「新旧住民間の交流不足」等の問題

意識からスタートした取り組みは家事支援グループ「城郷ふれあいの会」の立ち上げや

城郷地区８，０００世帯へのニーズ調査アンケート実施などの様々な実績を残してきま

したが、常にケアプラザが一緒になってその取組みをサポートしてきた経緯があります。 

今後も協力関係を継続しながら新たな実績を築いていきたいと考えます。 

 

【城郷地区老人クラブとの連携】 

 老人クラブは、高齢者が地域に住む仲間とともに健康で生きがいを持って充実した生活を営

み、社会に役立つ機会や場を提供する団体です。 

 城郷小机地域ケアプラザでは、高齢者がいつまでも元気で暮らし続けられるよう介護予防事

業を充実していきたいと考えていますので、多くの方の参加を期待しています。老人クラブの

事業や高齢者向けの地域ケアプラザ事業等を円滑に進めるためには、老人クラブの方々との連

携に努めます。 

 消費者被害、健康管理、認知症予防等の情報提供は機会あるごとに提供しています。 

 

【保健活動推進員との連携】 

 地域の自治会館等を利用して子育て支援事業などの事業、地域での健康測定（血圧、握力，

血管年齢チェック等）等をすすめている地区保健活動推進員の方々とは協働して事業を行い、

ケアプラザの事業の情報提供をし相互に随時連携しています。 
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【その他の地域活動団体との連携】 

 

＜近隣小中学校＞ 

近隣小中学校とは運営協議会や学校・家庭・地域連

絡協議会をはじめ運動会、文化祭などを通して連携を

継続し、「城郷・小机・東本郷地区料理教室」等の具

体的な共済事業で実質的な連携も進めていきます。 

「料理教室」はエリア内の子どもの居場所づくり

をめざし立ち上げた事業です。 

当該地区のこどもの現状について小学校長や栄養

教諭とともに勉強会を重ね、「こどもの支援だけでな

く、子ども自身の生活力をつけること」を目的に開始

しました。 

他校・他学年の生徒の混合グループによる調理活動を通して、近隣小中学生同士の交流を

図り、生徒自身が地元野菜や農家への関心を寄せたり、食材(野菜）を使っての調理の発想

力を身につけ広く生活力をつける事を目指して座学と調理実習、試食を提供しています。 

今後も近隣小中学校との密な連携を継続していきます。 

 

＜ボーイスカウト＞ 

ボーイスカウト横浜２０団とは、開所当時より連携し事業等を取り

組んできています。ボーイスカウトも地域ボランティアの重要な役割

を担っていることを意識して、活動協力を継続していきます。 

ケアプラザとの良好な関係性を評価いただき、令和２年１月１９日

には日本ボーイスカウト神奈川連盟７０周年という歴史ある記念式典

において横浜市内ケアプラザで唯一、連盟長である黒岩知事より直接

感謝状を頂きました。 

 

 

＜障がい者施設＞ 

・楠の木学園 

近隣にある、不登校や発達障がいなど、さまざまな個性を抱える子どもたちが安心して通え

るフリースクール「楠の木学園」との連携については、相互のイベント等に積極的に参加する

ことにより、子どもたちの社会参加を支援していきます。 

・ごぼうハウス 

「城郷・小机・東本郷地区料理教室」 

感謝状 
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 鳥山町に事業所を置く障がい者地域作業所型の運営で地域生活支援を行っている特定非営

利活動法人「ごぼうハウス」と連携し、平成１６年度から城郷小机地域ケアプラザでは、地

域の障がい者作業所の方々の社会参加支援を目的に、区からの承諾を得た上で週に一度、ケ

アプラザのエントランスで手作りお菓子販売「ごぼうハウス」を実施し、広報や PR という

面でも支援しています。 

・県立みどり養護学校 

 地域ケアプラザで開催したガイドボランティア講

座に講師として、県立みどり養護学校の地域コーディ

ネーター教諭にご協力いただきました。その講座から

ガイドボランティアと当事者のマッチングにまでつ

ながっていった事例があります。 

 また、そのマッチングには区社協の移動情報センタ

ーとの連携があり実現した経緯もあります。 

 

＜住民主体の活動＞ 

 ・小机城のあるまちを愛する会 

平成２９年には町づくり・地域活性化を目指し多世代

の住民が主体となり「小机城のあるまちを愛す会」が発

足しました。活動支援を行うととともに、新たな人材発

掘、地域の活性化に向け連携した取り組みを行っていま

す。(令和元年度「案内人に学ぼう」を共催開催) 

 地域活動団体とは地域の行事、地域ケアプラザの活

動を通して、地域の福祉保健事業をすすめていきます。 

  

 

 ・城郷ふれあいの会 

介護保険外の隣近所のたすけあいを目指した地域福祉活動「城郷ふれあいの会」が平

成２０年より展開されています。地域内ニーズに応じて、家事支援をてがける有償ボラ

ンティア活動を実施しています。ケアプラザとして研修や見学会などの支援や利用者の

コーディネート等の関わりを継続して実施します。 

 

＜新たな連携の模索＞ 

区行政の推進計画にも掲げられている生活困窮者の自立支援施策「生活困窮者自立支援

制度 地域ネットワーク構築支援事業」を令和元年度に、区内ケアプラザに先駆けて港北

区よりを受託し、横浜市健康福祉局生活福祉部生活支援課生活困窮者支援担当の方と一緒

に、５職種が協働して「支援者交流会」を開催しています。生活困窮者自立支援制度の周

知にとどまらず、支援対象者(子育て、高齢、障がい児者、若者支援等)の枠を超えたネッ

トワークの構築を目指しています。 

  

「案内人に学ぼう」 

障がい児お出かけサポート講習会 
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また、令和２年１月には、港北区役所と地域インターネッ

ト新聞が共催する横浜市の市民大学事業における全３回の

公開講座「港北つなぎ塾２０２０」に参加しました。地域活

動をより発展させるために、区内のまちづくりについて学

び、地域活動に携わる人々に新たなつながりをもつ取組みを

今後も継続します。 

 

 

オ 区行政との協働について 

区政運営方針、区の事業等を踏まえたうえで、区行政との連携について具体的な取組を記載して

ください。 

 

○令和元年度港北区運営方針”活気にあふれ、人が、地域がつながる「ふるさと港北」 

○第３期港北区地域福祉保健計画（ひっとプラン港北） 

城郷地区 

基本理念：誰もが安心して暮らせるまち城郷の実現 

城郷地区の目指すまちの姿： 

・世代や立場を越えた交流が「ひろがるまち城郷」 

・担い手が広がり、活動が「つながるまち城郷」 

・助け合いや支援の輪が「とどくまち城郷」 

・必要な情報が伝わり、相談しやすい「安心のまち城郷」 

 

上記にあります港北区及び城郷地区において掲げられた大きなテーマとしては、「共

感」、「助け合い」がポイントとなっていると考えております。これを踏まえた本件に係る

具体的取組については、次の通りとなります。 

 

新しいところとしては、区行政の推進計画にも掲げられている生活困窮者の自立支援施

策「生活困窮者自立支援制度 地域ネットワーク構築支援事業」を令和元年度に、区内ケ

アプラザに先駆けて港北区よりを受託し、横浜市健康福祉局生活福祉部生活支援課生活困

窮者支援担当の方と一緒に、５職種が協働して「支援者交流会」を開催いたします。生活

困窮者自立支援制度の周知にとどまらず、支援対象者(子育て、高齢、障がい児者、若者支

援等)の枠を超えたネットワークの構築を目指しています。今後も情報交換・共有を継続

し、支援の必要な方に必要な支援が届くよう連携した支援体制つくりを進めていきます。 

 

【地域活動交流】 

１． こどもから高齢者、障害者まで全ての人たちが、孤立することなく地域の一員とし

て自分らしく支え合って暮らせるような、住民主体の地域づくりを支援する役割を

担っています。 

２． 区及び地区の福祉保健計画の推進に、区役所と地域ケアプラザが役割分担しながら、

時に協働して対応して参ります。又、行政関係部署並びに地域包括支援センター部
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門とも共同してネットワークを構築する事で地域課題の抽出を行い、その解決の為

に様々な関係機関との連絡調整を行います。その中で「交流」「安全」に係る地域保

健福祉計画で掲げられた目標の達成にも寄与させて参りたいと考えております。 

３． 健康づくりについては、区役所から受託した各種事業を地域ケアプラザで実施して

います。これらの事業では、区役所と連携を図り対応いたします。 

４． その他、地域ケアプラザには区役所からの情報を基に実施する事業があります。区

役所と連携を深められるよう努めます。 

 

【地域包括支援センター】 

１． 地域包括支援センターは地域福祉保健の相談窓口です。地域の方々の相談には、港

北福祉保健センターと連携した対応を要する事例が多々あります。特に様々な要因

で支援が困難な事例については、港北区高齢・障害課職員との定例カンファレンス

等にて役割分担を明確にし、対応してまいります。 

２． 横浜市においても介護予防・日常生活支援総合事業として平成２８年度より一般介

護予防事業が展開されていますが、区役所と連携し、体力向上プログラムのほか脳

力向上プログラムを実施します。 

３． 地域交流部門の項目にもあります通り、行政

関係部署及び地域交流部門と共同してネッ

トワークを構築し、地域の諸課題に対応して

参ります。 

４． 主任介護支援専門員が中心となり、「城郷ケ

アマネ倶楽部」という名称の研修を開催し、

港北区高齢・障害課の職員と一緒に城郷エリ

アで活動されるケアマネジャーのバックア

ップをします。高齢者虐待等については社会

福祉士が区役所その他関係機関と連携して取

組み、対応していきます。 

 

【生活支援コーディネーター】 

第２層の生活支援コーディネーターは、高齢者が自分らしく地域で暮らし続けるため

に、高齢者の生活支援・介護予防の体制整備を地域の特性・実情に応じ、NPO・民間企業、

ボランティアなど多様な主体による地域づくりを支援する役割を担っています。 

高齢者の現状・地域の資源など、情報収集し、データ分析を行います。課題の共有・今後

の取り組みに活用できるデータを協議体で活用し、多種多様な方々と協議し進めていま

す。 

横浜市が推し進める「介護予防・生活支援サービス補助事業（サービスＢ）」の方針に沿

って、居場所作りをテーマとした協議体を開催し、サービスＢを２か所(とりやまの郷、

クローバー会)立ち上げることが出来ました。横浜市主催のサービスＢ説明会でも城郷地

区の事例紹介、他ケアプラザからの見学対応などを通して、横浜全域での事業推進にも寄

与していきたいと考えています。 

 

現在は、「地域に必要な（ボランティア）活動を次世代につなぐ体制作り」をテーマに協議

体を開催しています。若い世代（PTA など)の意見等も受けながら、次世代の担い手が活

動可能な仕組みづくりを進めています。 

城郷ケアマネ倶楽部 
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カ 地域福祉保健計画の区計画及び地区別計画の推進について 

  区地域福祉保健計画の区全体計画及び地区別計画の策定・推進の事務局及び地区別支援チーム

のメンバーとして参画し、住民、事業者、行政等と協働した地域の課題解決に向け、どのような体

制でどのように取り組むか記載してください。 

 

 定例カンファレンスやサポートスタッフ会議など、定期

的に区地域福祉保健計画の推進・取り組み状況等を共有

し、ケアプラザとして区全体計画及び地区別計画の・推進

につながる事業展開を進めます。 

城郷地区地域福祉計画「たすけあうまち城郷」は、課題

目標に応じた３つの分科会（見守り・子育て・地域活性化）

において具体的な取り組みがされています。各分科会に担

当職員を配置し、それぞれの職種が持つ専門性を活かした

サポートを行います。また、事務局として地区別計画に活

用できる情報収集・発信、データ分析、コーディネートな

どケアプラザの強みを生かした支援を行います。 

 

 

(2) 地域ケアプラザ運営事業（地域活動交流事業。以下「地域ケアプラザ運営事業」という。） 

ア 自主企画事業について 

高齢者・こども・障害者等の分野それぞれの福祉保健活動の開発・実施及び自主活動化への取組

について、具体的に記載してください。 

 

【基本姿勢】 

○ 地域で展開する自主事業の計画は高齢者分野・子ども分野・障害者分野の 3 本柱基

本とし、重点施策としてどの分野にも偏ることがないようバランスを取りながら進め

ます。 

○ 自主事業の企画・計画に関してはコーディネーターが中心に取り組むこととなりま

すが、生活支援事業や地域包括支援センターとの関わりを持ち、一部門の事業ではな

く各部門の専門職が持つ専門性を生かしたケアプラザとしての事業、質の高い事業を

展開できるよう企画します。 

○ 事業の企画する段階から参加者主体の方向性を視野に入れ、自主化に向けて無理の

無いように計画し、活動の中から指導的立場の担い手が育成されることを目指すとと

もに事業の安定を図ります。 

○ 事業開始から自主化に至る間、参加者の減員が無いように開催ごとの満足度等の調

査等でニーズの把握と企画の修正を加え、自立までの道筋をしっかりつけながら活動

ひっとプラン 

「たすけあうまち城郷」 
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できるよう支援致します。 

 

 

【福祉保健活動の開発に向けた情報収集及び情報提供】 

１．福祉保健に関するニーズ把握及び情報提供の拡充を図ってまいります。 

○ 毎月開催の連合町内会自治会、地区社協、民生委員・児童委員、老人クラブ等の

会合に適宜出席させて頂き、地域の夏祭り、新年会、運動会等への出席、小学校

行事への出席等、様々な機会を通じてニーズを把握し、情報を提供致します。 

○ 定期的に広報誌を発行し、地域への回覧、町内の掲示板への掲示、医療機関や商

店街等へのチラシ類設置依頼を通じて、ＰＲ活動を実施していきます。また、当

法人のホームページでも広報誌等の内容を紹介するなど、内容の充実と共にア

クセスしやすいものにしてまいります。 

２．情報の提供方法・アプローチ方法：出前講座や地域でのサロンの開催 

○ 城郷小机地域ケアプラザの圏域は勾配の急な坂が多い地域であり、地域ケアプ

ラザに足を運ぶのが億劫なご高齢の方や、障害をお持ちの方が数多くいらっし

ゃる事が予想されます。このような方々を含めて、より身近な場所として自治会

館等をお借りして、健康づくり（体力測定、体操教室等）や認知症予防、終活セ

ミナー、消費者被害防止講座等を企画し実施します。 

○ 閉じこもりがちな高齢者が集まり、健康に関する会話等ができるようなお茶の

みサロン等も各地域で開催したいと考えております。 

 

【高齢者分野への取り組み】 

１．地域ニーズの調査 

現在地域において、地域の方々が事業に何を期待しているか等の「地域ニーズ」の

調査を行い、求められる方向性と内容を把握し企画に反映させます。「城郷地区連合町

内会」、「城郷地区社会福祉協議会」、「民生委員・児童委員」等、住民の方々との連携

で、地域の方が気軽に安心して参加できる集いや交流の場となる自主事業を企画実施

し、地域行事に参加するきっかけづくりを行います。地域ニーズの情報収集の実施、

課題解決への取り組みと同時に支援の「居場所」を

地域の皆様と共に創っていく所存です。 

 

２．男性高齢者が参加しやすい事業への取り組み例 

比較的参加者が少ない男性高齢者の集いの場の

企画も利用者アンケート調査等を行い、興味や趣

味等といったニーズに合わせた内容の事業が展開

できるように努め、地域事業参加のきっかけつ

くりを行います。 表彰状 
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城郷小机地域ケアプラザにおいては、男性高齢者の集いの場として、「男性だけの昼

食会（ダンラン）」という事業に取り組んでいます。定年退職した方をはじめとした、

男性が参加するサロンとなっており、地域において仲間作りをして頂くことを目的と

しております。令和元年１０月には港北区社協より、長年の地域福祉活動に対して表

彰状が団体に贈られました。昼食会をきっかけにして地域ケアプラザを身近に感じて

もらい、関係性を確立した上で特技を活かしてご活躍頂く等、地域活動から担い手の

発掘を進め、住民主体の事業展開が可能な環境づくりを進めます。 

 

【子育て支援・子ども分野のへの取り組み】 

・乳幼児の養育者のニーズを適切に把握・理解し、交流の場（子育てサロンなど）の提

供、子育てに関する相談（近隣の認可保育所から保育士を招いての子育て相談など）、

子育てに関する情報を収集し、ホームページや広報誌等を通じて地域へ情報を提供

します。就園前から高校生までの子ども分野の企画は、子育て中の親も対象に入れる

ことで事業対象者の幅は広く、それぞれの立場に

合わせた企画が必要となります。事業参加者への

利用者アンケートの結果をそれぞれの対象別に集

計し、対象が求めている内容の講座や事業を行う

よう取り組む所存です。 

 

・子育て支援として親同士の交流会等は港北区地

域子育て支援拠点「どろっぷ」や、区内・地域の子

育て関連団体等と連携し、「両親教室」などとい

った事業に協力してまいります。 

 

・子どもにとっての放課後の居場所づくりとし

ての「こどもサロン」に関しては、開催毎に企

画を検討し、遊びを通して楽しくこども達の興

味を引くよう創意工夫しながら実施します。子

どもの居場所「たまり BA こづくえ」等の事業

もその一つです。 

 各世代の事業を進める中で、地域の子育て世

代の中から、今後の事業の担い手となりうる人

材の発掘にも努めてまいります。 

 

 

 

 

「たまり BA こづくえ」 

子育て支援拠点「両親教室」 
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【障害者分野】 

○ 地域ニーズの調査 

障がい児者が安心して暮らせる地域づくりの一環として、障がいの理解講座等の事

業を継続的に行い、地域がどのような支援ができるのか、また障がい児者の方々のニ

ーズ（どんな事に困り、どのような支援を求めているのか）等を抽出し、具体的な支

援を考え、地域住民の障がいの理解を深めます。関係機関「新横浜地域活動ホーム」

や「港北区生活支援センター」等の関係団体の方々と連携し、施設見学会や意見交換

等を行う事で、より適切な事業展開を行い、ボランティア活動に繋がる事を視野に入

れた事業を積極的に企画し、地域及び住民の方々に対しての障がい児者支援活動に関

する情報発信と活動支援をしていきます。地域における障がい児者支援活動は、当事

者だけでなく、地域における全ての方々が相互に支え合うことが出来るよう、支援活

動を行っていきます。 

 

障がいのある児童への療育に関する今までの取り組み事例としては以下のようなも

のなどが挙げられると思います。 

 

① 城郷地区放課後プラザ 

② 障害児音楽セラピー／アートセラピー 

③ ふゆとも（こうほく☆なつともの、独自当ＣＰ版同窓会企画） 

④ みどり養護学校へいってみよう 

 

「城郷地区放課後プラザ」は、平成１９年

に精神保健サロン「ひなたぼっこ」を立ち上

げたときのボランテイアさんへの勉強会を

提供していたころ、皆さんとの会話の中で

「こうした障害って本当はもっと若年期か

らの成功体験とか、もっと小さいときの愛情

ケアが必要だと思わない？」といった意見を

受けて、このような地域課題に対して、城郷

小机地域ケアプラザの地域交流で着手した

事業になります。現在同事業は「ケアプラザと

地区社協共催」として、近隣小中学校やフリー

スクール、民生委員・児童委員等の協力を得つ

つ、時間をかけて立ち上げた事業です。 

この事業には、長年港北区自立支援協議会の後援もいただきながら実施してきた、

港北区内のケアプラザにおいてもさきがけの事業となっています。 

放課後プラザ 
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他には、県立みどり養護学校の地域コーディネーターと共催しての「障がい児音楽

遊び」や「こうほくなつとも」で親しく交流した子供たちとボランテイアの同窓会企

画として、共催先だった地域活動ホーム「ともだちの丘」と２者共催で行った「ふゆ

とも」、 

東本郷地域ケアプラザと県立みどり養護学校の三者連携で実施した交流活動「みど

り養護でお馬さんに乗ろう」などがあります。 

 

【自主活動化への取り組み】 

地域ケアプラザにおいて、企画を行っている様々な分野の自主事業に関しては、早

い時期に自立活動となるよう促しながら事業展開を行います。特に各自主事業の参加

人数に関しては継続的に安定確保する為、新規募集や事業分散等の調整を状況に合わ

せながら随時行い、自主化した後も安定した活動が継続できるよう支援致します。事

業によっては講師の情報提供、自立後の参加費及び講師料に関する条件の調整等を行

い、円滑に自立できるように諸条件を整えます。自立後の状況も確認し参加者数が少

なくなる状況や参加希望者が増えすぎる等の参加者数の増減等にも気配りし、適切な

対応が出来るよう支援します。 

また、事業のまとめ役となる人材を自主事業実施期間中に決められるよう、参加者の

自立促進の為に、利用者アンケート調査等を担い手の選出等の目安とし自立後の体制づ

くりを進めます。自立事業運営の負担が担い手の方だけにかかることが無いように留意

し、事業として安定性・継続性のあるものになるよう参加者と協力連携し支援します。 

 

 

イ 福祉保健活動団体等が活動する場の提供について 

地域住民の福祉・保健活動団体が活動する場の提供について、利用促進をはかるための具体的な

取組を記載してください。 

 

【利用促進の具体的取り組み】 
① ケアプラザの利用方法を広報誌、案内リーフレット、説明会等で周知し、「利用しやす

いケアプラザ」であることを強く働きかけ、ケアプラザに対するより一層のご理解を

ただけるよう努めます。 

② 広報誌で活動の様子を順次取り上げるなど、情報発信することで団体の広報活動を支

援し活性化を促進します。 

③ 団体間での年間でのスケジュール調整を行い、計画的に各団体がご利用いただけるよ

うにします。利用団体同士の連携協力を促し貸室の調整や譲り合いにも協力いただき

ます。 

③ 福祉保健活動団体が互いに連携をとれるような関係性構築を支援します。このことは

城郷地区地域福祉保健計画における地域活性化分科会の取組み目的にも合致します。

令和元年度も団体間の交流会を積極的に実施しています。また、ケアプラザのイベン
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ト企画に合同で参加してもらう等の協力体制を構築します。 

④ 施設を継続的に団体が使用する場合、備品（機材、大型遊具、書籍、印刷物など）を

一定のルールの下にお預かりし、毎回の搬入搬出の手間や保管場所の問題解決を支援

します。不公平の無いようスペースの割り振りは公正に行われるよう努め、団体相互

の理解も得られるよう努めます 
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ウ ボランティア登録、育成及びコーディネートについて 

ボランティア登録、育成及びコーディネートについて具体的に記載してください。 

 

【基本的な考え方】 

・ボランティアとは、自発的な意志に基づいて人や社会に貢献することを通じて自己実現

することと考えます。このことを踏まえながら、城郷小机地域ケアプラザとしてはボラ

ンティア希望者のコーディネートを行うだけでなくボランティア発掘、育成にも積極的

に取り組みます。 

 ・横浜市の地域福祉保健計画では、地域の顔が見える関係、地域が支え合っていく関係等

から最終的には地域のネットワーク化等を目指していますが、この担い手は多くのボラ

ンティアを輩出することで確保されると考えます。従って、ボランティアのコーディネ

ート、発掘、育成に努め、地域福祉保健計画が求める事業展開をしてまいります。 

   地域においては高齢者対象の家事援助（掃除、洗濯、買物、除草、樹木剪定、病院送

迎等）のボランティアに取り組んでいる「城郷ふれあいの会」などがあります。多世代

交流を図る機会も作り、次世代ボランティアの育成及び発掘にも出来るよう構想してい

ます。 

・地域ケアプラザのボランティア育成及びコーディネートにあたっては、ボランティア活動や

地域の担い手に繋がる人づくりをすすめ、さらには身近な地域での助け合い活動へつなげて

いくことを目指します。 

 

【自主事業の充実とボランティアの育成】 

・前述の自主事業の取り組みと、ボランティアの育成とは密接に関連していると考えます。自

主事業実施⇒自立化⇒地域福祉保健の担い手(ボランティア）⇒ケアプラザのサテライト化

⇒地域のネットワークへと繋いでいくプロセスの中で、ボランティアの育成がなされること

を目指します。 

・自立化をしたものについては参加者一人ひとりが地域の力となるよう、その後も完全自立ま

で様々なフォローをしていきます。 

・自立化した団体の増加に合わせ既存の地域活動団体も含めたイベントを開催し、各団体の情

報交換を促すとともにさらなるネットワーク化を図っていきたいと考えております。 
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【次代を担うボランティアの育成等】 

 次代を担う子どもたちへ向けた取り組みとしては、

自主事業のほか、学校や地区社協、民生委員・児童委

員、自治会、青少年指導員、スポーツ推進員等やボー

イスカウトと連携した次のような取り組みを行って

いきます。また、シニアボランティアポイント事業へ

の登録を積極的に PR し、次世代の育成を担うボラ

ンティアの増加を狙った取り組みを行ってまいりま

す。 

 

・ 地域のキャラバンメイトと連携して、近隣小中

学校（小机小学校、城郷小学校、城郷中学校）

での「認知症サポーター講座」の実施を支援す

ることで次世代を担うボランティア育成に努

めます。 

 

・ 東本郷地域ケアプラザや菅田地域ケアプラザ等

の他区を含めた近隣のケアプラザと連携して、

近隣中学校（城郷中、鴨居中、東鴨居中、菅田

中など）の生徒たちのボランティア活動「ちょ

いボラ」を集い、地域のボランティア活動を推

進しています。 

ケアプラザで主催する「福祉フェスタ」など

で中学生等にボランティア体験を推進し、地域

とのつながりと興味を育む活動を継続します。

令和元年度には約３０名の中学生ボランティ

アが福祉フェスタにご協力いただきました。 

また、小机駅改札前での赤い羽根共同募金運

動にも参加してもらいました。 

 

 

 

 

 

 

 

中学生ボランティア 

（福祉フェスタ） 

近隣小学校での 

認知症サポーター講座 
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・城郷ふれあいの会 

平成２０年３月に城郷地区支えあい連絡会から立ち上がっ

た介護保険サービスで適用外となる狭間の家事支援をて

がける有償ボランティア活動です。 

隣近所のたすけあいを目指した地域福祉活動を展開し、

地域内ニーズに応じて、時として項目にないサービス対応

も臨機応変に実施しています。 

現在は新たな担い手の発掘を目指して城郷小机地域ケアプ

ラザが一緒に協議を重ねています。 

 

・たまりＢＡこづくえ 

たまりＢＡこづくえは地域住民、学校との連携

を通じて広く城郷地区のこどもたちの居場所

として、安心して子ども達が過ごせる場づくり

の事業です。 

簡単調理実習と遊びを提供していますが、新

たに活動に加わっていただけるボランティア

に加わっていただくことが出来ています。 

また、子どもたちにケアプラザを身近に感じ

てもらうことで次世代の担い手育成にも努めて

います。 

 

【子育て支援事業や保育ボランティアの育成】 

 子育てへの父親参加促進と地域の父親同士の交

流を図った事業「パパと遊ぼう」などで乳幼児の年

齢別の事業を実施し、幼児体育指導員を招いての

親子体操やゲームなどを楽しむといった事業を実

施します。 

 

 

 

 

 

 

 

たまり BA こづくえ 

パパと遊ぼう 

ふれあいの会 
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地域の子育て支援ボランティア活動者で、特定 NPO グ

ッドトイ委員会（林野庁支援事業の一環）のおもちゃイ

ンストラクター資格を有する住民の協力を得ながら、

幼児が木製玩具に触れあうことに着眼して展開する子

育て支援事業「おも城チャッチャ」などの事業も継続実

施してまいります。 

 

事業には常に地域の方の参加を促し、継続して

活動をしていただける担い手探しをします。実際に

事業に参加している子育て中の若い地域住民で新

たな担い手になっている方もあります。 

 

民生委員・児童委員協議会や城郷地区地域福祉保健計画「たすけあうまち城郷（ひっ

とプラン）」の「子育て分科会」が活動する子育て支援事業「おおきくなーれ」につい

ても支援を継続します。 

 

 

【障害児(者）ボランティアの育成】 

障害児(者）支援事業を行うとともに、事業支援ボランティアの育成に努めます。城

郷小机地域ケアプラザ担当地域は高低差の多い地形をしており、道も狭い場所が多い

為、特に高齢者や身体障がい児（者）の方は移動に苦労するところであります。その為、

移動支援を担うボランティアの発掘、育成に力を入れてまいります。令和元年度も、地

域ケアプラザで開催したガイドボランティア講座に、県立みどり養護学校の地域コーディ

ネーター教諭が講師を務めてくださり、その講座からガイドボランティアと当事者のマッ

チングにまでつながっていった事例など、ガイドボランティアと障がい児をつなげる複

数のコーディネートが実現しています。今後も障害に関する理解を深める講座等の自主

事業を行います。 

 

 

【ボランティア育成の取り組みの方向性】 

適切なボランティア研修の情報提供、参加を促していきます。障害児支援事業に関し

ては近隣の中学校や高校へ出向くなど、事業にあわせたボランティアに協力を求め、よ

りよい活動に結びつくよう働きかけます 

おおきくなあれ 
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「これから一人暮らし男性の増加が見込

まれ、中高年の男性ボランティアの活躍が

期待されることから、自主事業や独居男性

を対象とした昼食会などを通じて男性ボ

ランティアの募集・育成を行う」、などの

地域の実情に合わせた育成活動に努めま

す。 

継続的な活動へつなげていくためにも、

ボランティア団体相互の情報交換・連携を

目的とした城郷地区ボランティア連絡会

への積極的な参加を継続します。 

 

 

【ボランティア活動希望者のコーディネート】 

ボランティア活動を希望する人のボランティア登録を行います。ボランティア活動希

望者と手助けを求める人や会員募集をする団体のコーディネートを行います。 

 

 

 

 

 

ボランティア育成 
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エ 福祉保健活動等に関する情報収集及び情報提供について 

地域における福祉保健活動団体や人材等の情報収集及び情報提供について具体的に記載してく

ださい。 

 

まずはじめに、地域のアセスメントより進め

ます。地域アセスメントとは １）社会資源の

把握 ２）地域の生活上のニーズの確認です。

地域住民の生活支援に活用できる地域内の社会

資源を把握することにより関係者のネットワー

クづくりやマッチングが可能となり、さらに地

域住民ニーズを把握することにより今後どのよ

うなサービス開発が必要なのか見えてくると考

えます。以下に具体策を提示します。 

１）地域社会資源の把握 

支援に活用できる人、物、財源、情報を把握

します。具体的には連携していく団体、利用

できるサービスや活動、そして協働していく人材がどこに存在しているかを把握・連携

することとなります。 

【行政機関】 

横浜市や港北区の関係機関（保健福祉セン

ターや保健所等）との連携を定期的に行いま

す。 

【保健・福祉・医療の各団体】 

地域内には行政機関以外にも健康増進や介

護予防を目的とした活動を行っている機関、

団体があります。こうした団体の活動につい

て活動内容を把握し、連携を図ります。 

特に民生委員・児童委員では高齢者と児童

支援に関する活動を多く行っており、各地区

の民生委員協議会の定例会に参加し話を聞きに行く等を通して連携し、地域の取り組

みについて把握していきます。また、医療との連携は地域包括ケアの推進において重

要な課題の一つとなっています。港北区では医師会・歯科医師会・薬剤師会・ケアマ

ネジャー・行政・地域包括支援センターが「港北区高齢者支援ネットワーク」で連携

し研修や意見交換会を開催しています。 

【自治会・町内会】 

町内会等で健康増進活動や福祉活動に取り組んでいる場合もありますが、ケアプラ

ザとして組織の活動内容は主に、①見守り・声かけ活動、②生活支援等の助け合い活

動、③体力づくり活動を想定し企画します。具体的には見守りボランティア、住民支

え合いマップ、介護予防体操・講座等、これらの活動を立ち上げ連携していくだけで

なく、活動の活性化に向けて支援を行っていきます。 

【ボランティアグループ・ＮＰＯ】 

ボランティア団体やＮＰＯの活動内容は多岐に渡りますが、ケアプラザとして、特

に高齢者の孤立防止や生活支援に関する活動を把握していきます。無償のボランティ

アで活動を行っている団体や、有償で助け合い活動を行っている団体もありますが、
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それぞれの活動理念や設立の経緯などの

把握に努め相互協力体制確立に努めま

す。 

また、現在は活動を行っていないボラ

ンティア団体やＮＰＯでも、今後、連携す

ることや新たな活動の提案をしていくこ

ともできますので、協働できる可能性を

探る観点から把握していきます。これら

の団体は、高齢者を支援する社会資源と

して活用するだけでなく、高齢者自身の

社会参加や社会的役割を果たす機会を持

って頂きたいと考えます。 

【ボランティアセンター・社会福祉協議会】 

全国、都道府県、市区町村の社会福祉協議会の段階でそれぞれボランティアセンタ

ー等が設置されています。上記のボランティアグループやＮＰＯなどと連携していく

にあたっては、地域内のとりまとめとして状況を把握しているボランティアセンター

と連携を図ります。地域内の様々な組織やキーパーソンを紹介してもらう他、共同で

人材養成等を行うことも考えられます。 

 

２）生活支援サービスに対するニーズの把握  

既存の統計データや調査結果を把握、且つ

専門職や地域住民が日常の活動を通して把握

したニーズや気づきを集約していくことによ

って、その地域で生活する地域住民の生活ニ

ーズの状況を確認していきます。こうした気

づきの中には現状のサービスや活動では対応

が難しい問題も多々あり、今後の対応を考え

ていくうえで非常に重要な点が含まれている

為、専門職や地域住民との日常的な連携の機

会を持っていきます。 

【個別事例の情報収集と分析】  

高齢者等地域住民には既に様々な専門職

が生活支援に関わっています。そのため、具

体的なニーズや生活状況を把握するため、介

護保険事業者や地域包括支援センター等か

ら個別事例を収集し、生活ニーズと支援方法を分析することが可能です。また、個別

事例を通して、地域内で高齢者の生活支援に活用できる社会資源を把握することにも

つなげます。 

【行政資料の活用】  

地域住民の状況は行政の保険年金課・介護保険課等がデータをとりまとめており、

また介護保険事業計画では、これまでの推移や将来推計も掲載されています。また、

行政計画を策定する過程においては、地域住民の様々な生活ニーズの調査を行政が行

い、報告書がまとめられている場合もありますので、こうした既存の行政資料を活用

していきます。 
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【個別訪問・地域住民懇親会】  

実際に地域住民と関わりを持つ方法として個別訪問・地域住民懇親会等で具体的な

生活ニーズを把握していきます。個別訪問は、心身の状態や生活状況、地域の環境を

把握することができるとともに、安否確認や、コミュニケーションの機会として訪問

を活用し、対象者との関係性を作っていきます。 

 

 

３）情報提供 

   アセスメントを通じて明らかになった提供すべき情報について、発信する手段とし

ては次のようなものが考えられます。単純な情報発信にとどまるのではなく、様々な

専門職を交えた企画・事業・イベントを通して地域住民へ提供す

ることが効果的であると考えます。前述の「（２）地域ケアプラザ

運営事業ア．自主事業企画について」で述べた自主企画事業の各

取組みは、お互いの関係性を築く機会として活用することはもち

ろん、地域住民への情報発信手段として活用していきます。 

○顔の見える関係構築と情報提供 

・連合町内会自治会等の会合、各地域のイベントへの出席の機会

を通じての情報提供 

・広報誌「城郷だより」の配布、地域への回覧、町内の掲示板へ

の掲示、医療機関や商店街等へのチラシ類設置依頼を通じての

情報提供 

○情報提供の場に着目したもの 

・ケアプラザでの実施にこだわらず、自治会館等をお借りして各種講座等を実施 

○提供する対象ごとの企画 

・高齢者、子ども、障害者などカテゴリーに応じ、事業を通じて選択された情報を提供 

 

 

(3) 生活支援体制整備事業 

ア 高齢者の生活上のニーズ把握・分析について 

担当地域における高齢者の生活上のニーズを把握・分析する方法について、具体的に記載してく

ださい 

城郷だより 
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これまで、高齢者施策については、国を挙げて「自助」「公助」が進められてきました

が、これからは地域住民同士がお互いに助け合う「共助」が求められる時代に突入してい

ます。横浜市の介護予防・生活支援サービス補助事業（サービスＢ）における、「通所型支

援」「訪問型支援」「配食支援」「見守り支援」を進めていくために、生活支援コーディネー

ターを中心に多職種で、地域ケアプラザ担当地域全体の各種情報の把握と課題を抽出した

上で、地域住民に働きかけを行ない、住民主体サービスの基礎を次のような流れで検討し・

構築します。 

 

１． ケアプラザ内の連携：地域包括支援センターにあげられる総合相談や居宅支援部

門、デイサービス等に挙げられる制度では支援困難となっている生活課題等情報

等、個別のニーズ課題等を収集し、地域特性(地形、交通、世帯状況、社会資源等)

を踏まえた分析を行います。 

２． 地域情報の収集：事業参加者からの情報収集や地域の会合等へ出席し、現状課題等

を把握します。城郷地区では、支えあい連絡会が平成１７年に開始して以来現在も

機能しており、地域住民と課題を共有し、解決に向けた取り組みを共同で行ってい

ます。 

これまでケアプラザとの接点の少ない民間企業・商店会、福祉活動以外の市民団体

等、生活圏域の社会資源からの情報からも住民のニーズや動向がうかがえます。多

種多様な機関等の関係作りを進めます。 

３． 行政・関係機関等の連携：行政から上げられる地域情報データなど活用し、課題に

応じた分析した上で、動向の推移を検討し取り組みに活かしていきます。 

 

生活支援事業は地域ケアプラザ全体の業務と受け止め、各部門の連携で事業に取り組

み、連合町内会との協働はもちろん地区社協・民生委員児童委員・老人クラブ等とも協

力いただきながら「住民が必要とする活動」の構築に努めます。 

 

 

イ 多様な主体による活動・サービス及び社会資源の把握・分析について 

  民間企業や NPO法人等、多様な主体による社会資源を把握・分析する方法について、具体的な取

組を記載してください。 

 

 ケアプラザとして情報収集することはもちろん、地域ケア会議や協議体などを活用し、活

動団体同士が直接、理解し連携できる環境作りを積極的に取り組みます。 

 区内生活支援コーディネーターが協働し、企業の地域連携等の調査を進めています。収集

した情報を城郷地区でも活用し、地域活動と企業の取り組みのコーディネートを行います。 

 また、区内・市内において、民間企業・ＮＰОなどの活動紹介や情報交換会などに積極的

に参加し、活動状況を把握するとともに、地域連携の接点を見出すよう様々な角度でアプロ

ーチしていきます。 
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ウ 目指すべき地域像の共有と実現に向けた取組み（協議体）について 

目指すべき地域像を地域住民等と共有し、その実現に向けた協議の場（協議体）を設置・運営す

る方法について、具体的に記載してください。 

 

 メンバーを固定的にするのではなく、地域の課題や目指す方向性に応じ様々なメンバーが集

い多種多様な意見や支援が可能となるよう検討できる場として、協議体を活用していきたいと

思います。 

例えば、ボランティアの高齢化等により活動をどのように継続していくかという課題解決に

向き合っていきたいと考えます。 

 

・ひっとプラン推進会議 

城郷地区地域福祉計画「たすけあうまち城郷」は、課題目標に応じた３つの分科会（見守り・

子育て・地域活性化）において具体的な取り組みがされています。各分科会に担当職員を配置

し、それぞれの職種が持つ専門性を活かしたサポートを行います。また、事務局として地区別

計画に活用できる情報収集・発信、データ分析、コーディネートなどケアプラザの強みを生か

した支援を行います 

 

・支えあい連絡会 

平成１７年度に発足した「城郷地区支えあい連絡会」は平成１６年度開所の城郷小机

地域ケアプラザと並走しながら歴史を作ってきたような事業です。 

「隣近所の希薄な関係性」「住民同士の連携不足」「新旧住民間の交流不足」等の問題

意識からスタートした取り組みは城郷地区の全世帯を対象に「家庭用緊急カード」の作

成から始まり、家事支援グループ「城郷ふれあいの会」や独居高齢男性の孤立死防止を

目指した昼食会「ダン・ラン」を立ち上げました。 

また、城郷地区８，０００世帯へのニーズ調査アンケート実施などの様々な実績を残

してきましたが、常にケアプラザが一緒になってその取組みをサポートしてきた歴史が

あります。 

今後も協力関係を継続しながら新たな実績を築いていきたいと考えます。 

 

 

エ 地域の活動・サービスの創出、継続、発展に向けた支援について 

  地域の活動・サービスを創出・継続・発展させるための取組について、具体的に記載してくださ

い。 
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地域の実情とグループ活動の意向を確認しながら、活動の継続・発展に向けた支援を行い

ます。活動の活性化となる情報提供や提案を積極的に行うことはもとより、活動負担がある

場合には、活動の見直しに向けた提案・支援、世代交代が可能となる仕組みづくりの提案・

支援等を行います。 

地域の方々自らで立ち上げた任意団体によるサービスＢを地域ごとに確保し、コーディネ

ーターや包括などケアプラザ全体でその運営を継続的に支援します。現在、城郷地区ではサ

ービスＢ事業が３事業あり、すべてを任意団体が担っています。横浜市全域でも５８事業、

任意団体が担っている事業に限定すると８事業という状況の中で、誇るべき状況であると考

えています。城郷小机地域ケアプラザはこれらの事業が今後も安定的に運営されるために、

これまで同様にサポートしていくとともに、次の新たな展開も模索していきます。 

 

子どもの居場所支援「たまりＢＡこづくえ」の立ち上げから発展までの経緯も一例として

ご紹介します。 

平成２８年、地域住民から子どもに関わる課題を含んだ情報が複数件持ち上がり、それを

受けて平成２９年２月に「第一回城郷地区 夕方からの子どもの居場所づくり」事業プロジェ

クト会議を実施しました。この会議には町内連合会長や地区社協、地区民児協をはじめ近隣

小中学校長、区役所、区社協、地域住民代表、ボランティア団体代表などにご参加いただき、

夕方からの子どもに関する問題を共有しました。 

 

その後、平成２９年５月と７月に二度の勉強会を重ね、平

成３０年１月に２町会長と栄養士、区社協、ケアプラザで「こ

どもの居場所事業実行委員会」を立ち上げ、こどもの居場所

事業「たまりＢＡこづくえ」をスタートしました。 

毎月、近隣小学校に出向いて開催チラシを配布することで

徐々に浸透し、今では毎回２０名前後の児童が参加していま

す。立ち上げ段階から小中学校をはじめとした関連先と調

整して進めたことで、順調な運営が叶い令和２年度からは

自立化を予定しています。 

 

 

(4) 地域包括支援センター運営事業 

ア 総合相談支援業務について 

  地域性を踏まえた上で、地域包括支援センターの基本機能である総合相談支援業務をどのよう

に展開していくか、具体的に記載してください。 

たまり BA こづくえ 
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【(ｱ) 第１号介護予防支援事業（居宅要支援被保険者に係るものを除く）】 

○ 包括３職種自らが行うケアマネジメントと共に、近隣の居宅介護支援事業所（ケアプ

ラザ内の事業所を含む）への委託、さらには必要に応じプランナーの採用等、適切な人

員を確保し体制を整えてまいります。専門職人材は法人内の異動及び新規採用によって

確保します。 

○ 委託先の選定にあたっては「ハートページ」等の情報を活用して、ご利用者・ご家族

に必要な情報を提供し、ご利用者・ご家族が適切な事業所等を選ぶことができるように

します。また、自ら行うケアマネジメントにおいても「ハートページ」の活用等によっ

てご利用者・ご家族が十分な情報の中から適切な選択ができるようにいたします。 

 ○ その他居宅要介護支援被保険者に係るものと共通する点については、後述の「５．事

業（５）居宅介護支援事業」を参照ください。 

【(ｲ) 総合相談支援】 

地域包括支援センターの啓発活動について、次のようなプロセスを念頭に実施をいた

します。 

① 地域諸団体への情報提供として、連合町内会自治会、地区社会福祉協議会、民生委員

児童委員連絡協議会、老人クラブ等の定例会に職員が出席し、地域ケアプラザの事業

や地域包括支援センターの活動内容等の説明を行います。各会の役員・委員の皆様に

は、地域包括支援センターの業務内容を適切にご理解頂けるよう努めます。 

② ケアプラザの広報誌

「城郷だより」を毎月 1

回発行し、ケアプラザ

および地域包括支援セ

ンター事業等の広報・

啓発を行います。連合

町内会自治会、地区社

会福祉協議会等のご了

解を得たうえで、町内

会の回覧文書と一緒に

回覧（及び掲示板への

掲示）して頂けるよう

調整を図ります。また、エ

リアの医療機関等には顔の見える関係構築のために直接届けていきます。 

③ 必要に応じて、その他の地域関係団体の定例会等にも職員が出席するとともに、団体

のご了解を得た上で構成員の方からニーズ把握に努めます。 

④ 民生委員・児童委員と定期的に情報交換を行い、必要に応じて、訪問に同行します。 

⑤ ①～④内で得られた課題については、港北福祉保健センターと連携して解決に努めま

す。特に虐待事例や悪質商法被害事例等については、港北福祉保健センターに加え、

港北警察署、所管交番と適宜連携して解決に努めます。 

城郷だより 



- 61 - 

 

⑥ 上記の課題のなかで、介護保険の制度理解や介護予防事業の啓発など、広く地域住民

に知っていただく必要がある事項については、地域住民を対象とした講演会、研修会

等を実施します。その際、地域のニーズにより適切に対応するため、自治会館及び集

会所での開催が望ましい事項については、実質的な事務局は地域包括支援センターと

し、連合町内会、地区社会福祉協議会等と共催して実施します。 

 

イ 認知症支援事業について 

地域性を踏まえた上で、地域包括支援センターの基本機能である認知症支援事業をどのように

展開していくか、具体的に記載してください。 

 

・日々の相談業務ではたくさんの認知症の方々、またはご家族からの相談が入ります。 

 早期発見・早期治療につなげられるように、ご家族ともども情報提供や支援をしていきま  

 す。また、医療機関やケアマネジャーと連携して対応をしていきます。 

・城郷地区には横浜市総合保健医療センターがあり連携が取りやすい立地です。 

 受診や相談に迷いがある方がたくさんいらっしゃいますが、総合相談室や認知症初期集中 

 支援とも連携しながら支援を開始します。 

・地域ケアプラザの５職種とキャラバンメイトと毎月定例会を開催しています。 

 認知症サポーター養成講座を定期的に開催し、地域の方々にわかりやすく認知症を理解 

 していただくような工夫をしています。 

 令和元年度はそれぞれ城郷小学校、小机小

学校を会場に５年生を対象として、地域の

キャラバンメイトの協力を得ながら「認知

症サポーター講座」を実施しています。両

校合算で２００名強の生徒に寸劇とクイ

ズを織り込んだわかりやすい認知症講座

を実施しています。 

 

・専門的な医師からの情報提供も必要なた

め、専門医の講座を定期的に開催します。 

・老人会やサロン等のより身近な場所での情 

報提供も保健師をはじめとしたケアプラ

ザ職員が連携してわかりやすい講座を開

催していきます。 

 

 

 

認知症サポーター講座 
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ウ 権利擁護業務について 

地域性を踏まえた上で、地域包括支援センターの基本機能である権利擁護業務をどのように展

開していくか、具体的に記載してください。 

 

 住み慣れた地域で尊厳ある生活を維持しつづけていきたいというのは人々共通の願い

であろうと考えます。一方で、高齢者が生活に困難を抱えた場合、地域住民及び民生委員

等による支援や介護保険サービスの導入のみでは尊厳のある生活の維持が困難な場合も

あります。これを踏まえ、以下のとおり対応いたします。 

１． 高齢者に対する虐待は、高齢者の増加とともに社会問題として広く取り上げられて

おりますが、虐待が家族などの介護者によって行われる場合や虐待として認識され

にくい等の課題により顕在化しにくいことも事実です。今までの港北区全体の状況

と実績を事例検討し、虐待に関する相談及び対応を進め虐待の実態を的確にキャッ

チし迅速に対処できるよう、地域包括支援センター職員は総合相談から各種事業ま

でのあらゆる場面の中で虐待が疑われる情報をすばやくキャッチし、専門性に基づ

いて行動しなければならない点を常に留意して対応していきます。 

２． 第６期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画では「虐待を受けた高齢者の

多く（７割）に何らかの認知症の症状が見られたことから、認知症による言動の混乱

やこれに伴う介護者の心身の疲労が虐待の原因となることが考えられ、介護者の支

援の充実が必要…。」と示されております。認知症の予防や症状についての啓発活動

は虐待の芽を摘む有効な手段として講演会や地域住民向けの実践講座等にて実施し

ていきたいと考えています。 

３． 独居高齢者や親族と関係性が希薄な高齢者が認知症を発症するケース等の増加も予

想されます。地域包括支援センターとしては、成年後見制度の的確な活用や地域住

民を対象とした啓発活動を実施していきます。 

４． 高齢者の消費者被害の防止として、港北警察と連携し講師を招いて講演会等を定期

的に実施していきます。 

 

平成３０年度には城郷地区の老人会に併せて高齢者への詐欺被害に関する啓発を行い

ました。港北警察にご協力いただき、詐欺被害の現状について講義を行い詐欺被害防止

を図っています。また令和元年度の地域ケア会議でも港北警察にご参加いただき、詐欺

被害防止の啓もう活動を頂いたり、必要に応じて警察との連携を図っています。このよ

うな取組みを引き続き実施していきたいと考えます。 

 

 

 

エ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務等 

地域性を踏まえた上で、地域包括支援センターの基本機能である包括的・継続的ケアマネジメン

ト支援業務等をどのように展開していくか、具体的に記載してください。 
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■包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

 

  １ 地域住民等との連携 

１） 地区社会福祉協議会及び民生委員児童委員連絡協議会と協働し、相互理解を深める

ための勉強会等を開催します。勉強会の議題は各会と地域包括支援センターの共通課

題の解決に向けた内容とします。 

２） 包括レベル地域ケア会議においても①で得られた情報を必要に応じて地域課題と

して検討することも想定し、常に課題発見に向けて努力します。 

３） 民生委員とケアマネジャーが同席する形での介護保険制度勉強会等を開催し、顔の

見える関係を築くと共に、双方が持つノウハウや知識について一定基準を満たす事が

できるよう努めます。 

２ 医療機関、居宅介護支援事業所との連携 

城郷小机地域ケアプラザ地域包括支援センターでは、医療機関との顔の見える関係性の構

築のため、広報誌等を持参し、毎月担当圏域の医療機関（病院、診療所等）に訪問しており

ます。現在は横浜市労災病院及び、地域内のこうの医院、牧野記念病院等の医療相談室とは

緊密に連携して対象者の支援を行っています。 

また、居宅介護支援事業所等との顔の見える関係性の構築のため、ケアマネジャーのニー

ズを把握し、その課題解決のための支援に努めております。 

医療機関や居宅介護支援事業所といかに緊密な関係性が構築されていても、対象者の急変、

虐待避難等の理由により支援困難な事例が発生する場合があります。 

その際は対象者の心身の安全を最優先事項とし、介護保険サービス事業所や医療機関等の

関係機関と協働して速やかに対応いたします。 

３ ケアマネジャーへの相談助言、新任ケアマネジャーの育成支援 

ケアマネジャーは、介護保険制度その他関連法令に則り利用者や家族の相談援助、支援計

画作成、サービス調整を行う職種ですが、社会がケアマネジャーに求める能力は年々高まっ

ています。なぜならば、一人暮らしの高齢者の方が増え、更に医療保険制度改正により在院

日数も短くなり、重い症状を抱えながらご自宅にて一人で生活される方が多くなっているか

らです。 

ケアマネジャーに求められる要素としては、介護保険制度や相談援助技術は勿論の事、そ

れに密接に関係する医療的知識に加え、障害者サービスについては障害者総合支援法、生活

保護制度、横浜市独自事業、日常生活全般に関与してくる民法など、知らなければならない

知識・技術は限りなく存在します。 

これを全て個人で習得しているケアマネジャーの存在は極めて稀であり、多くは個々のケ

アマネジャーが持つ固有の知識・技術を共有し、協力し合いながら業務に当たっているのが

現状です。 

 このように、自己研鑽では社会が求める能力の獲得に無理がある現状を重視し、私たちは

地域のケアマネジャーが必要な知識と技術が獲得できるよう研修会「城郷ケアマネ倶楽部」
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を定期開催していきます。その際には、地元で活躍する専門職の方を講師として招聘する事

で、顔の見える関係作りにも寄与して参ります。更に、支援が難しい方の相談や、法解釈問

題などに対応し、ケアマネジャーが一人で困り果てる事が無いようにしていきます。 

 また、ケアマネジャーは必ず指定居宅介護支援事業所に

所属しますが、小規模事業所では、ケアマネジャーの人数

が少ないが為に、十分な教育を受けられないまま業務に就

かざるを得ない事例が少なからず存在します。そのような

事業所に所属するケアマネジャーの教育実習を受け入れ

る事により、地域のケアマネジャーの質の底上げを行い、

その結果、地域住民へのサービスの質の向上に寄与致しま

す。 

 

 

 

オ 地域ケア会議について 

地域包括ケアシステムの実現のために、地域ケア会議を活用してどのように取り組んでいくか、

具体的に記載してください。 

 

地域ケア会議は、高齢になっても、住み慣れた地域でその人らしい生活が継続できる地

域包括ケアシステムの実現に向けた手法で 以下の①②を同時に考えていく事を目的に

しています。 

１． 高齢者個人に対する支援の充実 

２． 高齢者を支える社会基盤の整備（地域づくり） 

です。 

これまで、高齢者の個別課題に対して問題解決のために開かれる会議はケアマネジャー

が介護保険事業の一環として開く「サービス担当者会議」が主でしたが サービス担当者

は会議関係者間でのサービス調整・問題共有で終わる場合が多く、保健・医療職 インフ

ォーマルサービス、住民 組織等の協力者の参加が少ない傾向にあり、多職種の意見が確認

出来ない現実がありました。 

そこで、地域の支援者を含めた多職種による専門的視点を交え意見収集・内容の把握と

推進をするのが「地域ケア会議」の目的です。 

１． 適切なサービスにつながっていない高齢者の支援 

２． 地域で活動する介護支援専門員の自立支援に資するケアマネジメントを支援 

３． 個別ケースの課題分析等を通じて地域課題を発見し、地域に必要な資源開発  

４． 介護保険事業計画への反映などの政策形成につなげる 

上記の視点に添って進めていきます。 

具体的には 地域ケア会議に個別事例をケアマネジャーから挙げてもらい、今までケア

マネジャーや介護保険のサービス提供事業所だけで解決方法を考えていた課題について、

地域包括支援センターの３専門職種（保健師、主任ケアマネジャー、社会福祉士）や、医

療・介護関係者以外の専門職、地域住民（民生委員、老人会など）と個別課題解決の話し

合いを行います。その結果、新たな視点での解決方法が見つかる場合もありますし、仮に

城郷ケアマネ倶楽部 
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解決策が見つからない場合でも地域住民の有志が新たに集まる機会を提供でき、その集ま

りを端緒にして全く新しい連携関係が地域に作られる事も期待できます。そのような連携

関係が自然発生的に作り上げられる事により、地域において新たに問題が発生する事その

ものを予防する会議としても機能できるよう体制構築を進めていきます。 

さらに、地域ケア会議を積み重ねる事で地域課題が明確になり、課題を正確に把握でき

れば困難な個別ケースの早期解決につながり、問題の長期化を予防する事になります。 

地域でのその人らしい生活の継続の実現に向けて、定期的に開催する地域ケア会議から得た

地域の課題・ニーズを集約し自主事業・ボランティア事業につなげられるように努めます。 

城郷小机地域ケアプラザでは、以下のような規定に則って地域ケア会議を開催、運営します。 

 

１．「参加しやすい地域ケア会議」 

地域ケア会議を効率的、有意義な内容にするために、参加いただく民生委員や地域の町

内会自治会の皆様に対し、その目的やお話しいただきたい方向性等を事前に伝える等、

円滑に会議を進行していくための準備を徹底いたします。 

限られた時間内で方向性を損なわずに会議を進めていく、中心となるファシリテーター

（進行役）の技術向上も必須と考えます。 

２．医療と介護、地域住民との融合（多種多様な医療介護専門職、医師の参加） 

地域が持つ資源や能力を最大限に活用すべく、民生委員、児童委員、自治会や町内会等

からの意見はもとより、介護・医療の専門職それぞれが、客観的な意見を取り入れなが

ら検討し得る会議体を目指していきます。 

３．結論のある地域ケア会議 

個別ケースの検討を多種職で行う個人レベルを始点として、包括、区、市のレベルでの

地域ケア会議といった重層的に構成されるべきという横浜市の施策に則り、より広域な

レベルでの検討を行い、その成果を地域にフィードバックし、資源開発や政策形成を目

指します。 

 

個別ケースに関しては、５Ｗ１Ｈを踏まえての役割分担と、支援の方向性や、今後のリ

スクに関する対策の決定を明確にします。 

さらに、現状の地域における社会資源の限界点についても議論し、新たな支援の枠組み

や行政への提案等も含めて、上位の地域ケア会議での議論へつなげられるように努めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 66 - 

 

カ 指定介護予防支援事業・第１号介護予防支援事業（介護予防ケアマネジメント）について 

事業実施に係る人員の確保・育成、指定居宅介護支援事業者への業務委託についての選定方法及

び具体的な支援内容の計画について記載してください。 

 

 【人員の確保・育成について】 

１．事業実施にかかる人員の確保 

地域包括支援センターは、原則として社会福祉士、主任ケアマネジャー、保健師（経

験のある看護師）の３職種３人体制で、介護予防ケアマネジメント事業を進めていきま

す。当法人では、法人全体の有資格者（令和２年１月３１日現在の在籍者：ケアマネジ

ャー４０２人、主任ケアマネジャー１００人、看護師（正・准）３５１人、社会福祉士

８７人）から、その任務にふさわしい人材を選抜し７ケアプラザに配置しています。城

郷小机地域ケアプラザの職員確保に当たっても、必要な人員を確保し、適正配置をして

まいります。 

２．人員の育成計画 

当法人では職員の定着と ES 向上を目的とした教育部門があり、職員の自己研鑽を支

援、もしくは業務上必要な知識・技術を習得してもらうための教育を実施しています。 

 

【業務委託についての選定方法等について】 

１．業務委託についての選定方法 

介護予防ケアマネジメントは地域包括支援センターが包括的支援事業全体の円滑な

実施を考えた上で、業務を指定居宅介護支援事業所に委託し、相互に協働しながら支援

をする事も可能です。委託先選定に関しては、利用者の意向、事業所全体として様々な

ケースへの対応力の有無、担当ケアマネジャー不在時における相談連絡体制など総合的

に勘案して利用者にご提案します。そして、業務委託する際は、指定居宅介護支援事業

所と地域包括支援センターとの契約を利用者の同意を得たうえで行っていきます。 

２．具体的な支援内容の計画 

要支援者及び基本チェックリストの記入内容が事業対象者と判断できる者が要介護

状態等となることを予防するため、その心身の状況、その置かれている環境その他の状

況に応じて、対象者自らの選択に基づき、介護予防事業その他の適切な事業が包括的に

効率的に実施されるよう必要な支援を行います。今後、対象の高齢者がどのような生活

をしたいかという具体的な日常生活上の目標を明確にし、その目標を対象者、家族、事

業実施担当者が共有するとともに、対象の高齢者自身の意欲を引き出し、自主的に取組

を行えるように支援します。 

１） 課題分析(アセスメント)…日常生活の状況、生活機能の低下の原因や背景などの課

題を明らかにします。 

２） 目標の設定…課題分析の結果、個々の対象者にとって最も適切と考えられる目標を

設定致します。 

３） モニタリングの実施…介護予防事業が実施される間、地域包括支援センターは、必

要に応じて、その実施状況を把握するとともに、当該事業の実施担当者等の関係者

の調整を行います。 

４） 評価…事業の実施担当者からその事後アセスメント等の結果報告を参考にしつつ、

対象者及び家族との面接等によって各対象者の心身の状況等を再度把握し、適宜、

介護予防ケアプランの見直し等を行います。 
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キ 一般介護予防事業（介護予防普及強化業務）について 

市や区の方針に沿って、介護予防に関する普及啓発や地域活動支援等の介護予防事業をどのよ

うに展開していくか具体的に記載してください。 

 

介護保険で要介護(支援）と認定された 65 歳以上の高齢者の 8 割が 75 歳以上であり、

介護が必要になった原因は、廃用(使わない事、生活の不活発、安静)で起こる全身の心身

機能、生活機能の低下)などによるものであるケースが増えています。『介護予防とは、元

気な人が要介護状態にならないように、また介護が必要なった人もできるだけ機能を維持

改善できるようすることで、元気な「今のうちから始める介護予防」が大切です。（横浜市

介護予防ガイドブックより)』 

 

予防給付に関するケアマネジメントについては、法令に定められたプロセスに沿って業

務を進めます。またケアプランの作成においては、予防給付（介護保険）のサービスだけ

ではなく、包括的・継続的ケアマネジメント事業において培ったインフォーマルサービス

の活用も常に念頭におき、利用者と一緒になってプランを検討し、作ってまいります。 

二次予防事業及び予防給付の介護予防ケアマネジメントの今後の活動においても、状況

の推移を把握しながら活動してまいります。また、港北区福祉保健センターを始めとした

関係機関と積極的な情報交換を行い、行政施策立案のための効果的な考察材料となるよう

努めます。 

 

この観点から、介護予防に関する普及啓発等の方向性としては、それぞれの環境に応じ、

活動的な生活を送るための支援を主としたものとすることが考えられます。 

現在の城郷小机地域ケアプラザの取組の特色としては、支援の必要性が比較的高いと思

われる男性の前期高齢者に重点を置いた介護予防の取組みを実施しています。また、地域

住民への実態調査や総合相談内容から、地域課題やニーズを把握し、より地域の実態に即

した内容の介護予防事業を身近な通いの場で企画・実施するよう心がけています。 

 

【普及啓発の流れ（概要）】 

１． 連合町内会、地区社会福祉協議会、民生委員児童委員連絡協議会、老人クラブの定例会

等に出向いて、地域ごとのニーズ把握を進める。 

２． ニーズに則した介護予防事業を企画立案する。 

３． 職員が各会、各クラブに出向いて、介護予防事業の必要性について説明を行なう。 

４． 各会・クラブの了承（ご理解）を得て、介護予防事業への参加者の募集（地域の回覧板、

自治会館へのポスター掲示等）を行う。 
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【介護予防事業について・これまでの取り組みについて】 

介護予防に取り組む個人が気軽に負担なく継続できる取組みを地域の方に提案し、自発的

な介護予防活動を呼びかけます 。グループ活動やイベント情報の提供などを通じてウォーキ

ング、ラジオ体操、軽スポーツなどへの参加を促し、個人が楽しみながら取り組めるきっかけ

づくりをします。 

また、自主事業の企画、運営を通じてグループで取り組むプログラムを地域の方々に楽し

みながら参加して頂けるように取り組みます。特に横浜市が推進する「元気づくりステーシ

ョン」事業を広げていくとともに、ケアプラザでの開催に拘らず様々な施設と連携して活動

場所を広げながら取り組んでまいります。 

 

【取り組み例】 

○元気づくりステーション 

 城郷地区には現在２か所の元気づくりステーショ

ンが活動中です。 

平成２６年度に活動を開始した鳥山元気サロンは、

毎月 1 回、地域の保健活動推進委員が中心となり、歩

行能力の向上と認知症予防を目的としたスクエアステ

ップを中心に、ストレッチや筋力トレーニング等の体

操を組みあわせて実施しています。 

 

 

○岸根ウォーキング 

もう一つの元気づくりステーションである岸根ウ

ォーキングは、岸根地区にある岸根公園という、緑豊

かな公園でのウォーキングを主体とした活動グルー

プです。 

「いつまでも自分の足で歩ける体づくり」を目指

し、約１０名のメンバーを中心に活動しています。 

 

 

鳥山元気サロン 

岸根ウォーキング 
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○GOGO 健康教室 

平成３０年度より、前期高齢者に向けた介護予防の普及啓発を目

的に事業を行っています。 

平成３０年度には、理学療法士を講師に招き、E-SUS というア

セスメントセットを用い、運動機能に加え心理社会面、生活空間も

含めた機能評価を運動機能の評価を行いながら、様々な運動メニュ

ー、グループ活動の紹介を行うことで、参加者が運動を自発的かつ

継続的に取り組めるよう配慮し、全１０回のプログラムを実施しま

した。参加者の約半数が前期高齢者であり、講座終了後もケアプラ

ザや地域の体操教室等のグループ活動を継続されています。 

平成３１年度には、だれでも気軽に取り組め、継続しやすいウォ

ーキングをテーマに、前期・後期それぞれ４回の講座を実施してい

ます。 

 

○認知症予防 

平成２９年度に、認知症予防プログラム「スリーＡ」を地域のサ

ロン等で実施してもらうためのリーダー養成講座を行いました。そ

こで養成された４名の方が中心となり、「しろさとの和」というグル

ープとして、地域のサロン等に出張してもらい、プログラムを実践

して頂きました。平成３１年からは、「頭とからだのリフレッシュ教

室」という、スリーＡを中心とした認知症予防教室を開始し、企画

から実施まで、「しろさとの和」のメンバーが主体となって毎月一回継続して開催しています。 

参加者はまだ少数ですが、認知症の当事者や地域のサロン・体操教室の支援者が参加してく

ださっており、地域に向けた認知症予防のプログラム普及の一助となっています。 

 

【地域への出張講座】 

 ケアプラザ館内だけでなく、地域に出向いた活動も積極的に行っていきます。以下に挙げ

るのは活動の一例です。 

 

〇認知症講座 in 大堀老人会 

令和元年 11月に大堀町内会館にて認知症講座を行いました。当日は 32名の方にご出席

いただき、認知症に関する基礎知識についてのお話や、早期発見の重要性と医療機関の受

診について、認知症の方の対応方法等を学んでいただきました。 

大堀老人会には後期高齢者も多いため、認知症に対する正しい知識や、対応方法を知っ

て頂くことで、認知症になっても通い続けられる暖かな雰囲気が会の中で醸成されるよう、

今後も支援を継続していきます。 

Ｅ－ＳＵＳ 

GOGO 健康教室 
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ク 多職種協働による地域包括支援センターネットワークの構築について 

包括的支援事業を効果的に実施するために、介護サービスに限らず、地域の保健・福祉・医療サ

ービスやボランティア活動、インフォーマルサービス等の社会資源が有機的に連携できるための

ネットワークづくりをどのように行っていくかを記載してください。 

 

 地域包括ケアシステムが構築され、か

つ有効に機能するためには、家族や近隣住

民、民生委員・児童委員、ボランティア等

のインフォーマルサービスと、関係行政機

関、保健・医療・介護の専門職機関や団体

等のフォーマルサービスが連携すること

が不可欠であり、解決すべき課題に応じて

必要な支援体制が構築できるように目的

に応じて自在に変化できるネットワーク

を構築することが、地域包括支援センター

の「総合相談・支援事業」として、また「地

域ケアプラザの基本的機能」として、各職員に共通する業務に位置づけられています。 

地域包括支援センターは、保健師等、社会福祉士、主任ケアマネジャーがその専門知識

や技能を活かし、縦割りで業務を行うのではなく地域活動交流コーディネーター、生活支

援コーディネーターとも情報の共有や相互の助言を通じて、地域の包括的なネットワーク

の構築・支援を行います。特に、高齢人口の増加や在院日数の短縮等により、医療的ニー

ズの高い在宅療養者や認知症高齢者の増加が予測されており、地域の在宅等療養者に対し

円滑かつ適切にサービスが提供されるよう、地域のネットワークを構築しつつ、個別サー

ビスのコーディネート機能も発揮することが求められています。 

地域包括支援ネットワークは、地域の実情に応じて構築されるものですが、構築のため

 

〇サロン土井 経絡体操講座 

令和元年 7月に土井町会館にて経絡体操講座を実施しました。サロン土井は地元の町内

会が主催する月 1 回のサロンです。茶話会と併せ、月替わりで催し物、物づくりの教室等

を実施していますが、サロンに通い続ける体力を維持する必要性と、体を動かす楽しさを

知ってもらおうと、地域のマッサージ鍼灸院の先生に講師を依頼し、自宅でも簡単にでき

る経絡体操と、脳トレの要素を取り入れた体操を教えていただきました。 

当日は 23名の方にご出席いただき、皆さん笑顔で取り組まれていたのが印象的でした。

地域の方が、参加しながら楽しく健康づくりに取り組める場となるよう、今後も支援して

いきます。 
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のひとつの手段として、国の通知「地域包括支援センターの設置運営について」において、

「行政職員、包括センター職員、介護サービス事業者、医療機関関係者、民生委員等から

構成される合議体（以下「地域ケア会議」という。）の開催が示されています。介護保険法

の規定に、地域包括支援センターと関係者との連携努力義務が新設された背景には、次に

述べる機能を効果的に遂行することをねらいとしたものであり、地域ケア会議について

は、こうした機能を地域において実現していくことが求められます。 

ア 個別ケースの支援内容の検討を通じた、 

①高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括支援ネットワークの構築 

②地域の介護支援専門員の、法の理念に基づいた高齢者の自立支援に資するケアマネ

ジメントの支援 

③個別ケースの課題分析等を行うことによる地域課題の把握 

イ その他地域の実情に応じて必要と認められる事項 

多職種による個別ケースの検討や課題分析を行うことは、単に個別ケースの解決が重

要という意味だけでなく、個別の検討を通じて地域における支援体制づくりに繋げる

目的も含んでいます、更にその地域に不足している資源を開発していくことや、地域

の課題の解決のために必要な政策形成に繋げていく事が求められます。 

 

 

(5) 居宅介護支援事業 

公の施設における事業提供であることを踏まえ、居宅介護支援事業について、指定介護予防支援事

業者との連携体制も踏まえて記載してください。 

 

 【公の施設における事業提供】 

地域ケアプラザは公の施設であり、「住み慣れた町で健やかで安心して暮らし続ける」

ための地域福祉保健活動の拠点です。ここでの居宅介護支援サービスの提供は、このこと

を踏まえて、次のような事業展開を行っていきます。 

○日頃から地域の医師等との連携し、医療知識を高め、医療ニーズの高い方々に対して

も支援します。また、多分野との地域連携スキルを備えたケアマネジャーを配置しま

す。 

○地域包括支援センターを併設している強みを生かし、困難ケースの相談・同行訪問や

介護予防支援の受託等に連携・協力して対応します。 

○病院との連携を図り、スムーズな退院、在宅復帰ができるよう支援します。 

○城郷地区のみならず、区内他地区、区外近隣にも対応します。 

 

【居宅介護支援事業の運営方針】 

１． 心と心のふれあいを大切に、地域に密着したサービスの提供を目指します。 

２． 生活の質を維持、向上させることで、住み慣れたまちで安心して暮らして行けるよ

うに、思いやりと優しさをモットーに支援いたします 

３． その人らしい生活を可能な限り在宅で継続できるよう、利用者や家族の立場にたっ

て、一緒に考えていきます。 

４． 介護保険制度を熟知し、情報交換や業務改善会議及び研修等を実施し、ケアマネジ
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ャーの質を高めていきます。 

５． 横浜市からの委託による認定調査を受託し地域に貢献いたします。 

６． 利用者や家族のプライバシーに深く関わる事業であり、個人情報の漏えいが無いよ

う、関係法令及び守秘義務を厳守します。 

 

 

 

(6) 通所介護等通所系サービス事業（実施施設のみ） 

プログラム及び運営方針について、具体的に記載してください。 

 

【運営方針】 

いつもでも住み慣れた地域で活き活きと暮らせるように、地域の皆様に開かれた施設を

目指し、ご利用者の自分らしい生活実現のための支援を積極的に行っております。 

１．入浴や食事などの日常生活支援に加え、生活機能向上のための機能訓練やレクリエーショ

ンなどを受けられる日帰りの通所介護サービスを行います。ご自宅から施設への行き帰り

送迎いたします。 

２．医療対応 

当事業所は中重度者ケア体制加算算定施設で、医療依存度の高い方にも対応しています。 

看護師・介護職ともに手厚い人員体制で長期に渡りご利用いただけるよう支援いたしま

す。 

３．認知症予防プログラム 

認知症を防ぐには脳トレーニング等が良いことが知られています。パズルやドリルなどを

使用した脳トレーニング、その他、認知課題と運動を取り入れたプログラムを実践し、効

果的に活性化を図ります。 

４．機能訓練（生活リハビリ） 

目標に合わせた継続的な機能訓練により、筋力維持による転倒予防や失禁予防など在宅生

活の継続を支援いたします。 

５．アクティビティ 

「できる力」 に着目した個別の支援を行い、役割・趣味・楽しみなどを通して「生活機

能」全体の向上を目指します。 

６．人と人との繋がりを大切に 

当法人では地域社会との交流、人と人との心のつながりを最も大切な資産と考えており

ます。地域の方にもご参加いただけるお祭りの開催や、学生との交流を通じて施設内だ

けにはとまらない多種多様な活動を提供いたします。 

 

 

６ 収支計画及び指定管理料 

(1) 指定管理料の額及び施設の課題等に応じた費用配分について 
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収支計画、利用者サービスのための経費に対する考え方について、施設の特性を踏まえて記載して

ください。 

 

指定管理料提案、収支予算については、当法人が７ヶ所のケアプラザを運営してきた

実績を元に算出しております。具体的な数値については別紙様式３をご参照ください。 

 

サービスのための経費・修繕費など、全体にかかる費用については、事業特性を踏まえ

た上でサービス受益者人数や事業内容等に基づく「全体費用の適正な負担比率」が必要

と考えます。   

修繕費については現状年間一律に６０万円までとなっておりますので、この範囲内に

収まるように計画的に修繕等を行い、これを超える分については区と協議して進めて参

ります。 

 

 また、経費按分の比率については当該経費の性格、および各事業の年間計画等によっ

て負担割合を検討します。事業計画の変化に合わせて見直しを行い、適切な状態を維持

します。 

 

 

(2) 利用料金の収支の活用及び運営費の効率性について 

利用料金の収支の活用や運営費等を低額に抑える工夫について記載してください。 

 

 １．利用料金の収支の活用 

  指定管理料で運営する地域活動交流事業のうち貸館については目的外使用を除き利用

料金は徴収しておらず、また、目的外使用で利用料金を徴収したものは横浜市に納入して

いますので、いわゆる利用料金制（利用料金収入は指定管理者の収入とし、その収入を事

業費に充てる。）は取っていません。地域活動交流で行っている自主事業については、横

浜市の利用料金制の導入を機に、地域ケアプラザで材料費等を参加費として個人負担にす

ることができることとなっています。利用者に適正な参加費をお願いし、事業に活用して

まいります。 

  また、当初指定管理料及び追加の指定管理料を合わせても、地域活動交流及び地域包括

支援センター事業の事業額が上回る分は、法人が補填してまいります。 

２．運営費等について低額に抑える工夫 

  横浜市からの公的資金も注入されたケアプラザの運営は、事業等の執行を能率的、効率

的に行うとともにあらゆる経費を定額に抑えることが必要と考えます。具体的には、以下

の取り組みを行ってきましたが、より一層の経費節減を図ってまいります。 

１） 物品購入にあたっては常時「必要最小限の数量」とし、余分なストック等を抱えな

いようにします。ストックが多くなると節約の意識低下を招き、保管場所等のコス

トも膨らむため、定期的に購入する消費財（清掃用消耗品、紙類、文具全般）につい

てはこまめな購入を心がけます。ただし、信頼できる事業所から継続的に購入する

ことで単価抑制を交渉します。 

２） 空調設備の適正な温度管理や照明・電気機器等の省エネ運用によって電気やガスな
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どのエネルギーの消費を抑えます。 

役務等の契約についてはその金額に応じて見積もり合わせや入札を適正に実施し、経費の

削減に努めます。当法人の総務部では清掃、機器管理、電気管理等の役務契約については

主要な施設の契約を数社の見積もり合わせ等で検討しており、ケアプラザ単独で契約する

よりも有利な条件での契約が可能です。  

 

また、建築局保全推進課で開催する「公共建築物の保全に関する研修」や水道局サービス推進

課で開催する「水まわり器具のメンテナンスセミナー」等にも今後とも積極的に参加し、最新

かつ適切な情報入手に努めるとともに、横浜市節電・省エネ対策基本方針を踏まえ、環境創造

局環境エネルギー課が実施する省エネ診断（令和元年７月４日受診）等も積極的に参加し、省

エネへの取り組みを確実に実施します。 

 

 

７ 前期の指定管理業務の実績（現在の指定管理者のみ記載してください。） 

(1) 前期の指定管理業務の実績について 

前期の指定管理期間における地域ケアプラザ事業の実績を記載してください。 

 

１． 関係機関との連携実績 

 

１）地区社協との連携事業 

【たまり BAこづくえ】 

平成２８年、地域住民から子どもに関わる課題を含んだ

情報が複数件持ち上がったことから、平成２９年２月に

「第一回城郷地区「夕方からの子どもの居場所づくり」事

業プロジェクト会議を立ち上げました。この会議には町内

連合会長や地区社協、地区民児協をはじめ近隣小中学校長、

区役所、区社協、地域住民代表、ボランティア団体代表な

どにご参加いただき、夕方からの子どもに関する問題を共

有しました。 

その後、平成２９年５月と７月に二度の勉強会を重ね、

平成３０年１月に、２町会長と栄養士、区社協、ケアプラザ

で「こどもの居場所事業実行委員会」を立ち上げ、地域住

民や近隣小学校との連携を通じて広く城郷地区のこども

たちの居場所として、安心して子ども達が過ごせる場を

「地域と共に」作っていくことを目的に定めて、こども

の居場所事業「たまり BAこづくえ」をスタートしました。 

毎月、近隣小学校に出向いて開催チラシを配布すること

で徐々に浸透し、今では毎回２０名前後の児童が参加してい
「たまり BA こづくえ」 
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ます。令和元年度は延べ３００名の児童の参加がありました。簡単調理実習を必ず取り入

れながら、参加するこどもたちとの会話もヒントにしながら遊びの提供も取り入れてい

ます。また、子どもたちにケアプラザを身近に感じてもらうことで次世代の担い手育成

にも努めています。 

さらに参加児童の中には不登校児童も見られたりし、新たな使命も帯びてきている事

業です。 

城郷地区社協会長を中心とした地域の方とともにケアプラザと区社協が関わり、実行委

員会形式にて企画運営していますが初期段階から小学校にもかかわっていただいている

こともあり順調な運営が叶い、来年度は自主化する予定で進めています。 

 

私たちは、この活動をさらに発展できるよう地域住民の方々とは勿論の事、地区小中学

校や近隣の地域ケアプラザ、区こども家庭支援課、区福祉保健センター等と連携して事業

を進めて参ります。 

 

２）近隣ケアプラザとの連携事業 

【オハナの遊び場】 

岸根公園を中心として、神奈川区六角橋地域ケ

アプラザと共催して子育て事業を令和元年度に

開始しました。 

神奈川大学の学生ボランティアの協力を得て、

地域の子育て世代間の関わりを目指したもので

す。 

この事業をきっかけにして、地域の方々とのつ

ながりはもちろん、区内外の近隣ケアプラザとの

関わりをさらに広げていきたいと考えています。 

 

【ちょいボラサポーターズ club】 

中学生ボランティア活動『ちょいボラサポーターズ club』で緑区東本郷地域ケアプラ

ザや鴨居地域ケアプラザ、神奈川区菅田地域ケアプラザとも連携して活動し次世代のボ

ランティア活動の担い手育成にも取り組んでいます。 

 

また、地域のみんなの居場所「ホッとカフェ」を活動拠点としている介護予防・生活

支援補助事業（サービスＢ）とそれに対するケアプラザの関わり方を学ぼうと、神奈川

区の菅田や三ツ沢、六角橋、片倉三枚といった地域ケアプラザの生活支援コーディネー

ターが見学に訪れたりもします。 

 今後は逆に、フードバンク関連におけるケアプラザの関わり方を菅田地域ケアプラザ

などから学んでいきたいとも考えています。 

「オハナの遊び場」 
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３）各町内会・自治会との連携事業 

出張講座：≪土井エリア≫ 

 毎月 1回町内会館で開催されている「サロン土井」にて、７月に経絡体操講座を実

施しました。「若返り」や「疲労回復」といった、高齢者が興味関心を持ちやすいキー

ワードを用いながら、手軽に家庭でも実践できる体操を教えてもらい、参加者の方か

らは「楽しかった」「またやってください」等好評をいただきました。これまで運動の

メニューはサロン内で実施していませんでしたが、本講座をきっかけに運動のメニュ

ーを取り入れることを検討してもらう予定です。 

 

４）合築施設である城郷小机地区センターとの共催事業 

 城郷小机地域ケアプラザは同一敷地内に城郷小机地

区センターが運営されており、地域の方によってはケ

アプラザと地区センターを同一視してご利用されてい

る方も少なからずいらっしゃいます。地域ニーズに対

応するためには、地域の方々に施設の違いをご説明す

ることよりケアプラザと地区センターが出来る限り協

働していくことが近道であると考えています。 

 

そういった視点で様々な可能性を探った結果、令和元

年度にはじめての大規模な共催イベント「福祉フェスタ・文化祭」が実現し、双方の得意

分野を生かし不得意分野を補うなどの相乗効果が生まれました。具体的にはケアプラザは

福祉保健活動についてより効果的な発表や周知の場を得ることが出来、地区センターは地

域の社会資源と多くつながることが出来ました。 

共催イベントをきっかけに早速、定期的な情報交換の場を持つことで、相互の利用者に

それぞれの事業案内を行ったり、講師等の情報交換をしたりしながら連携体制を深めてい

くと同時に介護予防等の活動など、一体的に課題解決に取り組める活動を探っています。 

 

 

５）ボーイスカウトとの連携 

ボーイスカウト横浜２０団とは、開所当時より連携し事業等を取り組んで

きています。福祉フェスタでの出店、事業等の講師などご協力を頂いており

ます。ケアプラザとの良好な関係性を評価いただき、令和２年１月１９日に

は日本ボーイスカウト神奈川連盟７０周年という歴史ある記念式典にご招待

いただきました。式典に出席させていただいた上に城郷小机地域ケアプラザ

の活動支援に対して、横浜市内ケアプラザで唯一、連盟長である黒岩知事よ

り直接感謝状を頂きました。 

「福祉フェスタ」 

感謝状 
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２．一般介護予防事業 

 

【GOGO 健康!教室】 

ケアプラザ事業参加者の高齢化が目立つ中、介護予

防の意識付けが望まれる６０歳代の前期高齢者世代

に向けた『GOGO 健康!教室』講座を開催しました。 

平成３０年には、理学療法士を講師に招き、E-SUS と

いうアセスメントセットを用い、運動機能に加え心理社

会面、生活空間も含めた機能評価を運動機能の評価を行

いながら、様々な運動メニュー、グループ活動の紹介を

行うことで、参加者が運動を自発的かつ継続的に取り組め

るよう配慮し、全１０回のプログラムを実施しました。参

加者の約半数が前期高齢者であり、講座終了後もケアプラ

ザや地域の体操教室等のグループ活動を継続されていま

す。 

 

令和元年度はウォーキングの内容を中心に、口腔講座・栄養講座も織り交ぜ、４月から

月１回の頻度で計４回開催し、延べ約５０名の方にご参加いただきました。うち、６０代

の参加者が３名ありました。ウォーキングでは、最新の測定器を用いて歩行状態を客観

的に評価してもらうことで、参加者自身が歩き方を見直す機会となり、好評をいただき

ました。 

 

【頭とからだのリフレッシュ教室】 

  当ケアプラザでは、平成２９年度に認知症予防プ

ログラムであるスリーＡリーダー養成講座を実施

し、そこで要請された４名のリーダーが現在「しろさ

との和」というグループとしてプログラムの普及活

動に取り組んでいます。 

普及活動として、平成３１年４月からスリーＡの

プログラムを中心とした「頭とからだのリフレッシ

ュ教室」を毎月１回行い、認知症の当事者の方や他のケアプラザで体操教室を実施して

いる支援者の方にご参加いただくことができました。今後も教室の実施を通して、認知

症予防プログラムの普及と指導者育成に努めていきます。 

 

 

 

「GOGO 健康！教室」 

「頭のからだのリフレッシュ教室」 
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３．地域活動交流 

 

【脳トレクラシック】 

地域の高齢者の方々に向けた引きこもり予防と、

運動不足解消を目的に平成２３年度から継続的に

実施しています。講師ご自身が脳梗塞から回復され

ているという経緯もあり、同様な半身麻痺のある方

などの中途障がい者の場づくりとしても積極的に

参加を進め、中途障害者にも参加しやすい場づくり

をめざしています。 

 平成３０年度は延べ１６２名の参加がありました。 

 

 

【しろさと地区放課後プラザ】 

・「しろさと地区放課後プラザ」は、平成１９年に

精神保健サロン「ひなたぼっこ」を立ち上げたとき

のボランテイアさんへの勉強会を提供した際に、若

年期からの支援の必要性について課題の提起があ

り、城郷小机地域ケアプラザの地域交流で着手した

事業で、城郷地区の発達障がい児の居場所づくりを

目的に平成２１年度より実施しています。対象者の

居場所づくりの一方で、地域住民の正しい理解を促す

場としても活動しています。参加者にとっては、ケア

プラザは自分たちが何かあったら「来てよい場所」で

あることを知ってもらうことを狙いとしています。平成３０年度は延べ参加者１７７

名の事業となっています。 

現在は「ケアプラザと地区社協共催」となっていますが、長年港北区自立支援協議会

の後援もいただきながら実施してきた、港北区内のケアプラザにおいてもさきがけの事

業となっています。 

 

障害のある児童への療育に関する今までの取り組み事例としては他にも以下のよう

なものなどが挙げられると思います。 

・障害児音楽セラピー／アートセラピー 

・ふゆとも（こうほく☆なつともの、独自当ＣＰ版同窓会企画） 

・みどり養護学校へいってみよう 

 

脳トレクラシック 

しろさと地区放課後プラザ 
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【ピアノサロン「うたごえ」】 

歌を歌うことによる心身の健康維持増進と地域高

齢者間の交流促進を目的として平成２２年度から開

催しています。若い頃や子供の頃のなつかしい歌を歌

ったり聞いたりする事で、回想法療法の効果も期待で

きると考えています。ボランティアの方にピアノ演奏

等のご協力を頂けています。平成３０年度の延べ参加

者数は３６６名の事業です。 

 

 

【パパと遊ぼう】 

子育てへの父親参加促進と地域の父親同士の交流を図

った事業で、平成３０年度から開始した取組みです。乳

幼児の年齢別の事業を実施し、幼児体育指導員を招いて

の親子体操やゲームなどを楽しんでいます。 

共催する港北区子育て支援拠点どろっぷを地域住民に

知ってもらいスタッフとも顔の見える関係づくりも狙い

のひとつとなっています。初年度は３回の実施で１０５

名の参加がありました。 

 

 

【おも城チャッチャひろば】 

地域の子育て支援ボランティア活動者で、特定

NPO グッドトイ委員会（林野庁支援事業の一環）

のおもちゃインストラクター資格を有する住民の

協力を得て平成２２年度から実施している子育て

支援事業です。木のおもちゃを多く準備しての親

子でいっしょに遊ぶ活動を紹介しています。平成

３０年度は３回の実施で延べ参加者数８８名の事

業です。 

ニーズの高い子育て事業をあえて午後の時間

帯に実施することで貸館の有効活用にも意識を置いています。 

 

 

【城郷・小机・東本郷地区料理教室】 

近隣小中学校には運営協議会や学校・家庭・地域連絡協議会をはじめ運動会、文化祭など

ピアノサロン「うたごえ」 

パパと遊ぼう 

おも城チャッチャひろば 
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を通して密度の濃い連携を継続しています。「城郷・小机・東本郷地区料理教室」等の具体

的な共済事業で実質的な連携も進めています。 

「料理教室」はエリア内の子どもの居場所づくりをめざし立ち上げた事業です。当該

地区のこどもの現状について小学校長や栄養教諭とともに勉強会を重ね、「こどもの支

援だけでなく、子ども自身の生活力をつけること」を目的に開始しました。 

他校・他学年の生徒の混合グループによる調理活

動を通して、近隣小中学生同士の交流を図り、生徒自

身が地元野菜や農家への関心を寄せたり、食材(野

菜）を使っての調理の発想力を身につけ広く生活力

をつける事を目指して港北区食生活等活動推進員会

（ヘルスメイト）の協力を得ながら座学と調理実習、

試食を提供しています。 

当該事業は教育委員会からも高く評価され、教育

委員会のホームページで事例紹介をする予定であ

ると、小机小学校からの情報提供もありました。 

 

４．生活支援 

 

【ともともランチ会】 

平成３０年度から始まった月に１回の昼食会です

が、地域活動交流コーディネーターと生活支援コーデ

ィネーターが協力して、子どもから高齢者までの多世

代に対応できる資源（人材や活動）の開発を図ってい

ます。 

生活整備体制事業等も踏まえての担い手づくりを

狙っています。初年度は延べ参加者数２５３名の事業

となりました。 

 

 

【城郷ふれあいの会】※サービスＢ事業 

介護保険サービスで適用外となる狭間の家事支援をてがける有償ボランティア活動

です。隣近所のたすけあいを目指した地域福祉活動を平成２０年度から継続して展開し

ています。城郷小机地域ケアプラザからは勉強会や見学会等の支援を行っています。 

 

 

 

 

ともともランチ 

 

 

城郷・小机・東本郷地区料理教室 
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【クローバー会(共催事業)】※サービスＢ事業 

ボランティア・地区社協・民生委員・ホッとカ

フェ(地域カフェ)支援者等の皆様と検討会を重

ね、介護予防・生活支援補助事業（サービスＢ）

の申請を目指し、高齢者サロン「クローバー会」

を開催いたしました。  

「クローバー会」は、令和元年１０月より、サ

ービスＢ登録事業所として自主活動をしていま

す。城郷小机地域ケアプラザからも引き続き連携

した支援を行っています。 

 

【とりやまの郷】※サービスＢ事業 

 城郷地区の鳥山町はケアプラザから離れた立地ということもあり、地域の方々が集ま

りにくいという課題から、解決のための検討会を平成２９年度に立ち上げました。町会

や地区社協、民生員、ボランティア代表などと半年間の協議を重ね、サロンを立ち上げ

ました。週替わりのプログラムを毎回準備し、平均１５名以上の高齢者が集う場になっ

ています。 

 運営主体が４０～５０代であることが特徴的で、若い世代が地域の福祉に携わってき

ている好例です。 

 

＜横浜市介護予防・生活支援サービス補助事業（サービスＢ）の盛んな城郷地区＞ 

現在、城郷地区内には３つのサービスＢ事業所

が出来、城郷小机地域ケアプラザは立ち上げから

運営までの支援を行っていきます。横浜市全域の

サービスＢ５８事業（うち、任意団体によるもの

８事業）という状況において、城郷地区単独で３

事業を任意団体が担っていることは地区にとっ

て誇れることだと思います。 

令和元年１０月、横浜市が主催する横浜市介護

予防・生活支援サービス補助事業（サービスＢ）

説明会において、すべての事例紹介を城郷小机地

域ケアプラザが担当して市内のケアプラザ職員

向けに説明しました。今後も横浜市全域のサービ

スＢの普及に、微力ながら寄与していけたら光栄

であると考えます。 

 

クローバー会 

横浜市サービス B 説明会 
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＜沼津市社協・地区社協の視察＞ 

 令和元年９月、城郷小机地域ケアプラザも支援してい

る城郷地区社協の取り組みを沼津市社会福祉協議会と

沼津市の地区社会福祉協議会役員の方々約４０名が見

学に見えられ、クローバー会の活動を紹介させていただ

きました。 

 

 

 

【地域で見つかるセカンドライフ】 

これまで地域との接点のない就労中の方や定年前後の方などが自身の今後を考える

準備や、個々が持っている力を地域で活かせていただけるきっかけ作りを目的に事業を

開催しました。 

令和元年度は、港北区生きがい就労支援スポットの事例を通じての「地域での就労」

や城郷地区で町おこしに取り組んでいる「小机城のあるまちを愛する会」の活動などを

紹介しました。 

 

 ＜小机城のあるまちを愛する会＞ 

平成２９年には町づくり・地域活性化を目指し多世代の住民が主体となり「小机城の

あるまちを愛す会」が発足しました。活動支援を行うととともに、新たな人材発掘、地域

の活性化に向け城郷小机地域ケアプラザとも連携した取り組みを行っています。 

(令和元年度「案内人に学ぼう」を共催開催) 

 

【城郷探検】（魅力発信ＰＪ） 

平成２９年度開催した『城郷探険』終了後、参加

者の有志を中心に、地域マップ作りに取り組んでい

ます。地域の魅力を発信する新たな担い手が、地域

のコンシェルジュとして活躍できる機会・場作りを

進めています。(現在５コースのマップが完成)完成

したマップは、今後の事業など、活用していく予定

です。 

 

 

 

地域マップ 

沼津市市社協・地区社協視察 
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【スマホ初心者プレ講座・スマホ写真講座≪初級編≫】 

趣味活動を通じた新たな人材の発掘を目的とした事業

です。これまで地域との接点の少なかった方が地域活動に

参加するきっかけづくりとして４月にはプレ講座、５月か

らは初級編として連続講座を開催しました。 

スマートフォンの活用がコミュニケーションや情報収

集、発信など高齢者の生活に身近なものとなっていること

も考慮した事業です。 

講座終了後は、より実践的な活用ができるよう自主グル

ープとして、継続できるように支援していきます。 

 

 

 ５．総合相談（高齢者・こども・障害者分野等の情報提供） 

・高齢者・障がい児者など対象に関わらず民生委員等地域の方々からの相談に対応し、必要

に応じて子ども家庭支援課や高齢障害支援課、基幹相談センターと連携を行いました。高

齢者と障がい者の関わる多問題ケースにも関係機関と連携をして対応しました。相談内容

の把握から精神障がい者を含む多問題ケースが地域に多くある為、港北区生活支援センタ

ーとの連携も進めています。（相談件数 年間約２，０００件） 

 

・出張相談会や自主事業、地域の会合イベントにできるだけ参加し、地域住民の身近な相談

窓口として周知活動を行いました。 

 

・来所や電話などの個別の相談に対しては、適切な情報提供や関係機関への調整など迅速な

対応に努めました。 

 

・地域の会合へ積極的に参加して地域の福祉保健活動の情報収集を行い、ケアプラザ内での

利用者満足度調査や自主事業時のアンケート、ご意見箱等による来館者のご意見なども参

考に、地域ニーズを知り自主事業の企画や広報誌での情報提供等に反映させるよう取り組

みました。 

 

 

 

 

 

スマホ写真講座 
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６．地域福祉保健のネットワークの構築 

地域住民や関係者との連携・協働の取り組みとして

城郷地区地域福祉保健計画「たすけあうまち城郷

（ひっとプラン）」が掲げられています。３期地域福

祉計画の策定において、「子育て」「見守り」「地域活

性化」の３つの分科会を設け、ケアプラザ職員(五職

種)がそれぞれの分科会に所属し、全体の取り組み

がケアプラザ内においても共有できる体制を作っ

ています。 

各分科会の具体的な取り組みと城郷地区の全体の動

向を把握することで、ケアプラザの特性を生かした支

援や他機関とのコーディネートを行っています。 

 

７．城郷地区支えあい連絡会との連携 

平成１７年度に発足した「城郷地区支えあい連絡会」は平成１６年開所の城郷小机地

域ケアプラザと並走しながら歴史を作ってきたような会議です。 

「隣近所の希薄な関係性」「住民同士の連携不足」「新旧住民間の交流不足」等の問題

意識からスタートした取り組みは家事支援グループ「城郷ふれあいの会」の立ち上げや

城郷地区８，０００世帯へのニーズ調査アンケート実施などの様々な実績を残してきま

したが、常にケアプラザが一緒になってその取組みをサポートしてきた経緯があります。 

今後も協力関係を継続しながら新たな実績を築いていきたいと考えます。 

 

自治連合会定例会出席、地区社会福祉協議会等の催しや区内外の他のケアプラザとの

意見交換会、地区民生委員等協議会との意見交換会、城址祭り、盆踊り、神社祭礼、敬老

会、健民祭、町会運動会などに参加し情報交換等を行っています。 

 

地域ケア会議は年間に個別を４回開催し、さらに地域展開を広げた包括レベルを２回開

催し、地域の介護保険関連事業所の参加等で地域に

情報の発信も行えるよう配慮しています。 

  

＜実施実績例（令和元年度上期） 

５月 個別地域ケア会議 

「障害と精神疾患のあるご夫婦を、地域がどのよう

に連携をして支援をしていくか？」 

７月 個別地域ケア会議 

 「地域で支える、高次脳機能障害・失語症の６３歳男

性（Ｙ様）の支援について 

ひっとプラン 

個別地域ケア会議 
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９月 包括レベル地域ケア会議 

 「携帯電話（モバイル端末）を利用した見守り活動に参加していない人への対応について」 

 

 

８．区行政との協働 

地域福祉保健計画では福祉保健課や高齢・障害支援課及びこども家庭支援課、区社会福

祉協議会等と担当者会議等で議論しました。これをもとに地区懇談会などで地区の課題や

改善の為の活動等協議を検討し、地域保健福祉計画の推進に努めました。 

港北区の区政方針を踏まえ、地区担当及び各分野の担当の方々と、定例カンファレンス・

連絡会などで情報共有を図り、協働・連携した事業運営に努めました。 

  定例カンファレンス ： 月１回 

 

９．地域ネットワーク構築支援事業 

 一例としては、区行政の推進計画にも掲げられている生活困窮者の自立支援施策「生活困

窮者自立支援制度 地域ネットワーク構築支援事業」を令和元年度に、区内ケアプラザに先

駆けて港北区よりを受託し、横浜市健康福祉局生活福祉部生活支援課生活困窮者支援担当の

方と一緒に、５職種が協働して令和元年９月に「制度説明会（地域ケア会議）」を実施しまし

た。また令和２年２月には「支援者交流会」を開催しました。生活困窮者自立支援制度の周

知にとどまらず、支援対象者(子育て、高齢、障がい児者、若者支援等)の枠を超えたネット

ワークの構築を目指しています。今後も情報交換・共有を継続し、支援の必要な方に必要な

支援が届くよう連携した支援体制つくりを進めていきます。 

 具体的には、今まではケアプラザとして関わりの少なかった障がいのある人の相談窓口「港

北基幹相談支援センター海」や障がい者支援「大倉山相談室」、若者支援「サポートステーシ

ョン」や「よこはま北部ユースプラザ」といった支援団体との新たなつながりを作り、そこ

で実際にこの事業を通して、城郷地区には学習支援が比較的不足しているという課題が持ち

上がり、今後の取組みにつなげました。 

相談支援において、ニーズや課題解決に向け連携した支援が必要な場合や共有が必要

なケースなど、常に連携を強化し支援に努めました。 

 

また、局高齢施設課からの依頼を受けて、「高齢者施設・住まいの相談センター」に月

１回の場所を提供し、地域の方々に介護施設関係の相談対応を行いました。城郷小机地

域ケアプラザ包括とも連携し、より効果的な相談対応が出来ました。 

 

 

１０．福祉保健活動団体等が活動する場の提供 

 城郷小机地域ケアプラザでは福祉保健活動団体等が活動する場の提供も積極的に行っ

ています。令和元年度は、城郷地区社協も拠点をおいている地域の居場所「ホッとカフ

ェ」と市盲特別支援学校をつないで、生徒の社会参加と実習の場を提供するコーディネ

ートが出来ています。 
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その他、代表的な例は以下の通りです。 

 

【ひなたぼっこ】 

精神障がい当事者とそのご家族の交流と癒し

の場として、日中の居場所づくりの場をケアプラ

ザで月１回提供しています。平成３０年度は１２

回の実施で延べ１９７名の参加者がありました。 

ボランティアグループ「ひなたぼっこ」が中心

で活動し、ケアプラザは企画立案から広報活動や

案内受付などの支援をしています。 

 

【ごぼうハウス】 

平成１６年度から城郷小机地域ケアプラザでは、地域の障がい者作業所の方々の社会参

加支援を目的に障がい者地域作業型生活支援団体「こぼうハウス」と連携して、区からの

承諾を得た上で週に一度、ケアプラザのエントランスで手作りお菓子販売「ごぼうハウス」

を実施し、広報や PR という面でも支援しています。 

  年間で４５回前後の活動実施で６００名程度の購入があります。・地域の障がい者作業

所の人たちの社会参加を支援するため週一回、ケアプラザ内で手作りお菓子販売の場

を提供しています。 

 

【ダン・ラン】 

ケアプラザの場を提供して独居男性高齢者を対象

とした昼食会を平成２３年度から継続的に開催され

ています。平成３０年度は１１回の実施で延べ参加

人数５１１名の事業です。 

高齢者の「孤独死」は男性に多い事や、男性は高齢

同世代女性に比較して地域活動に消極的である点に

着目した事業です。食後には各種演芸ボランティア

らによる催し物を展開し、高齢者男性の社公場の提供

も出来ています。同時に民生児童委員らによる配食も

実施しています。 

 

１１．ボランティアの育成及びコーディネート 

 

 ≪近隣ケアプラザとの連携によるコーディネート≫ 

東本郷地域ケアプラザや菅田地域ケアプラザ等の他区を含めた近隣のケアプラザと連

ひなたぼっこ 

ダン・ラン 
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携して、近隣中学校（城郷中、鴨居中、東鴨居中、菅田中など）の朝礼時に中学生ボラン

ティア「ちょいボラ」募集活動をし、応募のあった生徒にボランティア活動をコーディネ

ートしています。若い世代からボランティア活動を身近に感じてもらうことで地域ボラン

ティアの次世代の担い手育成を推進しています。 

令和元年度は約４０名の生徒が活動しました。 

 

≪県立みどり養護学校との連携によるコーディネート≫ 

地域ケアプラザで開催したガイドボランティア講座に講師として、県立みどり養護学校

の地域コーディネーター教諭にご協力いただきました。その講座からガイドボランティア

と当事者のマッチングにまでつながっていった事例があります。 

城郷小机地域ケアプラザ担当地域は高低差の多い地形をしており、道も狭い場所が

多い為、特に高齢者や身体障がい児（者）の方は移動に苦労するところであります。

その為、ガイドボランティア講座実施等を通して移動支援を担うボランティアの発

掘、育成に力を入れています。令和元年度もガイドボランティアと障がい児をつなげ

る複数のコーディネートが実現しています。また、そのマッチングには区社協の移動情

報センターとの連携が欠かせない要素でもありました。 

 

 

≪城郷中学校との連携による育成≫ 

城郷小机地域ケアプラザで主催する「福祉フェス

タ」などで中学生等にボランティア体験を推進し、地

域とのつながりと興味を育む活動を継続します。令和

元年度には約３０名の中学生ボランティアが福祉フ

ェスタにご協力いただきました。地域の子ども達がボ

ランティア活動に触れることで、地域の次世代のボラ

ンティア担い手育成を意識しています。子ども達には

小机駅改札前での赤い羽根共同募金運動にも参加し

てもらいました。 

 

 

１２．福祉保健活動等に関する情報収集及び情報提供 

生活支援コーディネーターや区社協地区担当と連携し、自治会のヒヤリングを行う

ことで人材や社会資源を把握することができました。また、各自治会のお祭り、盆踊

り等に全て参加し顔の見える関係づくりに努めました。毎月行われる活動団体の定例

会にも参加し情報収集を行いました。また、役職についている方だけでなく一般の方

とも積極的にコミュニケーションをとりニーズの高い事業を実施することができま

した。 

福祉フェスタ 
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生活支援コーディネーター、区社協地区担当と毎月地区情報を共有し、生活支援体

制整備の状況をリアルタイムで把握し連携することができました。さらに毎月ケアプ

ラザ内で地域交流会議を行い、サブコーディネーターとの連携を強化しました。 

 

ケアプラザ広報誌を毎月発行し、地域の行事や事業の情報を発信しています。内容

は毎月、職員会議で検討し共有しています。 

 

・近隣の小机小学校と城郷小学校の５年生を対象とし

た認知症学習として「認知症サポーター養成講座」を

実施しています。子ども達向けに寸劇やクイズを取り

入れ、わかりやすい講座を地域のキャラバンメイトの

方々と試行錯誤しながら進めています。また会場に

は、地域が一体的に協力し合う城郷地区支えあい連絡

会の方々にもご参加いただき、地域全体で子ども達を

見守る体制つくりもしています。 

 

 今後は城郷中学校の生徒に向けた認知症理解への活動

も模索していく予定です。 

 

１３．生活支援体制整備事業 

１）事業実施体制 

５職種すべてが関わり、ケアプラザから遠い地域にある事業所での居場所作りを

進め、包括職員による体操や講話の他、協力団体による講習なども取り入れ、地域や

近隣サービス事業所、区内外の他のケアプラザとのつながりも深まりました。 

 

２）連携・協議の場 

居場所作りや見守り、生活支援の課題について、それぞれの町会と検討し、協議の

場を何度も重ね、必要な取り組みを進めることができました。 

 

３）広域の地域課題の解決に向けた取組 

包括レベル地域ケア会議で、宿根町内会の見守り隊の方々と、銀行・郵便局・警

察・コンビニエンスストア等に参加してもらい、見守りの必要な方の発見と支援に

向け意見交換会を開催しました。令和２年５月に宿根町の第２弾を開催し具体的な

支援の方向性を検討します。また、来年度は他町内会でも同様の地域ケア会議を開

催していきます。 

 

「認知症サポーター講座」 
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４）横浜市介護予防・生活支援サービス補助事業（サービスＢ）への取組みについて 

横浜市が「ポジティブエイジング」～誰もが、いつまでも、どんなときも、自分らし

くいられる横浜～を目指して推進している当該事業において、市内全域で５８事業（令

和元年１０月時点）の立ち上げとなる中、城郷地区ではそのうちの３事業が活動をして

います。 

 更に特筆すべきは、こちらの事業に参画できている任意団体は市内全域でも８か所に

留まる中、城郷地区３事業とも任意団体による運用であるということです。これは既存

の法人や企業に頼らず、純粋に地域の方が地域の「ポジティブエイジング」に取り組む

土壌が育まれているといえると思います。 

 

１４．地域包括支援センター運営事業 

 

１）総合相談支援業務・地域におけるネットワークの構築 

エリア内の医療機関への訪問を行い、包括が相談機関であることに周知を行いま

した。医師会や医療機関主催の研修や懇親会に参加することで、顔の見える関係づ

くりに努めました。またケースやカンファレンスを通じても総合病院のМＳＷ と連

携を図っています。 

 

自治会・町内会だけでなく、老人クラブでも包括についてのお知らせを継続に実

施しました。町会主催事業のサロン小机や土井サロンでの情報提供・ニーズ把握を

行い、総合相談に繋げました。また民児協でのお知らせの他、民生エリア別情報交換

会で情報を共有しています。民生委員のエリア別情報交換会では、民生委員の方々

から気になる住民の方々を情報提供してもらい共有し、連携しながらケアプラザと

行政が一緒に支援をしていきます。その結果、民生委員さんからの相談も多くあり、

同行訪問の依頼も継続してあります。町会長からの相談や、町会長と同行訪問をし

たケースもあります。今後はこのような取り組みをエリア全体の町内会に広げてい

くために、地域包括支援センターの周知活動を継続していきたいと思います。 

 

居宅会議、包括会議を毎月行うことで内部連携

を図ってきました。また主任ケアマネジャー主催

のケアマネジャー向けの研修「城郷ケアマネ倶楽

部」を行うことで、地域の介護サービス事業所との

ネットワーク構築に努めました。またエリア内の

居宅介護支援事業所へ随時訪問を行い、関係を強

化しました。 

  令和元年６月は「自己覚知」をテーマに「城郷ケ

アマネ倶楽部」を開催し、参加人数１２名、令和元

城郷ケアマネ倶楽部 
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年８月は「福祉用具アプローチ」がテーマで参加人数１５名でした。 

 

 

包括レベル地域ケア会議で介護サービス事業所と地域の方々との連携のきっかけ

作りを行いました。このような取り組みの結果、生活支援コーディネーターが把握

したインフォーマルの情報を近隣のケアマネジャーに情報提供できるなど、地域の

インフォーマル活用推進にもつながりました。 

 

２）地域実態把握 

民生エリア別情報交換会（６グループに分け、１回１時間、年６回実施）を行い、

民生委員からも好評をいただくなど、情報共有を継続実施しています。民生委員の

エリア別情報交換会に関しては前述の通りで、民生委員が気になる方に対して包括

がその都度確認や対応をしていく事で、早目の対応が可能になっています。実際に

地域で営業しているスーパーからの相談（名前・住所不明）の方に対して、民生委員

との会議で議題に出したところ、本人が特定でき訪問に繋がっています。 

 

総合相談の傾向から精神障がい者が多くいることが把握できたため、港北区生活

支援センターや港北区の医療ソーシャルワーカーとこれまで以上に連携がとれる様

になりました。 

 

老人クラブへの訪問による実体把握を継続実施しました。老人クラブの各エリア

の会長が出席する会議に参加をし、城郷地区の地域の情報を伝えていく事で地域に

どのような取り組みが必要なのかを考えるきっかけにしていきたいと思います。 

 

地域内や近隣地域の病院や薬局の医療機関に加え、スーパーやコンビニなど生活

の場に地域包括支援センター周知のための訪問を行いました。スーパーからの相談

に対しても、区と連携をして継続的に対応しています。 

 

生活支援コーディネーターが行っている地域アセスメントツールとしての町内会

ごとのマップ(社会資源・高齢者情報など)を活用し、気になるケース・今後必要とな

る資源等を地域ケア会議や民生委員との情報共有に活用しています。 

活動団体・ボランティア活動の紹介カードを館内に掲示、誰でも手に取れると設

置しています。ケアマンジャーへも社会資源の情報提供しています。 

 

３）総合相談支援・相談窓口業務・情報共有 

地域包括支援センターが身近な地域の相談窓口である事ということについて、地域

の老人クラブでのお知らせや、広報誌を使った周知活動を行いました。また民生委員
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の定例会での案内や町内会にも必要時に参加し、顔の見える関係づくりに努めまし

た。また地域にあるサロンやオレンジカフェに包括や生活支援コーディネーターが毎

回参加し、支援に繋がるチャンスを多く得ました。高齢者だけでなく、障がい者や障

がい児の相談でも情報提供を行い、区の子ども家庭支援課や障害者支援担当、「地域

生活支援センター 海」と連携して対応しました。具体的には、地域の民生委員さん

から気になる障害がある児童についての相談が入ったケースでは、その家族に関わっ

ているケアマネジャーや区の子ども家庭支援課と連絡して状況把握しました。 

また担当地域のエリアが入り組んでいることもあり、近隣の地域包括支援センタ

ーと情報を交換する事で、地域住民が継続して支援が受けられるように情報を共有

しました。ケアプラザに来るのが困難な方へは積極的に訪問し、民生委員やケアマ

ネジャー・区役所の高齢者支援担当や生活支援課の担当との同行訪問など、関係機

関と連携して対応しました。ケアマネジャーの研修会時に主任ケアマネ連絡会で作

成したインフォーマル情報を提供するなど、ケアプラザ内で連携して支援しました。 

情報共有に関しては、随時その場にいる職員でケースの相談をし合う体制を作ると

ともに、毎月１回以上包括３職種間や両コーディネーターを含めた５職種間での会議

を通して、状況共有を行うなど、所内での横の連携を密にしました。包括のどの職員

でも継続した対応が可能になるように、パソコンのデータでの情報管理を実施すると

ともに、対応が必要なケースは所内の回覧メールで最新情報を伝達するなど、素早い

対応が出来る様にしました。 

区高齢者支援担当と地域包括支援センターによる定例カンファレンスでの情報共

有や支援方針の検討を定期的に行うとともに、困難ケースには生活支援課の職員や

区社協あんしんセンターと同行訪問を行うなど、様々な部門と連携して対応しまし

た。民生委員との情報交換の場については、個別のケースだけではなく介護サービス

の情報提供など、民生委員が気になったり包括として周知をしておきたい情報を伝

えることで、それらの情報に関しても率直に意見交換ができるなど、幅広い活用を行

いました。 

ケアプラザの居宅介護支援事業所とはスーパービジョンによる相談対応をし、困

難ケースでも地域包括支援センターとして関われるようにしました。具体的には困

難ケースの現状を居宅と包括全体で把握でき、チームとして取り組むことが出来て

います。 

 

４）権利擁護業務・成年後見制度の活用促進・消費者被害の防止 

 

【終活講座】 

令和元年６月より「これから先の終活講座」を全４回シリーズで開催しました。そ

の際には港北版エンディングノート「わた史ノート」の活用方法を説明し、初老期か

らの関心を高めることが出来ました。講座参加者からのノートの要望が多く見られ
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ました。 

① 住み慣れた自宅で暮らすために～介護保険サービス・住宅改修や福祉用具について～ 

② 住み慣れた地域で暮らすために～地域のサービス・施設について 

③ もしも認知症になったら～成年後見制度・相続・遺言～ 

④ 自分らしい旅立ち～お墓について～ 

 

【消費者被害防止】 

令和元年度、老人クラブや地域の高齢者サロン

や食事会に港北警察署生活安全課と連携をしな

がら周知しました。参加者からは、警察官から直

接聴くことのできる講義は大変わかりやすく参

考になると大変好評でした。 

    令和元年度は以下の事業を実施しました。 

 

【遺言・相続・成年後見無料相談会】 

・１０月２６日（土） 

 担当：コスモス成年後見サーポートセンター行政書士 

【エンディングノート書き方のポイント・活用法～ここだけは書いておこう～】 

・１２月１４日（土） 

 各回３０人以上の地域の方々が参加され大盛況でした。 

 

【高齢者虐待への対応】 

高齢者虐待の対応として、民生委員との連絡会や区役所との連絡会で情報を共有

することで、必要時に素早く連携して対応するための土台作りを行いました。また

民生委員、ケアマネジャー、区役所との同行訪問、包括の複数職員での訪問など、柔

軟な対応を心がけました。また必要な方には成年後見制度や介護者のつどいを案内

し、虐待予防に向けた取り組みも行いました。 

地域への周知として、見守りの盛んな地域の老人クラブに出向き、高齢者虐待防

止のパンフレットを使用して説明を行い、虐待に対する意識の向上を図りました。

出向いてヒヤリングすることで「介護をしているとイライラして声を荒げてしまう

ことがあるんだよな」との率直な意見も聞くことができる場合も多くあります。介

護者のつどいも定期的に開催（平成３０年度は合計５回）し、介護者間の情報交換の

場の提供を行っています。初めての方も参加しやすいように、イベントを入れるこ

とで先ずは来てもらうことからはじめています。介護者の気分転換も兼ねたイベン

トを今後も開催していきます。 

 

ケアマネジャーより虐待が疑われる相談が入った際に、区役所と連携し迅速な対

消費者被害防止講座 
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応をしたことで、ショートステイを利用しながら特養待機をするなどの柔軟な対応

ができています。経済的虐待のケースでは、他の親族への成年後見制度を説明し、書

類作成時に助言することで成年後見制度の利用へ繋がりました。虐待緊急性判断シ

ート、受付表を早急に作成し、区役所と情報を共有しながら早急の訪問と事実確認

を行っています。 

 

【事業者向け研修を開催】 

虐待疑いケースでの利用者家族への声掛けをロールプレイで体験しながら、早期

発見、対応に向けた勉強会を近隣のサービス事業所向けに開催しました。参加され

た事業所からは、大変参考になりましたと好評でした。 

 

 

５）認知症 

【認知症サポーター養成講座開催】 

 毎月、地域のキャラバンメイトと定例会を開催し、

令和元年度には以下のような具体的な活動につなげ

ることが出来ました。 

 

―令和元年度の活動例― 

① 合築している地区センターからの要望を受けて、地区セ

ンター職員向けに「サポーター養成講座」を地域のキャラ

バンメイトの協力を得ながら実施しました。（５月）ほぼ

全員の職員さんにご参加いただき、関心の高さを感じま

した。今後もお互いの得意分野を生かしながら連携していく予定です。 

② 鳥山元気サロン（元気作りステーション）で、地域のキャラバンメイトと協力して「認

知症サポーター養成講座」を開催しました。（６月） 

③ 城郷小机地域ケアプラザのデイサービス職員向けにキャラバンメイトと「認知症サポー

ター養成講座」を実施しました。（７月）基本的な対応方法を改めて確認し、デイサービ

スのサービス向上と標準化を目的としました。 

④ １月にはそれぞれ城郷小学校、小机小学校を会場に５年生を対象として、地域のキャラ

バンメイトの協力を得ながら「認知症サポーター講座」を実施しています。両校合算で

２００名強の生徒に寸劇とクイズを織り込んだわかりやすい認知症講座を実施してい

ます。 

認知症サポーター養成講座 
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医療との連携を意識して、横浜市総合保健医療セン

ターのセンター長岩成秀夫医師に講師を依頼しまし

た。講座当日は約５０人の方々が参加され、地域の認

知症関連の事業の説明もしました。医療機関へ繋がる

のが難しい方のケースは認知症初期集中支援へ繋い

でいます。今後とも、専門職と共同しながら医療や介

護保険のサービスへ移行できる支援に務めていきた

いと考えます。 

 

 

認知症のご相談に来られ、専門の医療機関へ繋がっていない方へは、小机町内の横浜市

総合保健医療センターと連携し、診療や相談へつなげました。受診をされ診断が出た方が、

その後に受診結果の報告を兼ねて、介護保険のサービスの相談にみえる等、継続支援につ

ながったケースもありました。 

 

６）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

＜地域住民、関係機関等との連携推進支援＞ 

定期に民生委員と地域包括支援センター職員との情報交換を行ない、必要に応じてケア

マネジャー、サービス事業所、行政、医療機関と連携し支援を行いました。町内会エリア

ごとに民生委員情報交換会も定期的に行うなど地域の老人クラブやサロン、自治会、町内

会、民生委員などに介護保険制度、認知症、ケアマネジャーについて様々な情報を提供し

てきました。 

 

生活支援コーディネーターや地域活動交流コーディネ

ーターが収集した地域のお手伝いや買物支援、その他イ

ンフォーマル情報を近隣にある居宅介護支援事業所に研

修会等を利用して情報提供しました。その結果、インフ

ォーマルサポートについてのケアマネジャーからの相談

も増え、利用まで繋げることが出来ています。 

 

 

近隣の居宅介護支援事業所と「城郷ケアマネ倶楽部」を開催し、事例検討や情報交換を

通じて関係性の構築をしてきました。 

地域の見守りネットワークと連携し、必要に応じて居宅介護支援事業所や介護サービス

事業所と調整して、地域で見守る体制の整備を進めました。フォーマル・インフォマルサ

市総合保険医療センター        

長岩成ドクターの講座 

城郷ケアマネ倶楽部 
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ービスと上手くサポート体制をつくる一助ができたと感じています。 

 

＜医療・介護の連携推進支援＞ 

・令和元年度は区内包括・事業所連絡会共催にて「訪問看護との連絡会」を８月に、「ＭＳＷ

との連絡会」を１１月におこない意見交換、事例検討を通じて連携を強化しました。 

・区内医師会との懇親会や医療機関主催の研修会に参加し、顔の見える関係を築きました。 

 

・また、新たに整形外科・内科がエリア内に開業したことにより、早速ご挨拶に伺いケアプ

ラザの周知に努めました。 

 

令和元年度の事例としては、独居で以前から地域で見守っていた方に対して認知症初期

集中支援チームの介入により認知症の診断・治療に至り地域での独居生活を継続可能とす

るなどの個別支援を行いました。 

 

 

 

＜ケアマネジャー支援＞ 

・講演会 

区内包括・社協・老人福祉施設共催として令和元年度は「ケアマネジャーの質の向上」、

「在宅での看取り」、「リハビリテーションの実際を知っていますか？」を開催しています。

個々のスキルアップや医療連携の視点から現場の方を講師に迎えてよい学びができまし

た。 

 

・新任・就労ケアマネジャー研修 

令和元年度はケアマネジメントの流れ、サービス論、医療連携、訪問看護同行訪問を３

か月計７回で実施しました。昨年より参加者は少なかったものの途中欠席者も殆どなく研

修内容もサービス論として新しいものを入れ良い研修となりました。 

 

・研修会 

地域のケアマネジャー向け研修・勉強会年７回（施設サービス、認知症、介護サービス

関連、スキルアップに資するもの）を計画し資質向上や連携強化を図りました。スーパー

ビジョン計３回（３回目は、３月末開催予定）の研修では、２０名超のケアマネジャーの

参加があり好評でした。 

 

・個別支援 

支援困難なケースに関しては同行訪問を行い、必要に応じて行政とも連携するなどケア

マネジャーへの支援を積極的に行いました。認知症・精神疾患がある方のケアマネジャー、
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後見人を交えた面談を行う等の個別支援を実施するとともに、地域のケアマネジャーから

収集した情報を生活支援コーディネーターや地域活動交流コーディネーターと共有し、地

域情報の蓄積・分析に努めました。各地区の課題解決に向けて、生活支援コーディネータ

ー作成の支え合いマップでの見える化を役立てました。 

 

７）多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築・地域ケア会議 

地域のサービス事業所・施設と共催事業を通じて連携しました。またケアプラザ主催の

研修に地域のサービス事業所も案内し、顔の見える関係作りを行いました。 

 

 

また、個別ケース地域ケア会議を令和元年度は３回実

施しました。この中で介護サービス事業所に加え、弁護

士、横浜市総合リハビリテーションセンタースタッフや

認知症初期集中支援チームにも参加をして頂き、専門的

な意見も頂きました。また町内会自治会会長も交え、地域

の見守りについての課題検討も行いました。個別レベル

地域ケア会議で出た課題に対して、包括レベル地域ケア

会議で検討をしました。 

包括レベル地域ケア会議では地域の居場所づくりを

テーマに地域住民だけではなく、訪問看護ステーション、小規模多機能型居宅介護、グル

ープホーム、デイサービス、ケアマネジャー、有料老人ホームなど様々な参加者に出席を

依頼し、地域の町内会や福祉保健関係者との橋渡しを行うとともにデイサービスの部屋を

借りて行なった事業を紹介するなど、新たな居場所づくりにつながる話し合いを行いまし

た。包括レベル地域ケア会議を今年度内に２回実施しました。 

 

８）介護予防ケアマネジメント(指定介護予防支援事業・第１号介護予防支援事業) 

介護保険申請をしていて介護サービス未利用の方や介護サービスを利用中で外出の機

会を増やした方が良い方々に対して、ケアプラザの自主事業や元気づくりステーション、

地域の高齢者サロンや新たに立ち上げた事業に案内するなど、介護保険以外の地域資源に

繋げるように努めています。総合相談時に介護保険の説明だけではなく、比較的元気で要

支援状態になりそうな方にはインフォーマルの情報提供も行っています。城郷小机地域ケ

アプラザのケアマネジャーが担当をしている要介護のケースで、城郷地区に３事業ある

「横浜市介護予防・生活支援サービス補助事業（サービスＢ）」に繋げるなど、包括職員が

担当しているケースだけではなく、ケアマネジャーが担当しているケースでも取り組みを

行っています。 

 

地域にあるお手伝い部隊や配食サービス、移動販売などのインフォーマルサービスの情

包括レベル地域ケア会議 
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報収集を行い、それを総合相談の場で活用する事で介護サービスが必要な状態の方に対し

てもインフォーマルサービスを組み合わせることで、よりその方に合ったサービス提供を

行いました。 

地区社協で行うサロンに定期的に地域包括支援センター職員が参加することで、要支援

状態の方でも地域のサロンに継続して通うことができ、その他のケースでも総合相談につ

ながるなど柔軟な支援を実施しています。令和元年度だけで少なくとも３名以上の方が総

合相談につながり、要支援の認定を受けている方も現在、定期的にサロンに通っている状

況です。 

包括職員のみならず地域のケアマネジャーもインフォーマルサービスをプランに組み

込むことが出来るように、主任ケアマネジャー主催の研修時にケアマネジャーに向けてイ

ンフォーマルサービスの提供を行い、活用を促しました。 

 

 

１５．平成３０年度地域ケアプラザ事業実績評価 

 平成３０年度地域ケアプラザ事業実績評価において港北区９ケアプラザで唯一、「Ｓ」評価

を頂くことが出来ました。 

 

 横浜市ホームページから抜粋した評価内容は以下の通りです。 

 

 【平成３０年度 港北区地域ケアプラザ事業実績評価】 

   城郷小机地域ケアプラザ 評価「Ｓ」 

  

 【評価内容】 

（全事業共通） 

 地区社会福祉協議会、地区センター、学校を始め、地縁組織に拠らないボランティアなどと

の協働を積極的に進め、協働事業を複数立ち上げるなど、新たな資源の創出に寄与しました。

さらに、活動場所の探索やボランティアの発掘と活動拡大にも効果を上げ、地域にとって極め

て大きな成果を上げています。また「ひっとプラン」の地区の取組を主体的に推進するととも

に、区民フォーラムの企画に関わるなど、区計画・地区計画の推進にも貢献しています。 

 

（地域活動交流事業） 

 子ども・高齢者・多世代それぞれの新たな交流の場づくりや事業の安定化に取り組み、人材

の発掘につなげる等大きな成果を上げました。 

 地域外からも積極的に情報を収集し、組織と組織または人と人をつなぐため、地縁組織以外

の地域活動への支援にも注力しています。 

 更に、支え合い連絡会の会議運営、地域の見守り活動や小学生向け啓発講座の開催を支援し

ています。 
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（生活支援体制整備事業） 

 介護予防・生活支援サービス補助事業の団体の運営・支援では、区内トップとなる圏域内３

か所目の立ち上げに向けて準備を進めています。また、各事業で育成している人材が新たな通

いの場の運営でも活躍できるよう、５職種で連携して働きかけを行うなど、職員一丸となって

取り組んでいます。 

 

（地域包括支援センター運営事業） 

 地域の支援者・活動グループ・関係機関等の会議への定期的な参加や、区・区社協と連携し

ての個別レベルを踏まえた包括レベル地域ケア会議の開催等を通じて、地域課題の解決やネッ

トワーク構築に取り組んでいます。認知症の普及啓発では認知症キャラバン・メイトの活動を

地域に向けＰＲし支援しています。 
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(2) 職員配置状況について 

  前期の指定管理期間における職員配置の実績を記載してください。 

 

 平成２８年度から平成３０年度までの常勤配置充足率は以下の通りです。 

充足率  ９８．３３％ 

 

以下、職種別内訳です。 

 所長 

  欠員なし。 

 包括主任ケアマネージャー 

平成２９年５月１日から平成２９年６月３０日まで欠員。６１日。 

法人内異動調整のため。 

包括保健師 

欠員なし。 

包括社会福祉士 

欠員なし。 

 生活支援コーディネーター 

平成２８年４月１日から平成２８年５月１９日まで欠員。４９日。 

法人内異動調整のため。 

地域活動交流コーディネーター 

欠員なし。 

 

配置基礎数 

 所長及び５職種 計６名×３年間 ＝計６，５７０日 

配置実績 

 所長                １，０９５日 

 主任ケアマネジャー         １，０３４日 

 保健師（看護師）          １，０９５日 

 社会福祉士             １，０９５日 

 生活支援コーディネーター      １，０４６日 

 地域活動交流コーディネーター    １，０９５日 

      計            ６，４６０日 

 

充足率  ６，４６０日／６，５７０日 ＝９８．３３％ 
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